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７．共通仕様書とは、各建設作業の順序、使用材料の品質、数量、仕上げの程度、施工方法等工事を

施工するうえで必要な技術的要求、工事内容を説明したもののうち、あらかじめ定型的な内容を盛

り込み作成したものをいう。 

８．特記仕様書とは、共通仕様書を補足し、工事の施工に関する明細または工事に固有の技術的要求

を定める図書をいう。 

９．契約図面とは、契約時に設計図書の一部として、契約書に添付されている図面をいう。 

10．現場説明書とは、工事の入札に参加するものに対して発注者が当該工事の契約条件等を説明する

ための書類をいう。 

11．質問回答書とは、質問受付時に入札参加者が提出した契約条件等に関する質問に対して発注者が

回答する書面をいう。 

12．図面とは、入札に際して発注者が示した設計図、発注者から変更または追加された設計図、工事

完成図等をいう。なお、設計図書に基づき監督職員が受注者に指示した図面及び受注者が提出し、

監督職員が書面により承諾した図面を含むものとする。 

13．工事数量総括表（金抜設計書）とは、工事施工に関する工種、設計数量及び規格を示した書類を

いう。 

14．指示とは、契約図書の定めに基づき、監督職員が受注者に対し、工事の施工上必要な事項につい

て書面より示し、実施させることをいう。 

15．承諾とは、契約図書で明示した事項について、発注者若しくは監督職員または受注者が書面によ

り同意することをいう。 

16．協議とは、書面により契約図書の協議事項について、発注者または監督職員と受注者が対等の立

場で合議し、結論を得ることをいう。 

17．提出とは、監督職員が受注者に対し、または受注者が監督職員に対し工事に係わる書面またはそ

の他の資料を説明し、差し出すことをいう。 

18．提示とは、監督職員が受注者に対し、または受注者が監督職員または検査員に対し工事に係わる

書面またはその他の資料を示し、説明することをいう。 

19．報告とは、受注者が監督職員に対し、工事の状況または結果について書面により知らせることを

いう。 

20．通知とは、発注者または監督職員と受注者または現場代理人の間で、工事の施工に関する事項に

ついて、書面により互いに知らせることをいう。 

21．連絡とは、監督職員と受注者または現場代理人の間で、契約約款第 18 条に該当しない事項また

は緊急で伝達すべき事項について、口頭、ファクシミリ、電子メールなどの署名または押印が不要

な手段により互いに知らせることをいう。 

  なお、後日書面による連絡内容の伝達は不要とする。 

22．納品とは、受注者が監督職員に工事完成時に成果品を納めることをいう。 

23．電子納品とは、電子成果品を納品することをいう。 

24．情報共有システムとは、監督職員及び受注者の間の情報を電子的に交換・共有することにより業

務効率化を実現するシステムのことをいう。 

なお、本システムを用いて作成及び提出等を行った工事帳票については、別途紙に出力して提出

しないものとする。 

25．書面とは、手書き、印刷物等による工事打合せ簿等の工事帳票をいい、発行年月日を記載し、署

名または押印したものを有効とする。ただし、情報共有システムを用いて作成され、指示、承諾、

協議、提出、報告、通知が行われた工事帳票については、署名または押印がなくても有効とする。 

７．共通仕様書とは、各建設作業の順序、使用材料の品質、数量、仕上げの程度、施工方法等工事を

施工するうえで必要な技術的要求、工事内容を説明したもののうち、あらかじめ定型的な内容を盛

り込み作成したものをいう。 

８．特記仕様書とは、共通仕様書を補足し、工事の施工に関する明細または工事に固有の技術的要求

を定める図書をいう。 

９．契約図面とは、契約時に設計図書の一部として、契約書に添付されている図面をいう。 

10．現場説明書とは、工事の入札に参加するものに対して発注者が当該工事の契約条件等を説明する

ための書類をいう。 

11．質問回答書とは、質問受付時に入札参加者が提出した契約条件等に関する質問に対して発注者が

回答する書面をいう。 

12．図面とは、入札に際して発注者が示した設計図、発注者から変更または追加された設計図、工事

完成図等をいう。なお、設計図書に基づき監督職員が受注者に指示した図面及び受注者が提出し、

監督職員が書面により承諾した図面を含むものとする。 

13．工事数量総括表（金抜設計書）とは、工事施工に関する工種、設計数量及び規格を示した書類を

いう。 

14．指示とは、契約図書の定めに基づき、監督職員が受注者に対し、工事の施工上必要な事項につい

て書面より示し、実施させることをいう。 

15．承諾とは、契約図書で明示した事項について、発注者若しくは監督職員または受注者が書面によ

り同意することをいう。 

16．協議とは、書面により契約図書の協議事項について、発注者または監督職員と受注者が対等の立

場で合議し、結論を得ることをいう。 

17．提出とは、監督職員が受注者に対し、または受注者が監督職員に対し工事に係わる書面またはそ

の他の資料を説明し、差し出すことをいう。 

18．提示とは、監督職員が受注者に対し、または受注者が監督職員または検査員に対し工事に係わる

書面またはその他の資料を示し、説明することをいう。 

19．報告とは、受注者が監督職員に対し、工事の状況または結果について書面により知らせることを

いう。 

20．通知とは、発注者または監督職員と受注者または現場代理人の間で、工事の施工に関する事項に

ついて、書面により互いに知らせることをいう。 

21．連絡とは、監督職員と受注者または現場代理人の間で、契約約款第 18 条に該当しない事項また

は緊急で伝達すべき事項について、口頭、ファクシミリ、電子メールなどにより互いに知らせるこ

とをいう。 

22．納品とは、受注者が監督職員に工事完成時に成果品を納めることをいう。 

23．電子納品とは、電子成果品を納品することをいう。 

24．情報共有システムとは、監督職員及び受注者の間の情報を電子的に交換・共有することにより業

務効率化を実現するシステムのことをいう。 

なお、本システムを用いて作成及び提出等を行った工事帳票については、別途紙に出力して提出

しないものとする。 

25．書面とは、手書き、印刷物、情報共有システムを用いて作成された工事打合せ簿等の工事帳票を

いい、発行年月日を記載し、記名（署名または押印を含む）したものを有効とする。 
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26．工事写真とは、工事着手前及び工事完成、また、施工管理の手段として各工事の施工段階及び工

事完成後目視できない箇所の施工状況、出来形寸法、品質管理状況、工事中の災害写真等を写真管

理基準に基づき撮影したものをいう。 

  なお、デジタル工事写真の小黒板情報電子化を行う場合は、「デジタル工事写真の小黒板情報電

子化について」（平成29年1月30日付け国技建管第10号）に基づき実施しなければならない。 

27．工事帳票とは、施工計画書、工事打合せ簿、品質管理資料、出来形管理資料等の定型様式の資

料、及び工事打合せ簿等に添付して提出される非定型の資料をいう。 

28．工事書類とは、工事写真及び工事帳票をいう。 

29． 契約関係書類とは、契約約款第 9 条第 5 項の定めにより監督職員を経由して受注者から発注者

へ、または受注者へ提出される書類をいう。 

30．工事管理台帳とは、設計図書に従って工事目的物の完成状態を記録した台帳をいう。工事管理台

帳は、工事目的物の諸元をとりまとめた施設管理台帳と工事目的物の品質記録をとりまとめた品質

記録台帳をいう。 

31．工事完成図書とは、工事完成時に納品する成果品をいう。 

32．電子成果品とは、電子的手段によって発注者に納品する成果品となる電子データをいう。 

33．工事関係書類とは、契約図書、契約関係書類、工事書類、及び工事完成図書をいう。 

34．確認とは、契約図書に示された事項について、臨場もしくは関係資料により、その内容について

契約図書との適合を確かめることをいう。 

35．立会とは、契約図書に示された項目について、監督職員が臨場により、その内容について契約図

書との適合を確かめることをいう。 

36．段階確認とは、設計図書に示された施工段階、監督職員の指示した施工途中の段階において、監

督職員が臨場等により、出来形、品質、規格、数値等を確認することをいう。 

37．工事検査とは、検査員が契約約款第 31 条、第 38 条、第 39 条に基づいて給付の完了の確認を行

うことをいう。 

38．検査員とは、契約約款第 31 条第２項、第 38 条第３項の規定に基づき、工事検査を行うために発

注者が定めたものをいう。 

39．同等以上の品質とは、特記仕様書で指定する品質または特記仕様書に指定がない場合、監督職員

が承諾する試験機関の品質確認を得た品質または、監督職員の承諾した品質をいう。なお、試験機

関において品質の確認を確かめるために必要となる費用は、受注者の負担とする。 

40．工期とは、契約図書に明示した工事を実施するために要する準備及び後片付け期間を含めた始期

日から終期日までの期間をいう。 

41．工事開始日とは、工期の始期日または設計図書において規定する始期日をいう。 

42．工事着手とは、工事開始日以降の実際の工事のための準備工事（現場事務所等の設置または測量

をいう。）、詳細設計付工事における詳細設計または工場製作を含む工事における工場製作工のい

ずれかに着手することをいう。 

43．工事とは、本体工事及び仮設工事、またはそれらの一部をいう。 

44．本体工事とは、設計図書に従って、工事目的物を施工するための工事をいう。 

45．仮設工事とは、各種の仮工事であって、工事の施工及び完成に必要とされるものをいう。 

46．工事区域とは、工事用地、その他設計図書で定める土地または水面の区域をいう。 

47．現場とは、工事を施工する場所及び工事の施工に必要な場所及び設計図書で明確に指定される場

所をいう。 

48．ＳＩとは、国際単位系をいう。 

26．工事写真とは、工事着手前及び工事完成、また、施工管理の手段として各工事の施工段階及び工

事完成後目視できない箇所の施工状況、出来形寸法、品質管理状況、工事中の災害写真等を写真管

理基準に基づき撮影したものをいう。 

  なお、デジタル工事写真の小黒板情報電子化を行う場合は、「デジタル工事写真の小黒板情報電

子化について」（平成29年1月30日付け国技建管第10号）に基づき実施しなければならない。 

27．工事帳票とは、施工計画書、工事打合せ簿、品質管理資料、出来形管理資料等の定型様式の資

料、及び工事打合せ簿等に添付して提出される非定型の資料をいう。 

28．工事書類とは、工事写真及び工事帳票をいう。 

29． 契約関係書類とは、契約約款第 9 条第 5 項の定めにより監督職員を経由して受注者から発注者

へ、または受注者へ提出される書類をいう。 

30．工事管理台帳とは、設計図書に従って工事目的物の完成状態を記録した台帳をいう。工事管理台

帳は、工事目的物の諸元をとりまとめた施設管理台帳と工事目的物の品質記録をとりまとめた品質

記録台帳をいう。 

31．工事完成図書とは、工事完成時に納品する成果品をいう。 

32．電子成果品とは、電子的手段によって発注者に納品する成果品となる電子データをいう。 

33．工事関係書類とは、契約図書、契約関係書類、工事書類、及び工事完成図書をいう。 

34．確認とは、契約図書に示された事項について、臨場もしくは関係資料により、その内容について

契約図書との適合を確かめることをいう。 

35．立会とは、契約図書に示された項目について、監督職員が臨場により、その内容について契約図

書との適合を確かめることをいう。 

36．段階確認とは、設計図書に示された施工段階、監督職員の指示した施工途中の段階において、監

督職員が臨場等により、出来形、品質、規格、数値等を確認することをいう。 

37．工事検査とは、検査員が契約約款第 31 条、第 38 条、第 39 条に基づいて給付の完了の確認を行

うことをいう。 

38．検査員とは、契約約款第 31 条第２項、第 38 条第３項の規定に基づき、工事検査を行うために発

注者が定めたものをいう。 

39．同等以上の品質とは、特記仕様書で指定する品質または特記仕様書に指定がない場合、監督職員

が承諾する試験機関の品質確認を得た品質または、監督職員の承諾した品質をいう。なお、試験機

関において品質の確認を確かめるために必要となる費用は、受注者の負担とする。 

40．工期とは、契約図書に明示した工事を実施するために要する準備及び後片付け期間を含めた始期

日から終期日までの期間をいう。 

41．工事開始日とは、工期の始期日または設計図書において規定する始期日をいう。 

42．工事着手とは、工事開始日以降の実際の工事のための準備工事（現場事務所等の設置または測量

をいう。）、詳細設計付工事における詳細設計または工場製作を含む工事における工場製作工のい

ずれかに着手することをいう。 

43．準備期間とは、工事開始日から本体工事または仮設工事の着手までの期間をいう。 

44．工事とは、本体工事及び仮設工事、またはそれらの一部をいう。 

45．本体工事とは、設計図書に従って、工事目的物を施工するための工事をいう。 

46．仮設工事とは、各種の仮工事であって、工事の施工及び完成に必要とされるものをいう。 

47．工事区域とは、工事用地、その他設計図書で定める土地または水面の区域をいう。 

48．現場とは、工事を施工する場所及び工事の施工に必要な場所及び設計図書で明確に指定される場

所をいう。 
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49．現場発生品とは、工事の施工により現場において副次的に生じたもので、その所有権は発注者に

帰属する。 

50．JIS 規格とは、日本工業規格をいう。 

51．JWWA 規格とは、日本水道協会規格をいう。 

52．JSWAS 規格とは、日本下水道協会規格をいう。 

53．WSP 規格とは、日本水道鋼管協会規格をいう。 

54．JDPA 規格とは、日本ダクタイル鉄管協会規格をいう。 

 

１－１－３ 設計図書の照査等 

１．受注者からの要求があり、監督職員が必要と認めた場合、受注者に図面の原図を貸与することが

できる。ただし、共通仕様書等、市販・公開されているものについては、受注者が備えなければな

らない。 

２．受注者は、施工前及び施工途中において、自らの負担により契約約款第 18 条第１項第１号から

第５号に係わる設計図書の照査を行い、該当する事実がある場合は、監督職員にその事実が確認で

きる資料を書面により提出し、確認を求めなければならない。なお、確認できる資料とは、現地地

形図、設計図との対比図、取合い図、施工図等を含むものとする。また、受注者は、監督職員から

更に詳細な説明または資料の追加の要求があった場合は従わなければならない。 

ただし、設計図書の照査範囲を超える資料の作成については、契約書第19条によるものとし、監

督職員からの指示によるものとする。 

３．受注者は、契約の目的のために必要とする以外は、契約図書、及びその他の図書を監督職員の承

諾なくして第三者に使用させ、または伝達してはならない。 

 

１－１－４ 工程表 

受注者は、契約約款第３条に規定する工程表を作成し、監督職員を経由して発注者に提出しなけれ

ばならない。 

 

１－１－５ 施工計画書 

１．受注者は、工事着手前に工事目的物を完成するために必要な手順や工法等についての施工計画書

を監督職員に提出しなければならない。 

受注者は、施工計画書を遵守し工事の施工にあたらなければならない。この場合、受注者は、施

工計画書に以下の事項について記載しなければならない。また、監督職員がその他の項目について

補足を求めた場合には、追記するものとする。 

（１）工事概要 

（２）計画工程表 

（３）現場組織表 

（４）指定機械 

（５）主要船舶・機械 

（６）主要資材 

（７）施工方法（主要機械、仮設備計画、工事用地等を含む） 

（８）施工管理計画 

（９）安全管理 

（10）緊急時の体制及び対応 

49．ＳＩとは、国際単位系をいう。 

50．現場発生品とは、工事の施工により現場において副次的に生じたもので、その所有権は発注者に

帰属する。 

51．JIS 規格とは、日本産業規格をいう。 

52．JWWA 規格とは、日本水道協会規格をいう。 

53．JSWAS 規格とは、日本下水道協会規格をいう。 

54．WSP 規格とは、日本水道鋼管協会規格をいう。 

55．JDPA 規格とは、日本ダクタイル鉄管協会規格をいう。 

 

１－１－３ 設計図書の照査等 

１．受注者からの要求があり、監督職員が必要と認めた場合、受注者に図面の原図を貸与することが

できる。ただし、共通仕様書等、市販・公開されているものについては、受注者が備えなければな

らない。 

２．受注者は、施工前及び施工途中において、自らの負担により契約約款第 18 条第１項第１号から

第５号に係わる設計図書の照査を行い、該当する事実がある場合は、監督職員にその事実が確認で

きる資料を書面により提出し、確認を求めなければならない。なお、確認できる資料とは、現地地

形図、設計図との対比図、取合い図、施工図等を含むものとする。また、受注者は、監督職員から

更に詳細な説明または資料の追加の要求があった場合は従わなければならない。 

ただし、設計図書の照査範囲を超える資料の作成については、契約書第19条によるものとし、監

督職員からの指示によるものとする。 

３．受注者は、契約の目的のために必要とする以外は、契約図書、及びその他の図書を監督職員の承

諾なくして第三者に使用させ、または伝達してはならない。 

 

１－１－４ 工程表 

受注者は、契約約款第３条に規定する工程表を作成し、監督職員を経由して発注者に提出しなけれ

ばならない。 

 

１－１－５ 施工計画書 

１．受注者は、工事着手前又は施工方法が確定した時期に工事目的物を完成するために必要な手順や

工法等についての施工計画書を監督職員に提出しなければならない。 

受注者は、施工計画書を遵守し工事の施工にあたらなければならない。この場合、受注者は、施

工計画書に以下の事項について記載しなければならない。また、監督職員がその他の項目について

補足を求めた場合には、追記するものとする。 

（１）工事概要 

（２）計画工程表 

（３）現場組織表 

（４）指定機械 

（５）主要船舶・機械 

（６）主要資材 

（７）施工方法（主要機械、仮設備計画、工事用地等を含む） 

（８）施工管理計画 

（９）安全管理 
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１－１－９ 工事用地等の使用 

１．受注者は、発注者から使用承認あるいは提供を受けた工事用地等は、善良なる管理者の注意をも

って維持・管理するものとする。 

２．設計図書において受注者が確保するものとされる用地及び工事の施工上受注者が必要とする用地

については、自ら準備し、確保するものとする。この場合において、工事の施工上受注者が必要と

する用地とは、営繕用地（受注者の現場事務所、宿舎、駐車場）及び型枠または鉄筋作業場等専ら

受注者が使用する用地並びに構造物掘削等に伴う借地等をいう。 

３．受注者は、工事の施工上必要な土地等を第三者から借用または買収したときは、その土地等の所

有者との間の契約を遵守し、その土地等の使用による苦情または紛争が生じないように努めなけれ

ばならない。 

４．受注者は、第１項に規定した工事用地等の使用終了後は、設計図書の定めまたは監督職員の指示

に従い復旧の上、速やかに発注者に返還しなければならない。工事の完成前に発注者が返還を要求

した場合も速やかに発注者に返還しなければならない。 

５．発注者は、第１項に規定した工事用地等について受注者が復旧の義務を履行しないときは受注者

の費用負担において自ら復旧することができるものとし、その費用は受注者に支払うべき請負代金

額から控除するものとする。この場合において、受注者は、復旧に要した費用に関して発注者に異

議を申し立てることができない。 

６．受注者は、提供を受けた用地を工事用仮設物等の用地以外の目的に使用してはならない。 

 

１－１－10 工事着手 

受注者は、特記仕様書に工事に着手すべき期日について定めがある場合には、その期日までに工事

着手しなければならない。 

 

１－１－11 工事の下請負 

受注者は、下請負に付する場合には、以下の各号に掲げる要件をすべて満たさなければならない。 

（１）受注者が、工事の施工につき総合的に企画、指導及び調整するものであること。 

（２）下請負者が福岡市水道局の工事指名競争参加資格者である場合には、指名停止期間中でない

こと。 

（３）下請負者は、当該下請負工事の施工能力を有すること。なお、下請契約を締結するときは、

下請負に使用される技術者、技能労働者等の賃金、労働時間その他の労働条件、安全衛生その

他の労働環境が適正に整備されるよう、市場における労務の取引価格、保険料等を的確に反映

した適正な額の請負代金及び適正な工期等を定める下請契約を締結しなければならない。 

 

１－１－12 施工体制台帳 

１．受注者は、工事を施工するために下請負契約を締結した場合、施工体制台帳を作成し、工事現場

に備えるとともに、その写しを監督職員に提出しなければならない。 

２．第１項の受注者は、国土交通省令に従って、各下請負者の施工の分担関係を表示した施工体系図

を作成し、公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律に従って、工事関係者が見やすい

場所及び公衆が見やすい場所に掲げるとともに監督職員に提出される施工体制台帳に添付しなけれ

ばならない。 

 

 

１－１－９ 工事用地等の使用 

１．受注者は、発注者から使用承認あるいは提供を受けた工事用地等は、善良なる管理者の注意をも

って維持・管理するものとする。 

２．設計図書において受注者が確保するものとされる用地及び工事の施工上受注者が必要とする用地

については、自ら準備し、確保するものとする。この場合において、工事の施工上受注者が必要と

する用地とは、営繕用地（受注者の現場事務所、宿舎、駐車場）及び型枠または鉄筋作業場等専ら

受注者が使用する用地並びに構造物掘削等に伴う借地等をいう。 

３．受注者は、工事の施工上必要な土地等を第三者から借用または買収したときは、その土地等の所

有者との間の契約を遵守し、その土地等の使用による苦情または紛争が生じないように努めなけれ

ばならない。 

４．受注者は、第１項に規定した工事用地等の使用終了後は、設計図書の定めまたは監督職員の指示

に従い復旧の上、速やかに発注者に返還しなければならない。工事の完成前に発注者が返還を要求

した場合も速やかに発注者に返還しなければならない。 

５．発注者は、第１項に規定した工事用地等について受注者が復旧の義務を履行しないときは受注者

の費用負担において自ら復旧することができるものとし、その費用は受注者に支払うべき請負代金

額から控除するものとする。この場合において、受注者は、復旧に要した費用に関して発注者に異

議を申し立てることができない。 

６．受注者は、提供を受けた用地を工事用仮設物等の用地以外の目的に使用してはならない。 

 

１－１－10 工事の着手 

受注者は、特記仕様書に定めのある場合を除き、特別の事情がない限り、工事開始日から工事着手

までの期間は、最低30日を必要日数として、工事着手しなければならない。 

 

１－１－11 工事の下請負 

受注者は、下請負に付する場合には、以下の各号に掲げる要件をすべて満たさなければならない。 

（１）受注者が、工事の施工につき総合的に企画、指導及び調整するものであること。 

（２）下請負者が福岡市水道局の工事指名競争参加資格者である場合には、指名停止期間中でない

こと。 

（３）下請負者は、当該下請負工事の施工能力を有すること。なお、下請契約を締結するときは、

適正な額の請負代金での下請契約の締結に努めなければならない。 

 

１－１－12 施工体制台帳 

１．受注者は、工事を施工するために下請負契約を締結した場合、国土交通省令及び「施工体制台帳

に係る書類の提出について」（平成 27 年 3 月 30 日付け国官技第 325 号、国営整第 292 号、平成

27 年 3 月 27 日付け国港技第 123 号、平成 27 年 3 月 16 日付け国空安保第 763 号、国空交企第 643

号）に従って記載した施工体制台帳を作成し、工事現場に備えるとともに、その写しを監督職員に

提出しなければならない。 

２．第１項の受注者は、国土交通省令に従って、各下請負者の施工の分担関係を表示した施工体系図

を作成し、公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律に従って、工事関係者が見やすい

場所及び公衆が見やすい場所に掲げるとともに監督職員に提出される施工体制台帳に添付しなけれ

ばならない。 
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３．第１項の受注者は、監理技術者、主任技術者（下請負者を含む）及び第１項の受注者の専門技術

者（専任している場合のみ）に、工事現場内において、工事名、工期、顔写真、所属会社名及び社

印の入った名札等を着用させなければならない。名札は図１－１を標準とする。 

 

[注1] 用紙の大きさは名刺サイズ以上とする。 

[注2] 所属会社の社印とする。 

図 1-1 名札の標準図 

 

４．第１項の受注者は、施工体制台帳及び施工体系図に変更が生じた場合は、その都度速やかに監督

職員に提出しなければならない。 

 

１－１－13 受注者相互の協力 

受注者は、契約約款第２条の規定に基づき隣接工事または関連工事の請負業者と相互に協力し、施

工しなければならない。 

また、関連のある電力、通信、ガス、下水道施設等の工事及び他の公共発注機関等が施工する関連

工事が同時に施工される場合にも、これら関係者と相互に協力しなければならない。 

 

１－１－14 調査・試験に対する協力 

１．受注者は、発注者が自らまたは発注者が指定する第三者が行う調査及び試験に対して、監督職員

の指示によりこれに協力しなければならない。この場合、発注者は、具体的な内容等を事前に受注

者に通知するものとする。 

２．受注者は、当該工事が発注者の実施する公共事業労務費調査の対象工事となった場合には、以下

の各号に掲げる協力をしなければならない。また、工期経過後においても同様とする。 

（１）調査票等に必要事項を正確に記入し、発注者に提出する等必要な協力をしなければならな

い。 

（２）調査票等を提出した事業所を発注者が、事後に訪問して行う調査・指導の対象になった場合

には、その実施に協力しなければならない。 

（３）正確な調査票等の提出が行えるよう、労働基準法等に従い就業規則を作成すると共に賃金台

帳を調製・保存する等、日頃より使用している現場労働者の賃金時間管理を適切に行なわなけ

ればならない。 

（４）対象工事の一部について下請契約を締結する場合には、当該下請負工事の受注者（当該下請

工事の一部に係る二次以降の下請負人を含む。）が前号と同様の義務を負う旨を定めなければ

ならない。 

３．受注者は、当該工事が発注者の実施する諸経費動向調査の対象工事となった場合には、調査等の

３．第１項の受注者は、監理技術者、監理技術者補佐、主任技術者（下請負者を含む）及び第１項の

受注者の専門技術者（専任している場合のみ）に、工事現場内において、工事名、工期、顔写真、

所属会社名及び社印の入った名札等を着用させなければならない。名札は図１－１を標準とする。

（監理技術者補佐は、建設業法第 26 条第３項ただし書きに規定する者をいう。） 

 

[注1] 用紙の大きさは名刺サイズ以上とする。 

[注2] 所属会社の社印とする。 

図 1-1 名札の標準図 

 

４．第１項の受注者は、施工体制台帳及び施工体系図に変更が生じた場合は、その都度速やかに監督

職員に提出しなければならない。 

 

１－１－13 受発注者間の情報共有 

受発注者間の設計思想の伝達及び情報共有を図るため、設計者、受注者、発注者が一堂に会する会

議を施工者が設計図書の照査を実施した後及びその他必要に応じて開催するものとする。なお、開催

の詳細については、特記仕様書の定めによるものとする。 

 

１－１－14 受注者相互の協力 

受注者は、契約約款第２条の規定に基づき隣接工事または関連工事の請負業者と相互に協力し、施

工しなければならない。 

また、関連のある電力、通信、ガス、下水道施設等の工事及び他の公共発注機関等が施工する関連

工事が同時に施工される場合にも、これら関係者と相互に協力しなければならない。 

 

１－１－15 調査・試験に対する協力 

１．受注者は、発注者が自らまたは発注者が指定する第三者が行う調査及び試験に対して、監督職員

の指示によりこれに協力しなければならない。この場合、発注者は、具体的な内容等を事前に受注

者に通知するものとする。 

２．受注者は、当該工事が発注者の実施する公共事業労務費調査の対象工事となった場合には、以下

の各号に掲げる協力をしなければならない。また、工期経過後においても同様とする。 

（１）調査票等に必要事項を正確に記入し、発注者に提出する等必要な協力をしなければならな

い。 

（２）調査票等を提出した事業所を発注者が、事後に訪問して行う調査・指導の対象になった場合

には、その実施に協力しなければならない。 

（３）正確な調査票等の提出が行えるよう、労働基準法等に従い就業規則を作成すると共に賃金台

帳を調製・保存する等、日頃より使用している現場労働者の賃金時間管理を適切に行なわなけ
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４．受注者は、当該工事が発注者の実施する施工合理化調査等の対象工事となった場合には、調査等

の必要な協力をしなければならない。また､工期経過後においても同様とする。 

５．受注者は、工事現場において独自の調査・試験等を行う場合、具体的な内容を事前に監督職員に

説明し、承諾を得なければならない。 

また、受注者は、調査・試験等の成果を公表する場合、事前に発注者に説明し、承諾を得なけれ

ばならない。 

 

１－１－15 工事の一時中止 

１．発注者は、契約約款第 20 条の規定に基づき、以下の各号に該当する場合においては、あらかじ

め受注者に対して通知した上で、必要とする期間、工事の全部または一部の施工について一時中止

をさせることができる。 

なお、暴風、豪雨、洪水、高潮、地震、地すべり、落盤、火災、騒乱、暴動その他自然的または

人為的な事象による工事の中断については、１－１－47 臨機の措置により、受注者は、適切に対

応しなければならない。 

（１）埋蔵文化財の調査、発掘の遅延及び埋蔵文化財が新たに発見され、工事の続行が不適当また

は不可能となった場合 

（２）関連する他の工事の進捗が遅れたため工事の続行を不適当と認めた場合 

（３）工事着手後、環境問題等の発生により工事の続行が不適当または不可能となった場合 

２．発注者は、受注者が契約図書に違反または監督職員の指示に従わない場合等、監督職員が必要と

認めた場合には、工事の中止内容を受注者に通知し、工事の全部または一部の施工について一時中

止させることができるものとする。 

３．前１項及び２項の場合において、受注者は施工を一時中止する場合は、中止期間中の維持・管理

に関する基本計画書を監督職員を通じて発注者に提出し、承諾を得るものとする。また、受注者は

工事の再開に備え工事現場を保全しなければならない。 

 

１－１－16 設計図書の変更 

設計図書の変更とは、入札に際して発注者が示した設計図書を、発注者が指示した内容及び設計変

更の対象となることを認めた協議内容に基づき、発注者が修正することをいう。 

 

１－１－17 工期変更 

１．契約約款第 15 条第７項、第 17 条第１項、第 18 条第５項、第 19 条、第 20 条第３項、第 21 条及

び第 42 条第２項の規定に基づく工期の変更について、契約約款第 23 条の工期変更協議の対象であ

るか否かを監督職員と受注者との間で確認する（本条において以下「事前協議」という。）ものと

し、監督職員はその結果を受注者に通知するものとする。 

２．受注者は、契約約款第 18 条第５項及び第 19 条に基づき設計図書の変更または訂正が行われた場

合、第１項に示す事前協議において工期変更協議の対象であると確認された事項について、必要と

する変更日数の算出根拠、変更工程表その他必要な資料を添付の上、契約約款第 23 条第２項に定め

る協議開始の日までに工期変更に関して監督職員と協議しなければならない。 

３．受注者は、契約約款第 20 条に基づく工事の全部もしくは一部の施工が一時中止となった場合、第

１項に示す事前協議において工期変更協議の対象であると確認された事項について、必要とする変

更日数の算出根拠、変更工程表その他必要な資料を添付の上、契約約款第 23 条第２項に定める協議

開始の日までに工期変更に関して監督職員と協議しなければならない。 

（４）対象工事の一部について下請契約を締結する場合には、当該下請負工事の受注者（当該下請

工事の一部に係る二次以降の下請負人を含む。）が前号と同様の義務を負う旨を定めなければ

ならない。 

３．受注者は、当該工事が発注者の実施する諸経費動向調査の対象工事となった場合には、調査等の

必要な協力をしなければならない。また、工期経過後においても同様とする。 

４．受注者は、当該工事が発注者の実施する施工合理化調査等の対象工事となった場合には、調査等

の必要な協力をしなければならない。また､工期経過後においても同様とする。 

５．受注者は、工事現場において独自の調査・試験等を行う場合、具体的な内容を事前に監督職員に

説明し、承諾を得なければならない。 

また、受注者は、調査・試験等の成果を公表する場合、事前に発注者に説明し、承諾を得なけれ

ばならない。 

 

１－１－16 工事の一時中止 

１．発注者は、契約約款第 20 条の規定に基づき、以下の各号に該当する場合においては、あらかじ

め受注者に対して通知した上で、必要とする期間、工事の全部または一部の施工について一時中止

をさせることができる。 

なお、暴風、豪雨、洪水、高潮、地震、地すべり、落盤、火災、騒乱、暴動その他自然的または

人為的な事象による工事の中断については、１－１－48 臨機の措置により、受注者は、適切に対

応しなければならない。 

（１）埋蔵文化財の調査、発掘の遅延及び埋蔵文化財が新たに発見され、工事の続行が不適当また

は不可能となった場合 

（２）関連する他の工事の進捗が遅れたため工事の続行を不適当と認めた場合 

（３）工事着手後、環境問題等の発生により工事の続行が不適当または不可能となった場合 

２．発注者は、受注者が契約図書に違反または監督職員の指示に従わない場合等、監督職員が必要と

認めた場合には、工事の中止内容を受注者に通知し、工事の全部または一部の施工について一時中

止させることができるものとする。 

３．前１項及び２項の場合において、受注者は施工を一時中止する場合は、中止期間中の維持・管理

に関する基本計画書を監督職員を通じて発注者に提出し、承諾を得るものとする。また、受注者は

工事の再開に備え工事現場を保全しなければならない。 

 

１－１－17 設計図書の変更 

設計図書の変更とは、入札に際して発注者が示した設計図書を、発注者が指示した内容及び設計変

更の対象となることを認めた協議内容に基づき、発注者が修正することをいう。 

 

１－１－18 工期変更 

１．契約約款第 15 条第７項、第 17 条第１項、第 18 条第５項、第 19 条、第 20 条第３項、第 21 条及

び第 42 条第２項の規定に基づく工期の変更について、契約約款第 23 条の工期変更協議の対象であ

るか否かを監督職員と受注者との間で確認する（本条において以下「事前協議」という。）ものと

し、監督職員はその結果を受注者に通知するものとする。 

２．受注者は、契約約款第 18 条第５項及び第 19 条に基づき設計図書の変更または訂正が行われた場

合、第１項に示す事前協議において工期変更協議の対象であると確認された事項について、必要と

する変更日数の算出根拠、変更工程表その他必要な資料を添付の上、契約約款第 23 条第２項に定め

る協議開始の日までに工期変更に関して監督職員と協議しなければならない。 
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４．受注者は、契約約款第 21 条に基づき工期の延長を求める場合、第１項に示す事前協議において工

期変更協議の対象であると確認された事項について、必要とする延長日数の算出根拠、変更工程表

その他必要な資料を添付の上、契約約款第 23 条第２項に定める協議開始の日までに工期変更に関

して監督職員と協議しなければならない。 

５．受注者は、契約約款第 22 条第１項に基づき工期の短縮を求められた場合、可能な短縮日数の算出

根拠、変更工程表その他必要な資料を添付し、契約約款第 23 条第 2 項に定める協議開始の日まで

に工期変更に関して監督職員と協議しなければならない。 

 

１－１－18 支給材料及び貸与品 

１．受注者は、支給材料及び貸与品を契約約款第 15 条第 8 項の規定に基づき善良な管理者の注意を

もって管理しなければならない。 

２．受注者は、支給材料及び貸与品の受払状況を記録した帳簿を備え付け、常にその残高を明らかに

しておかなければならない。 

３．受注者は、工事完成時（完成前にあっても工事工程上、支給材料の精算が可能な場合は、その時

点。）に支給品清算書及び支給材料清算書を監督職員を通じて発注者に提出しなければならない。 

４．契約約款第 15 条第１項に規定する「引渡場所」は、設計図書または監督職員の指示によるものと

する。 

５．受注者は、契約約款第 15 条第９項「不用となった支給材料または貸与品」の規定に基づき返還す

る場合、監督職員の指示に従うものとする。なお、受注者は、返還が完了するまで材料の損失に対

する責任を免れることはできないものとする。 

６．受注者は、支給材料及び貸与物件の修理等を行う場合、事前に監督職員の承諾を得なければなら

ない。 

７．受注者は、支給材料及び貸与物件を他の工事に流用してはならない。 

８．支給材料及び貸与物件の所有権は、受注者が管理する場合でも発注者に属するものとする。 

 

１－１－19 工事現場発生品 

１．受注者は、設計図書に定められた現場発生品について、設計図書または監督職員の指示する場所

で監督職員に引き渡すとともに、あわせて現場発生品調書を作成し、監督職員を通じて発注者に提

出しなければならない。 

２．受注者は、第１項以外のものが発生した場合、監督職員に連絡し、監督職員が引き渡しを指示し

たものについては、監督職員の指示する場所で監督職員に引き渡すとともに、あわせて現場発生品

調書を作成し、監督職員を通じて発注者に提出しなければならない。 

 

１－１－20 建設副産物 

１．受注者は、掘削により発生した石、砂利、砂その他の材料を工事に用いる場合、設計図書による

ものとするが、設計図書に明示がない場合には、本体工事または設計図書に指定された仮設工事に

あっては、監督職員と協議するものとし、設計図書に明示がない任意の仮設工事にあたっては、監

督職員の承諾を得なければならない。 

２．受注者は、建設廃棄物の収集運搬及び処分について、受注者自ら行うものとする。やむを得ず委

託して処理するときは、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」に基づく産業廃棄物処理業の許可

を有するもののなかから、許可の範囲及び取り扱える廃棄物の種類等を確認して、適格者に委託し

なければならない。 

３．受注者は、契約約款第 20 条に基づく工事の全部もしくは一部の施工が一時中止となった場合、第

１項に示す事前協議において工期変更協議の対象であると確認された事項について、必要とする変

更日数の算出根拠、変更工程表その他必要な資料を添付の上、契約約款第 23 条第２項に定める協議

開始の日までに工期変更に関して監督職員と協議しなければならない。 

４．受注者は、契約約款第 21 条に基づき工期の延長を求める場合、第１項に示す事前協議において工

期変更協議の対象であると確認された事項について、必要とする延長日数の算出根拠、変更工程表

その他必要な資料を添付の上、契約約款第 23 条第２項に定める協議開始の日までに工期変更に関

して監督職員と協議しなければならない。 

５．受注者は、契約約款第 22 条第１項に基づき工期の短縮を求められた場合、可能な短縮日数の算出

根拠、変更工程表その他必要な資料を添付し、契約約款第 23 条第 2 項に定める協議開始の日まで

に工期変更に関して監督職員と協議しなければならない。 

 

１－１－19 支給材料及び貸与品 

１．受注者は、支給材料及び貸与品を契約約款第 15 条第 8 項の規定に基づき善良な管理者の注意を

もって管理しなければならない。 

２．受注者は、支給材料及び貸与品の受払状況を記録した帳簿を備え付け、常にその残高を明らかに

しておかなければならない。 

３．受注者は、工事完成時（完成前にあっても工事工程上、支給材料の精算が可能な場合は、その時

点。）に支給品清算書及び支給材料清算書を監督職員を通じて発注者に提出しなければならない。 

４．契約約款第 15 条第１項に規定する「引渡場所」は、設計図書または監督職員の指示によるものと

する。 

５．受注者は、契約約款第 15 条第９項「不用となった支給材料または貸与品」の規定に基づき返還す

る場合、監督職員の指示に従うものとする。なお、受注者は、返還が完了するまで材料の損失に対

する責任を免れることはできないものとする。 

６．受注者は、支給材料及び貸与物件の修理等を行う場合、事前に監督職員の承諾を得なければなら

ない。 

７．受注者は、支給材料及び貸与物件を他の工事に流用してはならない。 

８．支給材料及び貸与物件の所有権は、受注者が管理する場合でも発注者に属するものとする。 

 

１－１－20 工事現場発生品 

１．受注者は、設計図書に定められた現場発生品について、設計図書または監督職員の指示する場所

で監督職員に引き渡すとともに、あわせて現場発生品調書を作成し、監督職員を通じて発注者に提

出しなければならない。 

２．受注者は、第１項以外のものが発生した場合、監督職員に連絡し、監督職員が引き渡しを指示し

たものについては、監督職員の指示する場所で監督職員に引き渡すとともに、あわせて現場発生品

調書を作成し、監督職員を通じて発注者に提出しなければならない。 

 

１－１－21 建設副産物 

１．受注者は、掘削により発生した石、砂利、砂その他の材料を工事に用いる場合、設計図書による

ものとするが、設計図書に明示がない場合には、本体工事または設計図書に指定された仮設工事に

あっては、監督職員と協議するものとし、設計図書に明示がない任意の仮設工事にあたっては、監

督職員の承諾を得なければならない。 
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３．受注者は、産業廃棄物が搬出される工事にあたっては、産業廃棄物管理票（紙マニュフェスト）

または電子マニュフェストにより、適正に処理されていることを確かめるとともに監督職員に提示

しなければならない。 

４．受注者は、建設副産物適正処理推進要綱（国土交通事務次官通達、平成 14 年５月 30 日）、再生

資源の利用の促進について（建設大臣官房技術審議官通達､平成 3 年 10 月 25 日）（航空局飛行場部

建設課長通達、平成 4 年 1 月 24 日）、建設汚泥の再生利用に関するガイドライン（国土交通事務次

官通達、平成 18 年 6 月 12 日）を遵守して、建設副産物の適正な処理及び再生資源の活用を図らな

ければならない。 

５．受注者は、土砂、砕石または加熱アスファルト混合物を工事現場に搬入する場合には、再生資源

利用計画を作成し、施工計画書に含め監督職員に提出しなければならない。 

６．受注者は、建設発生土、コンクリート塊、アスファルト・コンクリート塊、建設発生木材、建設

汚泥または建設混合廃棄物を工事現場から搬出する場合には、再生資源利用促進計画を作成し、施

工計画書に含め監督職員に提出しなければならない。 

７．受注者は、処理場所及び処理業者の変更を生じる場合は、事前に監督職員に届け出て変更の承諾

を受けなければならない。 

８．受注者は、再生資源利用計画及び再生資源利用促進計画を作成した場合には、工事完了後速やか

に実施状況を記録した「再生資源利用実施書」及び「再生資源利用促進実施書」を発注者に提出し

なければならない。 

９．受注者は，コンクリート塊、アスファルト・コンクリート塊、建設発生木 材、建設汚泥または

建設混合廃棄物を搬入または搬出する場合には、施工計画作成時、工事完了時に必要な情報を建設

副産物情報交換システムに入力するものとする。なお、出力した調査票は「再生資源利用計画

書」、「再生資源利用促進計画書」、「再生資源利用実施書」及び「再生資源利用促進実施書」の

提出に代わるものとし，これによりがたい場合には、監督職員と協議しなければならない。 

10．建設発生土情報交換システム（適用除外） 

11．受注者は、建設発生土の処理にあたり、事前に「建設発生土受入承諾書」を監督職員に提出しな

ければならない。 

 

１－１－21 監督職員による確認及び立会等 

１．受注者は設計図書に従って監督職員の立会が必要な場合は、あらかじめ立会願を所定の様式によ

り監督職員に提出しなければならない。 

２．監督職員は、必要に応じ、工事現場または製作工場において立会し、または資料の提出を請求で

きるものとし、受注者はこれに協力しなければならない。 

３．受注者は、監督職員による確認及び立会に必要な準備、人員及び資機材等の提供並びに写真その

他資料の整備をしなければならない。 

なお、監督職員が製作工場において確認を行なう場合、受注者は監督業務に必要な設備等の備わ

った執務室を提供しなければならない。 

４．監督職員による確認及び立会の時間は、監督職員の勤務時間内とする。ただし、やむを得ない理

由があると監督職員が認めた場合はこの限りではない。 

５．受注者は、契約約款第９条第２項第３号、第 13 条第２項または第 14 条第１項もしくは同条第２

項の規定に基づき、監督職員の立会を受け、材料の確認を受けた場合にあっても、契約約款第 17 条

及び第 31 条に規定する義務を免れないものとする。 

６．段階確認は、以下に掲げる各号に基づいて行うものとする。 

２．受注者は、建設廃棄物の収集運搬及び処分について、受注者自ら行うものとする。やむを得ず委

託して処理するときは、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」に基づく産業廃棄物処理業の許可

を有するもののなかから、許可の範囲及び取り扱える廃棄物の種類等を確認して、適格者に委託し

なければならない。 

３．受注者は、産業廃棄物が搬出される工事にあたっては、産業廃棄物管理票（紙マニュフェスト）

または電子マニュフェストにより、適正に処理されていることを確かめるとともに監督職員に提示

しなければならない。 

４．受注者は、建設副産物適正処理推進要綱（国土交通事務次官通達、平成 14 年５月 30 日）、再生

資源の利用の促進について（建設大臣官房技術審議官通達､平成 3 年 10 月 25 日）（航空局飛行場部

建設課長通達、平成 4 年 1 月 24 日）、建設汚泥の再生利用に関するガイドライン（国土交通事務次

官通達、平成 18 年 6 月 12 日）を遵守して、建設副産物の適正な処理及び再生資源の活用を図らな

ければならない。 

５．受注者は、土砂、砕石または加熱アスファルト混合物を工事現場に搬入する場合には、再生資源

利用計画を作成し、施工計画書に含め監督職員に提出しなければならない。 

６．受注者は、建設発生土、コンクリート塊、アスファルト・コンクリート塊、建設発生木材、建設

汚泥または建設混合廃棄物を工事現場から搬出する場合には、再生資源利用促進計画を作成し、施

工計画書に含め監督職員に提出しなければならない。 

７．受注者は、処理場所及び処理業者の変更を生じる場合は、事前に監督職員に届け出て変更の承諾

を受けなければならない。 

８．受注者は、再生資源利用計画及び再生資源利用促進計画を作成した場合には、工事完了後速やか

に実施状況を記録した「再生資源利用実施書」及び「再生資源利用促進実施書」を発注者に提出し

なければならない。 

９．受注者は，コンクリート塊、アスファルト・コンクリート塊、建設発生木 材、建設汚泥または

建設混合廃棄物を搬入または搬出する場合には、施工計画作成時、工事完了時に必要な情報を建設

副産物情報交換システムに入力するものとする。なお、出力した調査票は「再生資源利用計画

書」、「再生資源利用促進計画書」、「再生資源利用実施書」及び「再生資源利用促進実施書」の

提出に代わるものとし，これによりがたい場合には、監督職員と協議しなければならない。 

10．建設発生土情報交換システム（適用除外） 

11．受注者は、建設発生土の処理にあたり、事前に「建設発生土受入承諾書」を監督職員に提出しな

ければならない。 

 

１－１－22 監督職員による確認及び立会等 

１．受注者は設計図書に従って監督職員の立会が必要な場合は、あらかじめ立会願を所定の様式によ

り監督職員に提出しなければならない。 

２．監督職員は、必要に応じ、工事現場または製作工場において立会し、または資料の提出を請求で

きるものとし、受注者はこれに協力しなければならない。 

３．受注者は、監督職員による確認及び立会に必要な準備、人員及び資機材等の提供並びに写真その

他資料の整備をしなければならない。 

なお、監督職員が製作工場において確認を行なう場合、受注者は監督業務に必要な設備等の備わ

った執務室を提供しなければならない。 

４．監督職員による確認及び立会の時間は、監督職員の勤務時間内とする。ただし、やむを得ない理

由があると監督職員が認めた場合はこの限りではない。 
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１－１－22 数量の算出及び完工図 

１．受注者は、出来形数量を算出するために出来形測量を実施しなければならない。 

２．受注者は、出来形測量の結果を基に設計図書に従って出来形数量を算出し、その結果を監督職員

からの請求があった場合は速やかに提示するとともに、工事完成時までに監督職員に提出しなけれ

ばならない。出来形測量の結果が、設計図書の寸法に対し、「水道工事施工管理基準」に定める規

格値を満たしていれば、出来形数量は設計数量とする。 

なお、設計数量とは、設計図書に示された数量及びそれを基に算出された数量をいう。 

３．受注者は、「完工図作成要領」に従って完工図を作成し、監督職員に提出しなければならない。 

 

１－１－23 工事完成検査 

１．受注者は、契約約款第 31 条の規定に基づき、完了届を監督職員に提出しなければならない。 

２．受注者は、完了届を監督職員に提出する際には、以下の各号に掲げる要件をすべて満たさなくて

はならない。 

（１）設計図書（追加、変更指示も含む。）に示されるすべての工事が完成していること。 

（２）契約約款第 17 条第１項の規定に基づき、監督職員の請求した改造が完了していること。 

（３）設計図書により義務付けられた工事記録写真、出来形管理資料、工事関係図等の資料の整備

がすべて完了していること。 

（４）契約変更を行う必要が生じた工事においては、最終変更契約を発注者と締結していること。 

３．発注者は、工事完成検査に先立って、監督職員を通じて受注者に対して検査日を通知するものと

する。 

４．検査員は、監督職員及び受注者の臨場の上、工事目的物を対象として契約図書と対比し、以下の

各号に掲げる検査を行うものとする。 

（１）工事の出来形について、形状、寸法、精度、数量、品質及び出来ばえ 

（２）工事管理状況に関する、書類、記録及び写真等 

５．検査員は、修補の必要があると認めた場合には、受注者に対して、期限を定めて修補の指示を行

うことができるものとする。 

６．検査員が修補の指示を出した場合において受注者は、修補を完了したときは、手直し完了報告書

を監督職員に提出しなければならない。 

７．検査員は、手直し完了報告書を受理したときは、監督職員及び受注者の臨場の上、再検査を行な

うものとする。なお、この場合において修補に要した期間は、遅延日数に算入しないものとする。 

８．修補の完了が確認された場合は、その指示の日から補修完了の確認の日までの期間は、契約約款

第 31 条第２項に規定する期間に含めないものとする。 

９．検査及び再検査における受注者の臨場については、現場代理人が代行できるものとする。 

10．受注者は、当該工事完成検査については、１－１－21 第３項の規定を準用する。 

 

１－１－24 既済部分検査等 

１．受注者は、契約約款第 38 条第２項の部分払の確認の請求を行った場合、または、契約約款第 39

条第１項の工事の完成の通知を行った場合は、既済部分に係わる検査を受けなければならない。 

２．受注者は、契約約款第 38 条に基づく部分払いの請求を行うときは、前項の検査を受ける前に工

事の出来高に関する資料を作成し、監督職員に提出しなければならない。 

３．検査員は、監督職員及び受注者の臨場の上、工事目的物を対象として工事の出来高に関する資料

と対比し、次の各号に掲げる検査を行うものとする。 

１－１－23 数量の算出及び完工図 

１．受注者は、出来形数量を算出するために出来形測量を実施しなければならない。 

２．受注者は、出来形測量の結果を基に設計図書に従って出来形数量を算出し、その結果を監督職員

からの請求があった場合は速やかに提示するとともに、工事完成時までに監督職員に提出しなけれ

ばならない。出来形測量の結果が、設計図書の寸法に対し、「水道工事施工管理基準」に定める規

格値を満たしていれば、出来形数量は設計数量とする。 

なお、設計数量とは、設計図書に示された数量及びそれを基に算出された数量をいう。 

３．受注者は、「完工図作成要領」に従って完工図を作成し、監督職員に提出しなければならない。 

 

１－１－24 工事完成検査 

１．受注者は、契約約款第 31 条の規定に基づき、完成通知書を監督職員に提出しなければならな

い。 

２．受注者は、完成通知書を監督職員に提出する際には、以下の各号に掲げる要件をすべて満たさな

くてはならない。 

（１）設計図書（追加、変更指示も含む。）に示されるすべての工事が完成していること。 

（２）契約約款第 17 条第１項の規定に基づき、監督職員の請求した改造が完了していること。 

（３）設計図書により義務付けられた工事記録写真、出来形管理資料、工事関係図等の資料の整備

がすべて完了していること。 

（４）契約変更を行う必要が生じた工事においては、最終変更契約を発注者と締結していること。 

３．発注者は、工事完成検査に先立って、監督職員を通じて受注者に対して検査日を通知するものと

する。 

４．検査員は、監督職員及び受注者の臨場の上、工事目的物を対象として契約図書と対比し、以下の

各号に掲げる検査を行うものとする。 

（１）工事の出来形について、形状、寸法、精度、数量、品質及び出来ばえ 

（２）工事管理状況に関する、書類、記録及び写真等 

５．検査員は、修補の必要があると認めた場合には、受注者に対して、期限を定めて修補の指示を行

うことができるものとする。 

６．検査員が修補の指示を出した場合において受注者は、修補を完了したときは、修補完了届を監督

職員に提出しなければならない。 

７．検査員は、修補完了届を受理したときは、監督職員及び受注者の臨場の上、再検査を行なうもの

とする。なお、この場合において修補に要した期間は、遅延日数に算入しないものとする。 

８．修補の完了が確認された場合は、その指示の日から補修完了の確認の日までの期間は、契約約款

第 31 条第２項に規定する期間に含めないものとする。 

９．検査及び再検査における受注者の臨場については、現場代理人が代行できるものとする。 

10．受注者は、当該工事完成検査については、１－１－21 第３項の規定を準用する。 

 

１－１－25 既済部分検査等 

１．受注者は、契約約款第 38 条第２項の部分払の確認の請求を行った場合、または、契約約款第 39

条第１項の工事の完成の通知を行った場合は、既済部分に係わる検査を受けなければならない。 

２．受注者は、契約約款第 38 条に基づく部分払いの請求を行うときは、前項の検査を受ける前に工

事の出来高に関する資料を作成し、監督職員に提出しなければならない。 

３．検査員は、監督職員及び受注者の臨場の上、工事目的物を対象として工事の出来高に関する資料



【改定後】【改定前】
水道工事共通仕様書 新旧対照表

12

（１）工事の出来形について、形状、寸法、精度、数量、品質及び出来ばえの検査を行う。 

（２）工事管理状況について、書類、記録及び写真等を参考にして検査を行う。 

４．受注者は、検査員の指示による修補については、１－１－23 第６～７項の規定に従うものとす

る。 

５．受注者は、当該既済部分検査については、１－１－23 第３項の規定を準用する。 

６．発注者は、既済部分検査に先立って、監督職員を通じて受注者に対して検査日を通知するものと

する。 

７．受注者は、契約約款第 34 条第２項に基づく中間前払金の請求を行うときは、認定を受ける前に

履行報告書を作成し、監督職員に提出しなければならない。 

 

１－１－25 中間確認検査 

１．受注者は、設計図書に定める中間確認検査を受けなければならない。 

２．中間確認検査は、地方自治法第 234 条の２の検査を実施するときに行うものとする。 

３．中間確認検査は、設計図書において対象工事と定められた工事について実施するものとする。 

４．中間確認検査は、設計図書において定められた各段階において行うものとする。 

５．中間確認検査の時期選定は、監督職員が行うものとし、発注者は受注者に対して中間確認検査を

実施する旨及び検査日を監督職員を通じて事前に通知するものとする。 

６．検査員は、監督職員及び受注者の臨場の上、工事目的物を対象として設計図書と対比し、次の各

号に掲げる検査を行うものとする。 

（１）工事の出来形について、形状、寸法、精度、数量、品質及び出来ばえの検査を行う。 

（２）工事管理状況について、書類、記録及び写真等を参考にして検査を行う。 

７．受注者は、当該確認検査については、１－１－21 第３項の規定を準用する。 

 

１－１－26 部分使用 

１．発注者は、受注者の同意を得て部分使用できる。 

２．受注者は、発注者が契約約款第 33 条の規定に基づく当該工事に係わる部分使用を行う場合に

は、中間確認検査または監督職員による品質及び出来形等の検査（確認を含む）を受けるものとす

る。 

 

１－１－27 施工管理 

１．受注者は、工事の施工にあたっては、施工計画書に示される作業手順に従い施工し、品質及び出

来形が設計図書に適合するよう、十分な施工管理をしなければならない。 

２．監督職員は、以下に掲げる場合、設計図書に示す品質管理の測定頻度及び出来形管理の測定密度

を変更することができる。この場合、受注者は、監督職員の指示に従うものとする。これに伴う費

用は、受注者の負担とするものとする。 

（１）工事の初期で作業が定常的になっていない場合 

（２）管理試験結果が限界値に異常接近した場合 

（３）試験の結果、品質及び出来形に均一性を欠いた場合 

（４）前各号に掲げるもののほか、監督職員が必要と判断した場合 

３．受注者は、施工に先立ち工事現場またはその周辺の一般通行人等が見易い場所に、工事名、工

期、発注者名、受注者名及び工事内容等を記載した標示板を設置し、工事完成後は速やかに標示板

を撤去しなければならない。ただし、標示板の設置が困難な場合は、監督職員の承諾を得て省略す

（１）工事の出来形について、形状、寸法、精度、数量、品質及び出来ばえの検査を行う。 

（２）工事管理状況について、書類、記録及び写真等を参考にして検査を行う。 

４．受注者は、検査員の指示による修補については、１－１－23 第６～７項の規定に従うものとす

る。 

５．受注者は、当該既済部分検査については、１－１－23 第３項の規定を準用する。 

６．発注者は、既済部分検査に先立って、監督職員を通じて受注者に対して検査日を通知するものと

する。 

７．受注者は、契約約款第 34 条第２項に基づく中間前払金の請求を行うときは、認定を受ける前に

履行報告書を作成し、監督職員に提出しなければならない。 

 

１－１－26 中間確認検査 

１．受注者は、設計図書に定める中間確認検査を受けなければならない。 

２．中間確認検査は、地方自治法第 234 条の２の検査を実施するときに行うものとする。 

３．中間確認検査は、設計図書において対象工事と定められた工事について実施するものとする。 

４．中間確認検査は、設計図書において定められた各段階において行うものとする。 

５．中間確認検査の時期選定は、監督職員が行うものとし、発注者は受注者に対して中間確認検査を

実施する旨及び検査日を監督職員を通じて事前に通知するものとする。 

６．検査員は、監督職員及び受注者の臨場の上、工事目的物を対象として設計図書と対比し、次の各

号に掲げる検査を行うものとする。 

（１）工事の出来形について、形状、寸法、精度、数量、品質及び出来ばえの検査を行う。 

（２）工事管理状況について、書類、記録及び写真等を参考にして検査を行う。 

７．受注者は、当該確認検査については、１－１－21 第３項の規定を準用する。 

 

１－１－27 部分使用 

１．発注者は、受注者の同意を得て部分使用できる。 

２．受注者は、発注者が契約約款第 33 条の規定に基づく当該工事に係わる部分使用を行う場合に

は、中間確認検査または監督職員による品質及び出来形等の検査（確認を含む）を受けるものとす

る。 

 

１－１－28 施工管理 

１．受注者は、工事の施工にあたっては、施工計画書に示される作業手順に従い施工し、品質及び出

来形が設計図書に適合するよう、十分な施工管理をしなければならない。 

２．監督職員は、以下に掲げる場合、設計図書に示す品質管理の測定頻度及び出来形管理の測定密度

を変更することができる。この場合、受注者は、監督職員の指示に従うものとする。これに伴う費

用は、受注者の負担とするものとする。 

（１）工事の初期で作業が定常的になっていない場合 

（２）管理試験結果が限界値に異常接近した場合 

（３）試験の結果、品質及び出来形に均一性を欠いた場合 

（４）前各号に掲げるもののほか、監督職員が必要と判断した場合 

３．受注者は、施工に先立ち工事現場またはその周辺の一般通行人等が見易い場所に、工事名、工

期、発注者名、受注者名及び工事内容等を記載した標示板を設置し、工事完成後は速やかに標示板

を撤去しなければならない。ただし、標示板の設置が困難な場合は、監督職員の承諾を得て省略す
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また、記載内容については、工事内容に応じて、道路工事現場における標示施設等の設置基準に

ついて（昭和 37 年 8 月 30 日付け 道発 372 号 道路局長通達、新改正平成 18 年 3 月 31 日付け 国

道利 37 号・国道国防第 205 号）、道路工事現場における工事情報板及び工事説明看板の設置につ

いて（平成 18 年 3 月 31 日付け 国道利 38 号・国道国防第 206 号 道路局路政課長、国道･防災課長

通達）、河川工事等の工事看板の取扱いについて（ 令和元年 5 月 28 日付け 国水環第 10 号・国水

治第 22 号・国水保第 5 号・国水海第 3 号 水管理・国土保全局河川環境課長、治水課長、保全課

長、海岸室長通達）によるものとする。 

図 1-2 標示板の例 

 

４．受注者は、工事期間中現場内及び周辺の整理整頓に努めなければならない。 

５．受注者は、施工に際し施工現場周辺並びに他の構造物及び施設などへ影響を及ぼさないよう施工

しなければならない。また、影響が生じるおそれがある場合、または影響が生じた場合には直ちに

監督職員へ連絡し、その対応方法等に関して監督職員と速やかに協議しなければならない。また、

損傷が受注者の過失によるものと認められる場合、受注者自らの負担で原形に復元しなければなら

ない。 

６．受注者は、作業員の労働条件、安全衛生その他の労働環境の改善に努めなければならない。ま

た、受注者は、作業員が健全な身体と精神を保持できるよう作業場所、現場事務所及び作業員宿舎

等における良好な作業環境の確保に努めなければならない。 

７．受注者は、工事中に物件を発見または拾得した場合、直ちに関係機関へ通報するとともに、監督

職員へ連絡し、その対応について指示を受けるものとする。 

８．受注者は、水道工事の施工管理及び規格値を定めた水道工事施工管理基準（出来形管理基準及び

品質管理基準）により施工管理を行い、また、写真管理基準により水道工事の工事写真による写真

管理を行って、その記録及び関係書類を作成、保管し、工事完成時監督職員へ提出しなければなら

ない。ただし、それ以外で監督職員からの請求があった場合は提示しなければならない。 

なお、水道工事施工管理基準及び写真管理基準が定められていない工種または項目については、

監督職員と協議の上、施工管理、写真管理を行うものとする。 

 

また、記載内容については、工事内容に応じて、道路工事現場における標示施設等の設置基準に

ついて（昭和 37 年 8 月 30 日付け 道発 372 号 道路局長通達、新改正平成 18 年 3 月 31 日付け 国

道利 37 号・国道国防第 205 号）、道路工事現場における工事情報板及び工事説明看板の設置につ

いて（平成 18 年 3 月 31 日付け 国道利 38 号・国道国防第 206 号 道路局路政課長、国道･防災課長

通達）、河川工事等の工事看板の取扱いについて（ 令和 2 年 2 月 21 日付け 国水環第 115 号・国

水治第 135 号・国水保第 103 号・国水海第 82 号 水管理・国土保全局河川環境課長、治水課長、保

全課長、海岸室長通達）によるものとする。 

図 1-2 標示板の例 

 

４．受注者は、工事期間中現場内及び周辺の整理整頓に努めなければならない。 

５．受注者は、施工に際し施工現場周辺並びに他の構造物及び施設などへ影響を及ぼさないよう施工

しなければならない。また、影響が生じるおそれがある場合、または影響が生じた場合には直ちに

監督職員へ連絡し、その対応方法等に関して監督職員と速やかに協議しなければならない。また、

損傷が受注者の過失によるものと認められる場合、受注者自らの負担で原形に復元しなければなら

ない。 

６．受注者は、工事の適正な実施に必要な技術的能力の向上、情報通信技術を活用した工事の実施の

効率化等による生産性の向上並びに技術者、技能労働者等育成及び確保並びにこれらの者に係る賃

金、労働時間、その他の労働条件、安全衛生その他の労働環境の改善に努めなければならない。ま

た、受注者は、作業員が健全な身体と精神を保持できるよう作業場所、現場事務所及び作業員宿舎

等における良好な作業環境の確保に努めなければならない。 

７．受注者は、工事中に物件を発見または拾得した場合、直ちに関係機関へ通報するとともに、監督

職員へ連絡し、その対応について指示を受けるものとする。 

８．受注者は、水道工事の施工管理及び規格値を定めた水道工事施工管理基準（出来形管理基準及び

品質管理基準）により施工管理を行い、また、写真管理基準により水道工事の工事写真による写真

管理を行って、その記録及び関係書類を作成、保管し、工事完成時監督職員へ提出しなければなら

ない。ただし、それ以外で監督職員からの請求があった場合は提示しなければならない。 

なお、水道工事施工管理基準及び写真管理基準が定められていない工種または項目については、

監督職員と協議の上、施工管理、写真管理を行うものとする。 
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１－１－28 履行報告 

受注者は、契約約款第 11 条の規定に基づき、工事履行報告書を監督職員に提出しなければならな

い。 

 

１－１－29 工事関係者に対する措置請求 

１．発注者は、現場代理人が工事目的物の品質・出来形の確保及び工期の遵守に関して、著しく不適

当と認められるものがあるときは、受注者に対して、その理由を明示した書面により、必要な措置

をとるべきことを請求することができる。 

２．発注者または監督職員は、主任技術者（監理技術者）、専門技術者（これらの者と現場代理人を

兼務する者を除く。）が工事目的物の品質・出来形の確保及び工期の遵守に関して、著しく不適当

と認められるものがあるときは、受注者に対して、その理由を明示した書面により、必要な措置を

とるべきことを請求することができる。 

 

１－１－30 工事中の安全確保 

１．受注者は、土木工事安全施工技術指針（国土交通大臣官房技術審議官通達、平成 29 年３月 31

日）、建設機械施工安全技術指針（国土交通省大臣官房技術調査課長、国土交通省総合政策局建設

施工企画課長通達、平成 17 年 3 月 31 日）、「港湾工事安全施工指針（一社）日本埋立浚渫協

会」、「潜水作業安全施工指針（一社）日本潜水協会」及び「作業船団安全運航指針（一社）日本

海上起重技術協会」、JIS A 8972（斜面・法面工事用仮設設備）を参考にして、常に工事の安全に

留意し現場管理を行い災害の防止を図らなければならない。 

ただし、これらの指針は当該工事の契約条項を超えて受注者を拘束するものではない。 

２．受注者は、工事施工中、監督職員及び管理者の許可なくして、流水及び水陸交通の支障となるよ

うな行為、または公衆に支障を及ぼすなどの施工をしてはならない。 

３．受注者は、建設工事公衆災害防止対策要綱（建設事務次官通達、平成５年１月 12 日）を遵守し

て災害の防止を図らなければならない。 

４．受注者は、土木工事に使用する建設機械の選定、使用等について、設計図書により建設機械が指

定されている場合には、これに適合した建設機械を使用しなければならない。ただし、より条件に

合った機械がある場合には、監督職員の承諾を得て、それを使用することができる。 

５．受注者は、工事箇所及びその周辺にある地上地下の既設構造物に対して支障を及ぼさないよう必

要な措置を施さなければならない。 

６．受注者は、豪雨、出水、土石流、その他天災に対しては、天気予報などに注意を払い、常に災害

を最小限に食い止めるため、防災体制を確立しておかなくてはならない。 

７．受注者は、工事現場付近における事故防止のため一般の立入りを禁止する場合、その区域に、

柵、門扉、立入禁止の標示板等を設けなければならない。 

８．受注者は、工事期間中、安全巡視を行い、工事区域及びその周辺の監視あるいは連絡を行い、安

全を確保しなければならない。 

９．受注者は、工事現場の現場環境改善を図るため、現場事務所、作業員宿舎、休憩所または作業環

境等の改善を行い、快適な職場を形成するとともに、地域との積極的なコミニュケーション及び現

場周辺の美装化に努めるものとする。 

10．受注者は工事着手後、作業員全員の参加により月当たり、半日以上の時間を割当て、以下の各号

から実施する内容を選択し、定期的に安全に関する研修・訓練等を実施しなければならない。 

（１）安全活動のビデオ等視覚資料による安全教育 

１－１－29 履行報告 

受注者は、契約約款第 11 条の規定に基づき、工事履行報告書を監督職員に提出しなければならな

い。 

 

１－１－30 工事関係者に対する措置請求 

１．発注者は、現場代理人が工事目的物の品質・出来形の確保及び工期の遵守に関して、著しく不適

当と認められるものがあるときは、受注者に対して、その理由を明示した書面により、必要な措置

をとるべきことを請求することができる。 

２．発注者または監督職員は、主任技術者（監理技術者）、専門技術者（これらの者と現場代理人を

兼務する者を除く。）が工事目的物の品質・出来形の確保及び工期の遵守に関して、著しく不適当

と認められるものがあるときは、受注者に対して、その理由を明示した書面により、必要な措置を

とるべきことを請求することができる。 

 

１－１－31 工事中の安全確保 

１．受注者は、土木工事安全施工技術指針（国土交通大臣官房技術審議官通達、令和 2 年 3 月）、建

設機械施工安全技術指針（国土交通省大臣官房技術調査課長、国土交通省総合政策局建設施工企画

課長通達、平成 17 年 3 月 31 日）、「港湾工事安全施工指針（一社）日本埋立浚渫協会」、「潜水

作業安全施工指針（一社）日本潜水協会」及び「作業船団安全運航指針（一社）日本海上起重技術

協会」、JIS A 8972（斜面・法面工事用仮設設備）を参考にして、常に工事の安全に留意し現場管

理を行い災害の防止を図らなければならない。 

ただし、これらの指針は当該工事の契約条項を超えて受注者を拘束するものではない。 

２．受注者は、工事施工中、監督職員及び管理者の許可なくして、流水及び水陸交通の支障となるよ

うな行為、または公衆に支障を及ぼすなどの施工をしてはならない。 

３．受注者は、建設工事公衆災害防止対策要綱（国土交通省告示第 496 号、令和元年 9 月 2 日）を遵

守して災害の防止を図らなければならない。 

４．受注者は、土木工事に使用する建設機械の選定、使用等について、設計図書により建設機械が指

定されている場合には、これに適合した建設機械を使用しなければならない。ただし、より条件に

合った機械がある場合には、監督職員の承諾を得て、それを使用することができる。 

５．受注者は、工事箇所及びその周辺にある地上地下の既設構造物に対して支障を及ぼさないよう必

要な措置を施さなければならない。 

６．受注者は、豪雨、出水、土石流、その他天災に対しては、天気予報などに注意を払い、常に災害

を最小限に食い止めるため、防災体制を確立しておかなくてはならない。 

７．受注者は、工事現場付近における事故防止のため一般の立入りを禁止する場合、その区域に、

柵、門扉、立入禁止の標示板等を設けなければならない。 

８．受注者は、工事期間中、安全巡視を行い、工事区域及びその周辺の監視あるいは連絡を行い、安

全を確保しなければならない。 

９．受注者は、工事現場の現場環境改善を図るため、現場事務所、作業員宿舎、休憩所または作業環

境等の改善を行い、快適な職場を形成するとともに、地域との積極的なコミニュケーション及び現

場周辺の美装化に努めるものとする。 

10．受注者は工事着手後、作業員全員の参加により月当たり、半日以上の時間を割当て、以下の各号

から実施する内容を選択し、定期的に安全に関する研修・訓練等を実施しなければならない。 

（１）安全活動のビデオ等視覚資料による安全教育 
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（３）工事安全に関する法令、通達、指針等の周知徹底 

（４）当該工事における災害対策訓練 

（５）当該工事現場で予想される事故対策 

（６）その他、安全・訓練等として必要な事項 

11．受注者は、工事の内容に応じた安全教育及び安全訓練等の具体的な計画を作成し、施工計画書に

記載しなければならない。 

12．受注者は、安全教育及び安全訓練等の実施状況について、ビデオ等または工事報告等に記録した

資料を整備及び保管し、監督職員の請求があった場合は直ちに提示するとともに、工事完成時に提

出しなければならない。 

13．受注者は、所轄警察署、所管海上保安部、道路管理者、鉄道事業者、河川管理者、港湾管理者、

空港管理者、海岸管理者、漁港管理者、労働基準監督署等の関係者及び関係機関と緊密な連絡を取

り、工事中の安全を確保しなければならない。 

14．受注者は、工事現場が隣接しまたは同一場所において別途工事がある場合は、受注者間の安全施

工に関する緊密な情報交換を行うとともに、非常時における臨機の措置を定める等の連絡調整を行

うため、関係者による工事関係者連絡会議を組織するものとする。 

15．監督職員が、労働安全衛生法（平成 30 年 7 月改正 法律第 78 号）第 30 条第１項に規定する措置

を講じるものとして、同条第２項の規定に基づき、受注者を指名した場合には、受注者はこれに従

うものとする。 

16．受注者は、工事中における安全の確保をすべてに優先させ、労働安全衛生法（平成 30 年 7 月改

正 法律第 78 号）等関連法令に基づく措置を常に講じておくものとする。特に重機械の運転、電気

設備等については、関係法令に基づいて適切な措置を講じておかなければならない。 

17．災害発生時においては、第三者及び作業員等の人命の安全確保をすべてに優先させるものとし、

応急処置を講じるとともに、直ちに関係機関に通報及び監督職員に連絡しなければならない。 

18．受注者は、工事施工箇所に地下埋設物件等が予想される場合には、当該物件の位置、深さ等を調

査し監督職員に報告しなければならない。 

19．受注者は施工中、管理者不明の地下埋設物等を発見した場合は、監督職員に連絡し、その処置に

ついては占用者全体の現地確認を求め、管理者を明確にしなければならない。 

20．受注者は、地下埋設物件等に損害を与えた場合は、直ちに関係機関に通報及び監督職員に連絡し、

応急措置をとり、補修しなければならない。 

21．受注者は、架空線等上空施設の位置及び占用者を把握するため、工事現場等の架空線等上空施設

の現地調査（場所、種類、高さ等）を行い、必要に応じ対策を講じなければならない。 

 

１－１－31 爆発及び火災の防止 

１．受注者は、火薬類の使用については、以下の規定による。 

（１）受注者は、発破作業に使用する火薬類等の危険物を備蓄し、使用する必要がある場合、火薬類

取締法等関係法令を遵守しなければならない。また、関係官公庁の指導に従い、爆発等の防止の

措置を講じるものとする。 

なお、監督職員の請求があった場合には、直ちに従事する火薬類取扱保安責任者の火薬類保安

手帳及び従事者手帳を提示しなければならない。 

（２）現地に火薬庫等を設置する場合は、火薬類の盗難防止のための立入防止柵、警報装置等を設置

し保管管理に万全の措置を講ずるとともに、夜間においても、周辺の監視等を行い安全を確保し

なければならない。 

（３）工事安全に関する法令、通達、指針等の周知徹底 

（４）当該工事における災害対策訓練 

（５）当該工事現場で予想される事故対策 

（６）その他、安全・訓練等として必要な事項 

11．受注者は、工事の内容に応じた安全教育及び安全訓練等の具体的な計画を作成し、施工計画書に

記載しなければならない。 

12．受注者は、安全教育及び安全訓練等の実施状況について、ビデオ等または工事報告等に記録した

資料を整備及び保管し、監督職員の請求があった場合は直ちに提示するとともに、工事完成時に提

出しなければならない。 

13．受注者は、所轄警察署、所管海上保安部、道路管理者、鉄道事業者、河川管理者、港湾管理者、

空港管理者、海岸管理者、漁港管理者、労働基準監督署等の関係者及び関係機関と緊密な連絡を取

り、工事中の安全を確保しなければならない。 

14．受注者は、工事現場が隣接しまたは同一場所において別途工事がある場合は、受注者間の安全施

工に関する緊密な情報交換を行うとともに、非常時における臨機の措置を定める等の連絡調整を行

うため、関係者による工事関係者連絡会議を組織するものとする。 

15．監督職員が、労働安全衛生法（令和元年 6 月改正 法律第 37 号）第 30 条第１項に規定する措置

を講じるものとして、同条第２項の規定に基づき、受注者を指名した場合には、受注者はこれに従

うものとする。 

16．受注者は、工事中における安全の確保をすべてに優先させ、労働安全衛生法（令和元年 6 月改正 

法律第 37 号）等関連法令に基づく措置を常に講じておくものとする。特に重機械の運転、電気設

備等については、関係法令に基づいて適切な措置を講じておかなければならない。 

17．災害発生時においては、第三者及び作業員等の人命の安全確保をすべてに優先させるものとし、

応急処置を講じるとともに、直ちに関係機関に通報及び監督職員に連絡しなければならない。 

18．受注者は、工事施工箇所に地下埋設物件等が予想される場合には、当該物件の位置、深さ等を調

査し監督職員に報告しなければならない。 

19．受注者は施工中、管理者不明の地下埋設物等を発見した場合は、監督職員に連絡し、その処置に

ついては占用者全体の現地確認を求め、管理者を明確にしなければならない。 

20．受注者は、地下埋設物件等に損害を与えた場合は、直ちに関係機関に通報及び監督職員に連絡し、

応急措置をとり、補修しなければならない。 

21．受注者は、架空線等上空施設の位置及び占用者を把握するため、工事現場等の架空線等上空施設

の現地調査（場所、種類、高さ等）を行い、必要に応じ対策を講じなければならない。 

 

１－１－32 爆発及び火災の防止 

１．受注者は、火薬類の使用については、以下の規定による。 

（１）受注者は、発破作業に使用する火薬類等の危険物を備蓄し、使用する必要がある場合、火薬類

取締法等関係法令を遵守しなければならない。また、関係官公庁の指導に従い、爆発等の防止の

措置を講じるものとする。 

なお、監督職員の請求があった場合には、直ちに従事する火薬類取扱保安責任者の火薬類保安

手帳及び従事者手帳を提示しなければならない。 

（２）現地に火薬庫等を設置する場合は、火薬類の盗難防止のための立入防止柵、警報装置等を設置

し保管管理に万全の措置を講ずるとともに、夜間においても、周辺の監視等を行い安全を確保し

なければならない。 
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２．受注者は、火気の使用については、以下の規定による。 

（１）受注者は、火気の使用を行う場合は、工事中の火災予防のため、その火気の使用場所及び日

時、消火設備等を施工計画書に記載しなければならない。 

（２）受注者は、喫煙等の場所を指定し、指定場所以外での火気の使用を禁止しなければならない。 

（３）受注者は、ガソリン、塗料等の可燃物の周辺に火気の使用を禁止する旨の表示を行い、周辺の

整理に努めなければならない。 

（４）受注者は、伐開除根、掘削等により発生した雑木、草等を野焼きしてはならない。 

 

１－１－32 後片付け 

受注者は、工事の全部または一部の完成に際して、一切の受注者の機器、余剰資材、残骸及び各種

の仮設物を片付けかつ撤去し、現場及び工事にかかる部分を清掃し、かつ整然とした状態にするもの

とする。 

ただし、設計図書において存置するとしたものを除く。また、工事検査に必要な足場、はしご等は、

監督職員の指示に従って存置し、検査終了後撤去するものとする。 

 

１－１－33 事故報告書 

受注者は、工事の施工中に事故が発生した場合には、直ちに監督職員に通報するとともに、福岡市 

公共工事にかかる事故報告要領に基づいて報告しなければならない。 

 

１－１－34 現場の衛生管理 

 浄水場（稼働中のもので、配水場その他これに準ずる箇所を含む）構内で行う工事に従事する者

は、「水道法」（平成 26 年法律第 69 号）、「水道法施行規則第 16 条」に従い、監督職員の指示が

あった場合は、保健所等の検査資格を有する機関の発行した健康診断書を提出しなければならない。 

 

１－１－35 環境対策 

１．受注者は建設工事に伴う騒音振動対策技術指針（建設大臣官房技術参事官通達、昭和 62 年３月 30

日改正）、関連法令並びに仕様書の規定を遵守の上、騒音、振動、大気汚染、水質汚濁等の問題に

ついては、施工計画及び工事の実施の各段階において十分に検討し、周辺地域の環境保全に努めな

ければならない。 

２．受注者は、環境への影響が予知されまたは発生した場合は、直ちに応急措置を講じ監督職員に連

絡しなければならない。また、第三者からの環境問題に関する苦情に対しては、誠意をもってその

対応にあたり、その交渉等の内容は、後日紛争とならないよう文書で取り交わす等明確にしておく

とともに、状況を随時監督職員に報告しなければならない。 

３．受注者は、工事の施工に伴い地盤沈下、地下水の断絶等の理由により第三者への損害が生じた場

合には、受注者が善良な管理者の注意義務を果たし、その損害が避け得なかったか否かの判断をす

るための資料を監督職員に提出しなければならない。 

４．受注者は、工事に使用する作業船等から発生した廃油等を「海洋汚染等及び海上災害の防止に関

する法律」に基づき、適切な措置をとらなければならない。 

５．受注者は、水中に工事用資材等が落下しないよう措置を講じるものとする。また、工事の廃材、

残材等を水中に投棄してはならない。落下物が生じた場合は、受注者は自らの負担で撤去し、処理

しなければならない。 

６．受注者は、工事の施工にあたり表 1-2 に示す建設機械を使用する場合は、「特定特殊自動車排出 

２．受注者は、火気の使用については、以下の規定による。 

（１）受注者は、火気の使用を行う場合は、工事中の火災予防のため、その火気の使用場所及び日

時、消火設備等を施工計画書に記載しなければならない。 

（２）受注者は、喫煙等の場所を指定し、指定場所以外での火気の使用を禁止しなければならない。 

（３）受注者は、ガソリン、塗料等の可燃物の周辺に火気の使用を禁止する旨の表示を行い、周辺の

整理に努めなければならない。 

（４）受注者は、伐開除根、掘削等により発生した雑木、草等を野焼きしてはならない。 

 

１－１－33 後片付け 

受注者は、工事の全部または一部の完成に際して、一切の受注者の機器、余剰資材、残骸及び各種

の仮設物を片付けかつ撤去し、現場及び工事にかかる部分を清掃し、かつ整然とした状態にするもの

とする。 

ただし、設計図書において存置するとしたものを除く。また、工事検査に必要な足場、はしご等は、

監督職員の指示に従って存置し、検査終了後撤去するものとする。 

 

１－１－34 事故報告書 

受注者は、工事の施工中に事故が発生した場合には、直ちに監督職員に通報するとともに、福岡市 

公共工事にかかる事故報告要領に基づいて報告しなければならない。 

 

１－１－35 現場の衛生管理 

 浄水場（稼働中のもので、配水場その他これに準ずる箇所を含む）構内で行う工事に従事する者

は、「水道法」（平成 26 年法律第 69 号）、「水道法施行規則第 16 条」に従い、監督職員の指示が

あった場合は、保健所等の検査資格を有する機関の発行した健康診断書を提出しなければならない。 

 

１－１－36 環境対策 

１．受注者は建設工事に伴う騒音振動対策技術指針（建設大臣官房技術参事官通達、昭和 62 年３月 30

日改正）、関連法令並びに仕様書の規定を遵守の上、騒音、振動、大気汚染、水質汚濁等の問題に

ついては、施工計画及び工事の実施の各段階において十分に検討し、周辺地域の環境保全に努めな

ければならない。 

２．受注者は、環境への影響が予知されまたは発生した場合は、直ちに応急措置を講じ監督職員に連

絡しなければならない。また、第三者からの環境問題に関する苦情に対しては、誠意をもってその

対応にあたり、その交渉等の内容は、後日紛争とならないよう文書で取り交わす等明確にしておく

とともに、状況を随時監督職員に報告しなければならない。 

３．受注者は、工事の施工に伴い地盤沈下、地下水の断絶等の理由により第三者への損害が生じた場

合には、受注者が善良な管理者の注意義務を果たし、その損害が避け得なかったか否かの判断をす

るための資料を監督職員に提出しなければならない。 

４．受注者は、工事に使用する作業船等から発生した廃油等を「海洋汚染等及び海上災害の防止に関

する法律」に基づき、適切な措置をとらなければならない。 

５．受注者は、水中に工事用資材等が落下しないよう措置を講じるものとする。また、工事の廃材、

残材等を水中に投棄してはならない。落下物が生じた場合は、受注者は自らの負担で撤去し、処理

しなければならない。 

６．受注者は、工事の施工にあたり表 1-2 に示す建設機械を使用する場合は、「特定特殊自動車排出 
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ガスの規制等に関する法律(平成 29 年 5 月改正 法律第 41 号）」に基づく技術基準に適合する特定

特殊自動車、または、「排出ガス対策型建設機械指定要領（平成 3 年 10 月 8 日付建設省経機発第

249 号）」、「排出ガス対策型建設機械の普及促進に関する規程（最終改正平成 24 年 3 月 23 日付

国土交通省告示第 318 号）」もしくは「第 3 次排出ガス対策型建設機械指定要領（最終改訂平成 23

年 7 月 13 日付国総環リ第 1 号）」に基づき指定された排出ガス対策型建機械（以下「排出ガス対策

型建設機械等」という。）を使用しなければならない。 

排出ガス対策型建設機械等を使用できないことを監督職員が認めた場合は、平成 7 年度建設技術

評価制度公募課題「建設機械の排出ガス浄化装置の開発」またはこれと同等の開発目標で実施され

た民間開発建設技術の技術審査・証明事業もしくは建設技審査証明事業により評価された排出ガス

浄化装置を装着した建設機械を使用することができるが、これにより難い場合は、監督職員と協議

するものとする。 

受注者は、トンネル坑内作業において表 1-3 に示す建設機械を使用する場合は、2011 年以降の排

出ガス基準に適合するものとして「特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律施行規則」（平

成 28 年 11 月 11 日経済産業省・国土交通省・環境省令第 2 号）16 条第 1 項第 2 号もしくは第 20 条

第 1 項第 2 号に定める表示が付された特定特殊自動車、または「排出ガス対策型建設機械指定要領

（平成 3 年 10 月 8 日付建設省経機発第 249 号）」もしくは「第 3 次排出ガス対策型建設機械指定

要領（最終改訂平成 23 年 7 月 13 日付国総環リ第 1 号）に基づき指定されたトンネル工事用排出ガ

ス対策型建設機械（以下「トンネル工事用排出ガス対策型建設機械等」という。）を使用しなけれ

ばならない。 

トンネル工事用排出ガス対策型建設機械等を使用できないことを監督職員が認めた場合は、平成

7 年度建設技術評価制度公募課題「建設機械の排出ガス浄化装置の開発」またはこれと同等の開発

目標で実施された民間開発建設技術の技術審査・証明事業もしくは建設技術審査証明事業により評

価された排出ガス浄化装置（黒煙浄化装置付）を装着した建設機械を使用することができるが、こ

れにより難い場合は、監督職員と協議するものとする。 
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できる。 

９．受注者は、資材（材料及び機材を含む）、工法、建設機械または目的物の使用にあたっては、環

境物品等「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（平成 27 年 9 月改正  法律第 66

号。「グリーン購入法」という。）第 2 条に規定する環境物品等をいう。）」の使用を積極的に推

進するものとする。 

（1）グリーン購入法第6条の規定に基づく「環境物品等の調達の推進に関する基本方針」で

定める特定調達品目を使用する場合には、原則として、判断の基準を満たすものを使用

するものとする。なお、事業ごとの特性、必要とされる強度や耐久性、機能の確保、コス

ト等の影響により、これにより難い場合は、監督職員と協議する。 

（2）グリーン購入法に基づく環境物品等の調達の推進に関する基本方針における公共工事の

配慮事項に留意すること。 

 

１－１－36 文化財の保護 

１．受注者は、工事の施工にあたって文化財の保護に十分注意し、使用人等に文化財の重要性を十分

認識させ、工事中に文化財を発見したときは直ちに工事を中止し、設計図書に関して監督職員に協

議しなければならない。 

２．受注者が、工事の施工にあたり、文化財その他の埋蔵物を発見した場合は、発注者との契約に係

る工事に起因するものとみなし、発注者が、当該埋蔵物の発見者としての権利を保有するものであ

る。 

 

１－１－37 交通安全管理 

１．受注者は、工事用運搬路として、公衆に供する道路を使用する時は、積載物の落下等により、路

面を損傷し、あるいは汚損することのないようにするとともに、特に第三者に工事公害による損害

を与えないようにしなければならない。なお、第三者に工事公害による損害を及ぼした場合は、契

約約款第 28 条によって処置するものとする。 

２．受注者は、工事用車両による土砂、工事用資材及び機械などの輸送を伴う工事については、関係

機関と打合せを行い、交通安全に関する担当者、輸送経路、輸送期間、輸送方法、輸送担当業者、

交通誘導警備員の配置、標識、安全施設等の設置場所、その他安全輸送上の事項について計画をた

て、災害の防止を図らなければならない。 

３．受注者は、ダンプトラック等の大型輸送機械で大量の土砂、工事用資材等の輸送をともなう工事

は、事前に関係機関と打合せのうえ、交通安全等輸送に関する必要な事項の計画を立て、施工計画

書に記載しなければならない。なお、受注者は、ダンプトラックを使用する場合、「建設工事にお

けるダンプトラック過積載防止対策要領」に従うものとし、ダンプトラック等による過積載、不法

無線局設置等の防止を徹底すること。 

４．受注者は、供用中の公共道路に係る工事の施工にあたっては、交通の安全について、監督職員、

道路管理者及び所轄警察署と打合せを行うとともに、道路標識、区画線及び道路標示に関する命令（平

成 29 年 4 月 21 日改正 内閣府・国土交通省令第 3 号）、道路工事現場における標示施設等の設置基

準（建設省道路局長通知、昭和 37 年８月 30 日）、道路工事現場における表示施設等の設置基準の一

部改正について（局長通知 平成 18 年 3 月 31 日 国道利 37 号・国道国防第 205 号）、道路工事現場に

おける工事情報板及び工事説明看板の設置について（国土交通省道路局路政課長、国道・防災課長通

知 平成 18 年 3 月 31 日 国道利 38 号・国道国防第 206 号）及び道路工事保安施設設置基準（案）（建

設省道路局国道第一課通知昭和 47 年２月）に基づき、安全対策を講じなければならな 

９．受注者は、資材（材料及び機材を含む）、工法、建設機械または目的物の使用にあたっては、環

境物品等「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（平成 27 年 9 月改正  法律第 66

号。「グリーン購入法」という。）第 2 条に規定する環境物品等をいう。）」の使用を積極的に推

進するものとする。 

（1）グリーン購入法第6条の規定に基づく「環境物品等の調達の推進に関する基本方針」で

定める特定調達品目を使用する場合には、原則として、判断の基準を満たすものを使用

するものとする。なお、事業ごとの特性、必要とされる強度や耐久性、機能の確保、コス

ト等の影響により、これにより難い場合は、監督職員と協議する。 

（2）グリーン購入法に基づく環境物品等の調達の推進に関する基本方針における公共工事の

配慮事項に留意すること。 

 

１－１－37 文化財の保護 

１．受注者は、工事の施工にあたって文化財の保護に十分注意し、使用人等に文化財の重要性を十分

認識させ、工事中に文化財を発見したときは直ちに工事を中止し、設計図書に関して監督職員に協

議しなければならない。 

２．受注者が、工事の施工にあたり、文化財その他の埋蔵物を発見した場合は、発注者との契約に係

る工事に起因するものとみなし、発注者が、当該埋蔵物の発見者としての権利を保有するものであ

る。 

 

１－１－38 交通安全管理 

１．受注者は、工事用運搬路として、公衆に供する道路を使用する時は、積載物の落下等により、路

面を損傷し、あるいは汚損することのないようにするとともに、特に第三者に工事公害による損害

を与えないようにしなければならない。なお、第三者に工事公害による損害を及ぼした場合は、契

約約款第 28 条によって処置するものとする。 

２．受注者は、工事用車両による土砂、工事用資材及び機械などの輸送を伴う工事については、関係

機関と打合せを行い、交通安全に関する担当者、輸送経路、輸送期間、輸送方法、輸送担当業者、

交通誘導警備員の配置、標識、安全施設等の設置場所、その他安全輸送上の事項について計画をた

て、災害の防止を図らなければならない。 

３．受注者は、ダンプトラック等の大型輸送機械で大量の土砂、工事用資材等の輸送をともなう工事

は、事前に関係機関と打合せのうえ、交通安全等輸送に関する必要な事項の計画を立て、施工計画

書に記載しなければならない。なお、受注者は、ダンプトラックを使用する場合、「建設工事にお

けるダンプトラック過積載防止対策要領」に従うものとし、ダンプトラック等による過積載、不法

無線局設置等の防止を徹底すること。 

４．受注者は、供用中の公共道路に係る工事の施工にあたっては、交通の安全について、監督職員、

道路管理者及び所轄警察署と打合せを行うとともに、道路標識、区画線及び道路標示に関する命令

（平成 30 年 12 月改正 内閣府・国土交通省令第 5 号）、道路工事現場における標示施設等の設置

基準（建設省道路局長通知、昭和 37 年８月 30 日）、道路工事現場における表示施設等の設置基準

の一部改正について（局長通知 平成 18 年 3 月 31 日 国道利 37 号・国道国防第 205 号）、道路工事

現場における工事情報板及び工事説明看板の設置について（国土交通省道路局路政課長、国道・防

災課長通知 平成 18 年 3 月 31 日 国道利 38 号・国道国防第 206 号）及び道路工事保安施設設置基

準（案）（建設省道路局国道第一課通知昭和 47 年２月）に基づき、安全対策を講じなければならな

い。 
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い。 

５．受注者は、設計図書において指定された工事用道路を使用する場合は、設計図書の定めに従い、

工事用道路の維持管理及び補修を行うものとする。 

６．受注者は、指定された工事用道路の使用開始前に当該道路の維持管理、補修及び使用方法等を施

工計画書に記載しなければならない。この場合において、受注者は、関係機関に所要の手続をとる

ものとし、発注者が特に指示する場合を除き、標識の設置その他の必要な措置を行わなければなら

ない。 

７．発注者が工事用道路に指定するもの以外の工事用道路は、受注者の責任において使用するものと

する。 

８．受注者は、特記仕様書に他の受注者と工事用道路を共用する定めがある場合においては、その定

めに従うとともに、関連する受注者と緊密に打合せ、相互の責任区分を明らかにして使用するもの

とする。 

９．公衆の交通が自由かつ安全に通行するのに支障となる場所に材料または設備を保管してはならな

い。受注者は、毎日の作業終了時及び何らかの理由により建設作業を中断する時には、交通管理者

協議で許可された常設作業帯内を除き一般の交通に使用される路面からすべての設備その他の障害

物を撤去しなくてはならない。 

10．工事の性質上、受注者が、水上輸送によることを必要とする場合には本条の「道路」は、水門、

または水路に関するその他の構造物と読み替え「車両」は船舶と読み替えるものとする。 

11．受注者は、工事の施工にあたっては、作業区域の標示及び関係者への周知など、必要な安全対策

を講じなければならない。また、作業船等が船舶の輻輳している区域を航行またはえい航する場合、

見張りを強化する等、事故の防止に努めなければならない。 

12．受注者は、船舶の航行または漁業の操業に支障をきたすおそれのある物体を水中に落とした場合、

直ちに、その物体を取り除かなければならない。なお、直ちに取り除けない場合は、標識を設置し

て危険箇所を明示し、関係機関に通報及び監督職員へ連絡しなければならない。 

13．受注者は、作業船舶機械が故障した場合、安全の確保に必要な措置を講じなければならない。な

お、故障により二次災害を招くおそれがある場合は、直ちに応急の措置を講じ、関係機関に通報及

び監督職員へ連絡しなければならない。 

14．受注者は、建設機械、資材等の運搬にあたり、車両制限令（平成 26 年 5 月 28 日改正 政令第 424

号）第３条における一般的制限値を超える車両を通行させるときは、道路法第 47 条の２に基づく通

行許可を得ていることを確認しなければならない。また、道路交通法施行令（平成 30 年 1 月 4 日改

正 政令第 1 号）第 22 条における制限を超えて建設機械、資材等を積載して運搬するときは、道路

交通法（平成 30 年 6 月改正 法律第 41 号）第 57 条に基づく許可を得ていることを確認しなけれ

ばならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．受注者は、設計図書において指定された工事用道路を使用する場合は、設計図書の定めに従い、

工事用道路の維持管理及び補修を行うものとする。 

６．受注者は、指定された工事用道路の使用開始前に当該道路の維持管理、補修及び使用方法等を施

工計画書に記載しなければならない。この場合において、受注者は、関係機関に所要の手続をとる

ものとし、発注者が特に指示する場合を除き、標識の設置その他の必要な措置を行わなければなら

ない。 

７．発注者が工事用道路に指定するもの以外の工事用道路は、受注者の責任において使用するものと

する。 

８．受注者は、特記仕様書に他の受注者と工事用道路を共用する定めがある場合においては、その定

めに従うとともに、関連する受注者と緊密に打合せ、相互の責任区分を明らかにして使用するもの

とする。 

９．公衆の交通が自由かつ安全に通行するのに支障となる場所に材料または設備を保管してはならな

い。受注者は、毎日の作業終了時及び何らかの理由により建設作業を中断する時には、交通管理者

協議で許可された常設作業帯内を除き一般の交通に使用される路面からすべての設備その他の障害

物を撤去しなくてはならない。 

10．工事の性質上、受注者が、水上輸送によることを必要とする場合には本条の「道路」は、水門、

または水路に関するその他の構造物と読み替え「車両」は船舶と読み替えるものとする。 

11．受注者は、工事の施工にあたっては、作業区域の標示及び関係者への周知など、必要な安全対策

を講じなければならない。また、作業船等が船舶の輻輳している区域を航行またはえい航する場合、

見張りを強化する等、事故の防止に努めなければならない。 

12．受注者は、船舶の航行または漁業の操業に支障をきたすおそれのある物体を水中に落とした場合、

直ちに、その物体を取り除かなければならない。なお、直ちに取り除けない場合は、標識を設置し

て危険箇所を明示し、関係機関に通報及び監督職員へ連絡しなければならない。 

13．受注者は、作業船舶機械が故障した場合、安全の確保に必要な措置を講じなければならない。な

お、故障により二次災害を招くおそれがある場合は、直ちに応急の措置を講じ、関係機関に通報及

び監督職員へ連絡しなければならない。 

14．受注者は、建設機械、資材等の運搬にあたり、車両制限令（平成 31 年 3 月改正 政令第 41 号）

第３条における一般的制限値を超える車両を通行させるときは、道路法第 47 条の２に基づく通行

許可を得ていることを確認しなければならない。また、道路交通法施行令（令和元年 9 月改正 政

令第 109 号）第 22 条における制限を超えて建設機械、資材等を積載して運搬するときは、道路交通

法（令和元年 6 月改正 法律第 37 号）第 57 条に基づく許可を得ていることを確認しなければなら

ない。 
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表１－４ 一般的制限値 

車 両 の 諸 元 一 般 的 制 限 値 

幅 
長さ 
高さ 
重量 総重量 
 

軸重 
隣接軸重の合計 

 
 
 
輪荷重 
最小回転半径 

  2.5ｍ 
 12.0ｍ 
   3.8ｍ（ただし、指定道路については 4.1m） 
  20.0ｔ（ただし、高速自動車国道・指定道路については、軸

距・長さに応じ最大 25.0ｔ） 
  10.0ｔ 
 隣り合う車重に係る軸距 1.8ｍ未満の場合は 18ｔ 
  (隣り合う車重に係る軸距 1.3ｍ以上で、かつ、当該隣り合う

車軸   に係る軸重が 9.5 以下の場合は 19ｔ）、1.8ｍ以上の
場合は 20ｔ 

  5.0ｔ 
 12.0ｍ 

ここでいう車両とは、人が乗車し、または貨物が積載されている場合にはその状態におけるもの 

をいい、他の車両をけん引している場合にはこのけん引されている車両を含む。 

 

１－１－38 施設管理 

受注者は、工事現場における公物（各種公益企業施設を含む。）または部分使用施設（契約約款第

33 条の適用部分）について、施工管理上、契約図書における規定の履行を以っても不都合が生ずるお

それがある場合には、その処置について監督職員と協議できる。なお、当該協議事項は、契約約款第

9 条の規定に基づき処理されるものとする。 

 

１－１－39 諸法令の遵守 

１．受注者は、当該工事に関する諸法令を遵守し、工事の円滑な進捗を図るとともに、諸法令の適用

運用は受注者の責任において行わなければならない。なお、主な法令は以下に示す通りである。 

（1）地方自治法 （平成 29 年 6 月改正 法律第 45 号） 

（2）建設業法 （平成 29 年 6 月改正 法律第 45 号） 

（3）下請代金支払遅延等防止法 （平成 21 年 6 月改正 法律第 51 号） 

（4）労働基準法 （平成 30 年 7 月改正 法律第 71 号） 

（5）労働安全衛生法 （平成 30 年 7 月改正 法律第 78 号） 

（6）作業環境測定法 （平成 29 年 5 月改正 法律第 41 号） 

（7）じん肺法 （平成 30 年 7 月改正 法律第 71 号） 

（8）雇用保険法 （平成 30 年 7 月改正 法律第 71 号） 

（9）労働者災害補償保険法 （平成 30 年 5 月改正 法律第 31 号） 

（10）健康保険法 （平成 30 年 7 月改正 法律第 79 号） 

（11）中小企業退職金共済法 （平成 29 年 6 月改正 法律第 45 号） 

（12）建設労働者の雇用の改善等に関する法律 （平成 30 年 7 月改正 法律第 71 号） 

（13）出入国管理及び難民認定法 （平成 30 年 7 月改正 法律第 71 号） 

（14）道路法 （平成 30 年 3 月改正 法律第 6 号） 

（15）道路交通法 （平成 30 年 6 月改正 法律第 41 号） 

（16）道路運送法 （平成 29 年 6 月改正 法律第 45 号） 

（17）道路運送車両法 （平成 29 年 5 月改正 法律第 40 号） 

（18）砂防法 （平成 29 年 6 月改正 法律第 45 号） 

（19）地すべり等防止法 （平成 29 年 6 月改正 法律第 45 号） 

表１－４ 一般的制限値 

車 両 の 諸 元 一 般 的 制 限 値 

幅 
長さ 
高さ 
重量 総重量 
 

軸重 
隣接軸重の合計 

 
 
 
輪荷重 
最小回転半径 

  2.5ｍ 
 12.0ｍ 
   3.8ｍ（ただし、指定道路については 4.1m） 
  20.0ｔ（ただし、高速自動車国道・指定道路については、軸

距・長さに応じ最大 25.0ｔ） 
  10.0ｔ 
 隣り合う車重に係る軸距 1.8ｍ未満の場合は 18ｔ 
  (隣り合う車重に係る軸距 1.3ｍ以上で、かつ、当該隣り合う

車軸   に係る軸重が 9.5 以下の場合は 19ｔ）、1.8ｍ以上の
場合は 20ｔ 

  5.0ｔ 
 12.0ｍ 

ここでいう車両とは、人が乗車し、または貨物が積載されている場合にはその状態におけるもの 

をいい、他の車両をけん引している場合にはこのけん引されている車両を含む。 

 

１－１－39 施設管理 

受注者は、工事現場における公物（各種公益企業施設を含む。）または部分使用施設（契約約款第

33 条の適用部分）について、施工管理上、契約図書における規定の履行を以っても不都合が生ずるお

それがある場合には、その処置について監督職員と協議できる。なお、当該協議事項は、契約約款第

9 条の規定に基づき処理されるものとする。 

 

１－１－40 諸法令の遵守 

１．受注者は、当該工事に関する諸法令を遵守し、工事の円滑な進捗を図るとともに、諸法令の適用

運用は受注者の責任において行わなければならない。なお、主な法令は以下に示す通りである。 

（1）地方自治法 （令和 2 年 3 月改正 法律第 5 号） 

（2）建設業法 （令和元年 6 月改正 法律第 37 号） 

（3）下請代金支払遅延等防止法 （平成 21 年 6 月改正 法律第 51 号） 

（4）労働基準法 （平成 30 年 7 月改正 法律第 71 号） 

（5）労働安全衛生法 （令和元年 6 月改正 法律第 37 号） 

（6）作業環境測定法 （令和元年 6 月改正 法律第 37 号） 

（7）じん肺法 （平成 30 年 7 月改正 法律第 71 号） 

（8）雇用保険法 （平成 30 年 7 月改正 法律第 71 号） 

（9）労働者災害補償保険法 （平成 30 年 5 月改正 法律第 31 号） 

（10）健康保険法 （令和元年 5 月改正 法律第 9 号） 

（11）中小企業退職金共済法 （令和元年 5 月改正 法律第 16 号） 

（12）建設労働者の雇用の改善等に関する法律 （令和元年 6 月改正 法律第 37 号） 

（13）出入国管理及び難民認定法 （平成 30 年 12 月改正 法律第 102 号） 

（14）道路法 （平成 30 年 3 月改正 法律第 6 号） 

（15）道路交通法 （令和元年 6 月改正 法律第 37 号） 

（16）道路運送法 （令和元年 6 月改正 法律第 37 号） 

（17）道路運送車両法 （令和元年 6 月改正 法律第 37 号） 

（18）砂防法 （平成 29 年 6 月改正 法律第 45 号） 

（19）地すべり等防止法 （平成 29 年 6 月改正 法律第 45 号） 
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（20）河川法 （平成 29 年 6 月改正 法律第 45 号） 

（21）海岸法 （平成 29 年 6 月改正 法律第 45 号） 

（22）港湾法 （平成 29 年 6 月改正 法律第 55 号） 

（23）港則法 （平成 29 年 6 月改正 法律第 55 号） 

（24）漁港漁場整備法 （平成 26 年 6 月改正 法律第 69 号） 

（25）下水道法 （平成 27 年 5 月改正 法律第 22 号） 

（26）航空法 （平成 29 年 6 月改正 法律第 45 号） 

（27）公有水面埋立法 （平成 26 年 6 月改正 法律第 51 号） 

（28）軌道法 （平成 29 年 6 月改正 法律第 45 号） 

（29）森林法 （平成 30 年 6 月改正 法律第 35 号） 

（30）環境基本法 （平成 30 年 6 月改正 法律第 50 号） 

（31）火薬類取締法 （平成 27 年 6 月改正 法律第 50 号） 

（32）大気汚染防止法 （平成 29 年 6 月改正 法律第 45 号） 

（33）騒音規制法 （平成 26 年 6 月改正 法律第 72 号） 

（34）水質汚濁防止法 （平成 29 年 6 月改正 法律第 45 号） 

（35）湖沼水質保全特別措置法 （平成 26 年 6 月改正 法律第 72 号） 

（36）振動規制法 （平成 26 年 6 月改正 法律第 72 号） 

（37）廃棄物の処理及び清掃に関する法律 （平成 29 年 6 月改正 法律第 61 号） 

（38）文化財保護法 （平成 30 年 6 月改正 法律第 42 号） 

（39）砂利採取法 （平成 30 年 6 月改正 法律第 41 号） 

（40）電気事業法 （平成 30 年 6 月改正 法律第 41 号） 

（41）消防法 （平成 30 年 6 月改正 法律第 67 号） 

（42）測量法 （平成 29 年 5 月改正 法律第 41 号） 

（43）建築基準法 （平成 30 年 6 月改正 法律第 67 号） 

（44）都市公園法 （平成 29 年 5 月改正 法律第 26 号） 

（45）建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成 26 年 6 月改正 法律第 55 号） 

（46）土壌汚染対策法 （平成 29 年 6 月改正 法律第 45 号） 

（47）駐車場法 （平成 29 年 5 月改正 法律第 26 号） 

（48）海上交通安全法 （平成 28 年 5 月改正 法律第 42 号） 

（49）海上衝突予防法 （平成 15 年 6 月改正 法律第 63 号） 

（50）海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律 （平成 29 年 6 月改正 法律第 45 号） 

（51）船員法 （平成 30 年 6 月改正 法律第 41 号） 

（52）船舶職員及び小型船舶操縦者法 （平成 30 年 6 月改正 法律第 59 号） 

（53）船舶安全法 （平成 29 年 5 月改正 法律第 41 号） 

（54）自然環境保全法 （平成 26 年 6 月改正 法律第 69 号） 

（55）自然公園法 （平成 26 年 6 月改正 法律第 69 号） 

（56）公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律（平成 27 年 9 月改正 法律第 66 号） 

（57）国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（平成 27 年 9 月改正 法律第 66 号） 

（58）河川法施行法 （平成 11 年 12 月改正 法律第 160 号） 

（59）技術士法 （平成 26 年 6 月改正 法律第 69 号） 

（60）漁業法 （平成 30 年 7 月改正 法律第 75 号） 

（61）空港法 （平成 25 年 11 月改正 法律第 76 号） 

（20）河川法 （平成 29 年 6 月改正 法律第 45 号） 

（21）海岸法 （平成 30 年 12 月改正 法律第 95 号） 

（22）港湾法 （令和元年 6 月改正 法律第 37 号） 

（23）港則法 （平成 29 年 6 月改正 法律第 55 号） 

（24）漁港漁場整備法 （平成 30 年 12 月改正 法律第 95 号） 

（25）下水道法 （平成 27 年 5 月改正 法律第 22 号） 

（26）航空法 （令和元年 6 月改正 法律第 38 号） 

（27）公有水面埋立法 （平成 26 年 6 月改正 法律第 51 号） 

（28）軌道法 （平成 29 年 6 月改正 法律第 45 号） 

（29）森林法 （平成 30 年 6 月改正 法律第 35 号） 

（30）環境基本法 （平成 30 年 6 月改正 法律第 50 号） 

（31）火薬類取締法 （令和元年 6 月改正 法律第 37 号） 

（32）大気汚染防止法 （平成 29 年 6 月改正 法律第 45 号） 

（33）騒音規制法 （平成 26 年 6 月改正 法律第 72 号） 

（34）水質汚濁防止法 （平成 29 年 6 月改正 法律第 45 号） 

（35）湖沼水質保全特別措置法 （平成 26 年 6 月改正 法律第 72 号） 

（36）振動規制法 （平成 26 年 6 月改正 法律第 72 号） 

（37）廃棄物の処理及び清掃に関する法律 （令和元年 6 月改正 法律第 37 号） 

（38）文化財保護法 （平成 30 年 6 月改正 法律第 42 号） 

（39）砂利採取法 （平成 30 年 6 月改正 法律第 41 号） 

（40）電気事業法 （平成 30 年 6 月改正 法律第 41 号） 

（41）消防法 （平成 30 年 6 月改正 法律第 67 号） 

（42）測量法 （令和元年 6 月改正 法律第 37 号） 

（43）建築基準法 （令和元年 6 月改正 法律第 37 号） 

（44）都市公園法 （平成 29 年 5 月改正 法律第 26 号） 

（45）建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成 26 年 6 月改正 法律第 55 号） 

（46）土壌汚染対策法 （平成 29 年 6 月改正 法律第 45 号） 

（47）駐車場法 （平成 29 年 5 月改正 法律第 26 号） 

（48）海上交通安全法 （平成 28 年 5 月改正 法律第 42 号） 

（49）海上衝突予防法 （平成 15 年 6 月改正 法律第 63 号） 

（50）海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律 （令和元年 5 月改正 法律第 18 号） 

（51）船員法 （平成 30 年 6 月改正 法律第 41 号） 

（52）船舶職員及び小型船舶操縦者法 （平成 30 年 6 月改正 法律第 59 号） 

（53）船舶安全法 （平成 29 年 5 月改正 法律第 41 号） 

（54）自然環境保全法 （平成 31 年 4 月改正 法律第 20 号） 

（55）自然公園法 （令和元年 6 月改正 法律第 37 号） 

（56）公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律（令和元年 6 月改正 法律第 37 号） 

（57）国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（平成 27 年 9 月改正 法律第 66 号） 

（58）河川法施行法 （平成 11 年 12 月改正 法律第 160 号） 

（59）技術士法 （令和元年 6 月改正 法律第 37 号） 

（60）漁業法 （令和元年 5 月改正 法律第 1 号） 

（61）空港法 （令和元年 6 月改正 法律第 37 号） 
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（62）計量法 （平成 26 年 6 月改正 法律第 69 号） 

（63）厚生年金保険法 （平成 30 年 7 月改正 法律第 71 号） 

（64）航路標識法 （平成 28 年 5 月改正 法律第 42 号） 

（65）資源の有効な利用の促進に関する法律 （平成 26 年 6 月改正 法律第 69 号） 

（66）最低賃金法 （平成 24 年 4 月改正 法律第 27 号） 

（67）職業安定法 （平成 30 年 7 月改正 法律第 71 号） 

（68）所得税法 （平成 30 年 6 月改正 法律第 41 号） 

（69）水産資源保護法 （平成 27 年 9 月改正 法律第 70 号） 

（70）船員保険法 （平成 29 年 6 月改正 法律第 52 号） 

（71）著作権法 （平成 30 年 7 月改正 法律第 72 号） 

（72）電波法 （平成 30 年 5 月改正 法律第 24 号） 

（73）土砂等を運搬する大型自動車による交通事故の防止等に関する特別措置法（平成 27 年 6 月

改正 法律第 40 号） 

（74）労働保険の保険料の徴収等に関する法律 （平成 29 年 6 月改正 法律第 45 号） 

（75）農薬取締法 （平成 30 年 6 月改正 法律第 53 号） 

（76）毒物及び劇物取締法 （平成 30 年 6 月改正 法律第 66 号） 

（77）特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律（平成 29 年 5 月改正 法律第 41 号） 

（78）公共工事の品質確保の促進に関する法律 （平成 26 年 6 月改正 法律第 56 号） 

（79）警備業法 （平成 30 年 5 月改正 法律第 33 号） 

（80）行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律（平成 30 年 6 月改正 法律第 41 号） 

（81）高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成 30 年 6 月改正 法律第 67 号） 

（82）福岡市関係条例 

（83）水道法（令和元年 10 月改正 法律第 92 号） 

 

２．受注者は、諸法令を遵守し、これに違反した場合発生するであろう責務が、発注者に及ばないよ

うにしなければならない。 

３．受注者は、当該工事の計画、契約図面、仕様書及び契約そのものが第１項の諸法令に照らし不適

当であったり、矛盾していることが判明した場合には、速やかに監督職員と協議しなければならな

い。 

 

１－１－40 官公庁等への手続等 

１．受注者は、工事期間中、関係官公庁及びその他の関係機関との連絡を保たなければならない。 

２．受注者は、工事施工にあたり受注者の行うべき関係官公庁及びその他の関係機関への届出等を、

法令、条例または設計図書の定めにより実施しなければならない。 

３．受注者は、諸手続きにおいて許可、承諾等を得たときは、その書面を監督職員に提示しなければ

ならない。 

なお、監督職員から請求があった場合は、写しを提出しなければならない。 

４．受注者は、手続きに許可承諾条件がある場合これを遵守しなければならない。なお、受注者は、

許可承諾内容が設計図書に定める事項と異なる場合、監督職員と協議しなければならない。 

５．受注者は、工事の施工にあたり、地域住民との間に紛争が生じないように努めなければならな

い。 

６．受注者は、地元関係者等から工事の施工に関して苦情があり、受注者が対応すべき場合は誠意を

（62）計量法 （平成 26 年 6 月改正 法律第 69 号） 

（63）厚生年金保険法 （平成 30 年 7 月改正 法律第 71 号） 

（64）航路標識法 （平成 28 年 5 月改正 法律第 42 号） 

（65）資源の有効な利用の促進に関する法律 （平成 26 年 6 月改正 法律第 69 号） 

（66）最低賃金法 （平成 24 年 4 月改正 法律第 27 号） 

（67）職業安定法 （令和元年 6 月改正 法律第 37 号） 

（68）所得税法 （令和元年 6 月改正 法律第 28 号） 

（69）水産資源保護法 （平成 30 年 12 月改正 法律第 95 号） 

（70）船員保険法 （令和元年 5 月改正 法律第 9 号） 

（71）著作権法 （平成 30 年 7 月改正 法律第 72 号） 

（72）電波法 （令和元年 6 月改正 法律第 23 号） 

（73）土砂等を運搬する大型自動車による交通事故の防止等に関する特別措置法（令和元年 6 月改

正 法律第 20 号） 

（74）労働保険の保険料の徴収等に関する法律 （平成 29 年 6 月改正 法律第 45 号） 

（75）農薬取締法 （平成 30 年 6 月改正 法律第 53 号） 

（76）毒物及び劇物取締法 （平成 30 年 6 月改正 法律第 66 号） 

（77）特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律（平成 29 年 5 月改正 法律第 41 号） 

（78）公共工事の品質確保の促進に関する法律 （令和元年 6 月改正 法律第 35 号） 

（79）警備業法 （令和元年 6 月改正 法律第 37 号） 

（80）行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律（令和元年 6 月改正 法律第 37 号） 

（81）高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成 30 年 6 月改正 法律第 67 号） 

（82）福岡市関係条例 

（83）水道法（令和元年 10 月改正 法律第 92 号） 

 

２．受注者は、諸法令を遵守し、これに違反した場合発生するであろう責務が、発注者に及ばないよ

うにしなければならない。 

３．受注者は、当該工事の計画、契約図面、仕様書及び契約そのものが第１項の諸法令に照らし不適

当であったり、矛盾していることが判明した場合には、速やかに監督職員と協議しなければならな

い。 

 

１－１－41 官公庁等への手続等 

１．受注者は、工事期間中、関係官公庁及びその他の関係機関との連絡を保たなければならない。 

２．受注者は、工事施工にあたり受注者の行うべき関係官公庁及びその他の関係機関への届出等を、

法令、条例または設計図書の定めにより実施しなければならない。 

３．受注者は、諸手続きにおいて許可、承諾等を得たときは、その書面を監督職員に提示しなければ

ならない。 

なお、監督職員から請求があった場合は、写しを提出しなければならない。 

４．受注者は、手続きに許可承諾条件がある場合これを遵守しなければならない。なお、受注者は、

許可承諾内容が設計図書に定める事項と異なる場合、監督職員と協議しなければならない。 

５．受注者は、工事の施工にあたり、地域住民との間に紛争が生じないように努めなければならな

い。 

６．受注者は、地元関係者等から工事の施工に関して苦情があり、受注者が対応すべき場合は誠意を
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７．受注者は、関係官公庁及びその他の関係機関、地域住民等と工事の施工上必要な交渉を、自らの

責任において行わなければならない。受注者は、交渉に先立ち、監督職員に連絡の上、これらの交

渉にあたっては誠意をもって対応しなければならない。 

８．受注者は、前項までの交渉等の内容は、後日紛争とならないよう文書で取り交わす等明確にして

おくとともに、状況を随時監督職員に報告し、指示があればそれに従うものとする。 

 

１－１－41 施工時期及び施工時間の変更 

１．受注者は、設計図書に施工時間が定められている場合で、その時間を変更する必要がある場合

は、あらかじめ監督職員と協議するものとする。 

２．受注者は、設計図書に施工時間が定められていない場合で、官公庁の休日または夜間に、作業を

行うにあたっては、事前にその理由を監督職員に連絡しなければならない。 

  ただし、現道上の工事については、書面により提出しなければならない。 

 

１－１－42 工事測量 

１．受注者は、工事着手後速やかに測量を実施し、測量標（仮ＢＭ）、工事用多角点の設置及び用地

境界、中心線、縦断、横断等を確認しなければならない。測量結果が設計図書に示されている数値

と差異を生じた場合は監督職員に測量結果を速やかに提出し指示を受けなければならない。なお、

測量標（仮ＢＭ）及び多角点を設置するための基準となる点の選定は、監督職員の指示を受けなけ

ればならない。また、受注者は、測量結果を監督職員に提出しなければならない。 

２．受注者は、工事施工に必要な仮水準点、多角点、基線、法線、境界線の引照点等を設置し、施工

期間中適宜これらを確認し、変動や損傷のないよう努めければならない。 

変動や損傷が生じた場合、監督職員に報告し、ただちに水準測量、多角測量等を実施し、仮の水

準点、多角点、引照点等を復元しなければならない。 

３．受注者は、用地幅杭、測量標（仮ＢＭ）、工事用多角点及び重要な工事用測量標を移設してはな

らない。ただし、これを存置することが困難な場合は、監督職員の承諾を得て移設することができ

る。また、用地幅杭が現存しない場合は、監督職員と協議しなければならない。なお、移設する場

合は、隣接土地所有者との間に紛争等が生じないようにしなければならない。 

４．受注者は、丁張、その他工事施工の基準となる仮設標識を、設置しなければならない。 

５．受注者は、工事の施工にあたり、損傷を受けるおそれのある杭または障害となる杭の設置換え、

移設及び復元を含めて、発注者の設置した既存杭の保全に対して責任を負わなければならない。 

６．水準測量及び水深測量は、設計図書に定められている基準高あるいは工事用基準面を基準として

行うものとする。 

 

１－１－43 提出書類 

１．受注者は、提出書類を工事請負契約関係の書式集等に基づいて、監督職員に提出しなければなら

ない。これに定めのないものは、監督職員の指示する様式によらなければならない。 

２．契約約款第９条第５項に規定する「設計図書に定めるもの」とは請負代金額に係わる請求書、代

金代理受領承諾申請書、遅延利息請求書、監督職員に関する措置請求に係わる書類及びその他現場

説明の際指定した書類をいう。 

 

１－１－44 不可抗力による損害 

１．受注者は、災害発生後直ちに被害の詳細な状況を把握し、当該被害が契約約款第 29 条の規定の適 

７．受注者は、関係官公庁及びその他の関係機関、地域住民等と工事の施工上必要な交渉を、自らの

責任において行わなければならない。受注者は、交渉に先立ち、監督職員に連絡の上、これらの交

渉にあたっては誠意をもって対応しなければならない。 

８．受注者は、前項までの交渉等の内容は、後日紛争とならないよう文書で取り交わす等明確にして

おくとともに、状況を随時監督職員に報告し、指示があればそれに従うものとする。 

 

１－１－42 施工時期及び施工時間の変更 

１．受注者は、設計図書に施工時間が定められている場合で、その時間を変更する必要がある場合

は、あらかじめ監督職員と協議するものとする。 

２．受注者は、設計図書に施工時間が定められていない場合で、官公庁の休日または夜間に、作業を

行うにあたっては、事前にその理由を監督職員に連絡しなければならない。 

  ただし、現道上の工事については、書面により提出しなければならない。 

 

１－１－43 工事測量 

１．受注者は、工事着手後速やかに測量を実施し、測量標（仮ＢＭ）、工事用多角点の設置及び用地

境界、中心線、縦断、横断等を確認しなければならない。測量結果が設計図書に示されている数値

と差異を生じた場合は監督職員に測量結果を速やかに提出し指示を受けなければならない。なお、

測量標（仮ＢＭ）及び多角点を設置するための基準となる点の選定は、監督職員の指示を受けなけ

ればならない。また、受注者は、測量結果を監督職員に提出しなければならない。 

２．受注者は、工事施工に必要な仮水準点、多角点、基線、法線、境界線の引照点等を設置し、施工

期間中適宜これらを確認し、変動や損傷のないよう努めければならない。 

変動や損傷が生じた場合、監督職員に報告し、ただちに水準測量、多角測量等を実施し、仮の水

準点、多角点、引照点等を復元しなければならない。 

３．受注者は、用地幅杭、測量標（仮ＢＭ）、工事用多角点及び重要な工事用測量標を移設してはな

らない。ただし、これを存置することが困難な場合は、監督職員の承諾を得て移設することができ

る。また、用地幅杭が現存しない場合は、監督職員と協議しなければならない。なお、移設する場

合は、隣接土地所有者との間に紛争等が生じないようにしなければならない。 

４．受注者は、丁張、その他工事施工の基準となる仮設標識を、設置しなければならない。 

５．受注者は、工事の施工にあたり、損傷を受けるおそれのある杭または障害となる杭の設置換え、

移設及び復元を含めて、発注者の設置した既存杭の保全に対して責任を負わなければならない。 

６．水準測量及び水深測量は、設計図書に定められている基準高あるいは工事用基準面を基準として

行うものとする。 

 

１－１－44 提出書類 

１．受注者は、提出書類を工事請負契約関係の書式集等に基づいて、監督職員に提出しなければなら

ない。これに定めのないものは、監督職員の指示する様式によらなければならない。 

２．契約約款第９条第５項に規定する「設計図書に定めるもの」とは請負代金額に係わる請求書、代

金代理受領承諾申請書、遅延利息請求書、監督職員に関する措置請求に係わる書類及びその他現場

説明の際指定した書類をいう。 

 

１－１－45 不可抗力による損害 

１．受注者は、災害発生後直ちに被害の詳細な状況を把握し、当該被害が契約約款第 29 条の規定の適 
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用を受けると思われる場合には、直ちに工事災害通知書を監督職員を通じて発注者に通知しなければ

ならない。 

２．契約約款第 29 条第１項に規定する「設計図書で基準を定めたもの」とは、以下の各号に掲げる

ものをいう。 

（１）波浪、高潮に起因する場合 

波浪、高潮が想定している設計条件以上または周辺状況から判断してそれと同等以上と認め

られる場合 

（２）降雨に起因する場合 

以下のいずれかに該当する場合とする。 

① 24 時間雨量（任意の連続 24 時間における雨量をいう。）が 80mm 以上 

② １時間雨量（任意の 60 分における雨量をいう。）が 20mm 以上 

③ 連続雨量（任意の 72 時間における雨量をいう。）が 150 ㎜以上 

  ④ その他設計図書で定めた基準 

（３）強風に起因する場合 

最大風速（10 分間の平均風速で最大のものをいう）が 15m/秒以上あった場合 

（４）河川沿いの施設にあたっては、河川のはん濫注意水位以上、またはそれに準ずる出水により

発生した場合 

（５）地震、津波、豪雪に起因する場合周囲の状況により判断し、相当の範囲にわたって他の一般

物件にも被害を及ぼしたと認められる場合 

３．契約約款第 29 条第２項に規定する「受注者が善良な管理者の注意義務を怠ったことに基づくも

の」とは、設計図書及び契約約款第 26 条に規定する予防措置を行ったと認められないもの及び災害

の一因が施工不良等、受注者の責によるとされるものをいう。 

 

１－１－45 特許権等 

１．受注者は、特許権等を使用する場合、設計図書に特許権等の対象である旨明示が無く、その使用

に関した費用負担を契約約款第８条に基づき発注者に求める場合、権利を有する第三者と使用条件

の交渉を行う前に、監督職員と協議しなければならない。 

２．受注者は、業務の遂行により発明または考案したときは、これを保全するために必要な措置を講

じ、出願及び権利の帰属等については、発注者と協議しなければならない。 

３．発注者が、引渡を受けた契約の目的物が著作権法（平成 30 年 7 月改正 法律第 72 号第 2 条第 1 項

第 1 号）に規定される著作物に該当する場合は、当該著作物の著作権は発注者に帰属するものとす

る。 

なお、前項の規定により出願及び権利等が発注者に帰属する著作物については、発注者はこれを

自由に加除または編集して利用することができる。 

 

１－１－46 保険の付保及び事故の補償 

１．受注者は、残存爆発物があると予測される区域で工事に従事する作業船及びその乗組員並びに陸

上建設機械等及びその作業員に設計図書に定める水雷保険、傷害保険及び動産総合保険を付保しな

ければならない。 

２．受注者は、作業船、ケーソン等を回航する場合、回航保険を付保しなければならない。 

３．受注者は、雇用保険法、労働者災害補償保険法、健康保険法及び厚生年金保険法の規定により、

雇用者等の雇用形態に応じ、雇用者等を被保険者とするこれらの保険に加入しなければならない。 

用を受けると思われる場合には、直ちに工事災害通知書を監督職員を通じて発注者に通知しなければ

ならない。 

２．契約約款第 29 条第１項に規定する「設計図書で基準を定めたもの」とは、以下の各号に掲げる

ものをいう。 

（１）波浪、高潮に起因する場合 

波浪、高潮が想定している設計条件以上または周辺状況から判断してそれと同等以上と認め

られる場合 

（２）降雨に起因する場合 

以下のいずれかに該当する場合とする。 

① 24 時間雨量（任意の連続 24 時間における雨量をいう。）が 80mm 以上 

② １時間雨量（任意の 60 分における雨量をいう。）が 20mm 以上 

③ 連続雨量（任意の 72 時間における雨量をいう。）が 150 ㎜以上 

  ④ その他設計図書で定めた基準 

（３）強風に起因する場合 

最大風速（10 分間の平均風速で最大のものをいう）が 15m/秒以上あった場合 

（４）河川沿いの施設にあたっては、河川のはん濫注意水位以上、またはそれに準ずる出水により

発生した場合 

（５）地震、津波、豪雪に起因する場合周囲の状況により判断し、相当の範囲にわたって他の一般

物件にも被害を及ぼしたと認められる場合 

３．契約約款第 29 条第２項に規定する「受注者が善良な管理者の注意義務を怠ったことに基づくも

の」とは、設計図書及び契約約款第 26 条に規定する予防措置を行ったと認められないもの及び災害

の一因が施工不良等、受注者の責によるとされるものをいう。 

 

１－１－46 特許権等 

１．受注者は、特許権等を使用する場合、設計図書に特許権等の対象である旨明示が無く、その使用

に関した費用負担を契約約款第８条に基づき発注者に求める場合、権利を有する第三者と使用条件

の交渉を行う前に、監督職員と協議しなければならない。 

２．受注者は、業務の遂行により発明または考案したときは、これを保全するために必要な措置を講

じ、出願及び権利の帰属等については、発注者と協議しなければならない。 

３．発注者が、引渡を受けた契約の目的物が著作権法（平成 30 年 7 月改正 法律第 72 号第 2 条第 1 項

第 1 号）に規定される著作物に該当する場合は、当該著作物の著作権は発注者に帰属するものとす

る。 

なお、前項の規定により出願及び権利等が発注者に帰属する著作物については、発注者はこれを

自由に加除または編集して利用することができる。 

 

１－１－47 保険の付保及び事故の補償 

１．受注者は、残存爆発物があると予測される区域で工事に従事する作業船及びその乗組員並びに陸

上建設機械等及びその作業員に設計図書に定める水雷保険、傷害保険及び動産総合保険を付保しな

ければならない。 

２．受注者は、作業船、ケーソン等を回航する場合、回航保険を付保しなければならない。 

３．受注者は、雇用保険法、労働者災害補償保険法、健康保険法及び厚生年金保険法の規定により、

雇用者等の雇用形態に応じ、雇用者等を被保険者とするこれらの保険に加入しなければならない。 
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４．受注者は、雇用者等の業務に関して生じた負傷、疾病、死亡及びその他の事故に対して責任をも

って適正な補償をしなければならない。 

５．受注者は、建設業退職金共済制度に該当する場合は同制度に加入し、その掛金収納書（発注者

用）を工事請負契約締結後原則１ヶ月以内に、発注者に提出しなければならない。ただし、中小企

業退職金共済法において除外されるものは、免除されるものとするが建設業退職金共済制度に係る

報告書は、工事請負契約締結後、１ヶ月以内及び工事完成時（完了届提出時）に発注者に提出しな

ければならない。なお、掛金収納書を提出できない場合は（例：工事契約締結当初は、工事製作の

段階であるため、建退共制度の対象労働者を雇用しないこと等）についても、免除される場合と同

様の取扱とする。また、受注者は建設業退職金共済制度に加入した場合は、共済証紙の購入及び共

済証紙受払簿を作成し、監督職員から共済証紙受払簿の提出を求められた場合は、速やかに提出し

なければならない。 

 

１－１－47 臨機の措置 

１．受注者は、災害防止等のため必要があると認めるときは、臨機の措置をとらなければならない。

また、受注者は、措置をとった場合には、その内容を直ちに監督職員に通知しなければならない。 

２．監督職員は、暴風、豪雨、洪水、高潮、地震、津波、地すべり、落盤、火災、騒乱、暴動その他

自然的または人為的事象(以下「天災等」という。)に伴い、工事目的物の品質・出来形の確保及び

工期の遵守に重大な影響があると認められるときは、受注者に対して臨機の措置をとることを請求

することができる。 

 

１－１－48 創意工夫 

受注者は、自ら立案実施した創意工夫や技術力に関する項目または、地域社会への貢献として、特

に評価出来る項目について、工事完成時までに監督職員の指示する所定の様式により、監督職員に提

出する事が出来る。 

４．受注者は、雇用者等の業務に関して生じた負傷、疾病、死亡及びその他の事故に対して責任をも

って適正な補償をしなければならない。 

５．受注者は、建設業退職金共済制度に該当する場合は同制度に加入し、その掛金収納書（発注者

用）を工事請負契約締結後原則１ヶ月以内（電子申請方式による場合にあっては、工事請負契約締

結後原則４０日以内）に、発注者に提出しなければならない。ただし、中小企業退職金共済法にお

いて除外されるものは、免除されるものとするが建設業退職金共済制度の掛金収納書は、工事請負

契約締結後、１ヶ月以内及び工事完成時（完成通知書提出時）に発注者に提出しなければならな

い。なお、掛金収納書を提出できない場合は（例：工事契約締結当初は、工事製作の段階であるた

め、建退共制度の対象労働者を雇用しないこと等）についても、免除される場合と同様の取扱とす

る。また、受注者は建設業退職金共済制度に加入した場合は、共済証紙の購入及び共済証紙受払簿

を作成し、監督職員から共済証紙受払簿の提出を求められた場合は、速やかに提出しなければなら

ない。 

 

１－１－48 臨機の措置 

１．受注者は、災害防止等のため必要があると認めるときは、臨機の措置をとらなければならない。

また、受注者は、措置をとった場合には、その内容を直ちに監督職員に通知しなければならない。 

２．監督職員は、暴風、豪雨、洪水、高潮、地震、津波、地すべり、落盤、火災、騒乱、暴動その他

自然的または人為的事象(以下「天災等」という。)に伴い、工事目的物の品質・出来形の確保及び

工期の遵守に重大な影響があると認められるときは、受注者に対して臨機の措置をとることを請求

することができる。 

 

１－１－49 創意工夫 

受注者は、自ら立案実施した創意工夫や技術力に関する項目または、地域社会への貢献として、特

に評価出来る項目について、工事完成時までに監督職員の指示する所定の様式により、監督職員に提

出する事が出来る。 
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４．鉄鋼スラグは、硫黄分による黄濁水が流出せず、かつ、細長いあるいは偏平なもの、ごみ、泥、

有機物などを有害量含まないものとする。その種類と用途は表２－９によるものとする。また、単

粒度製鋼スラグ、クラッシャラン製鋼スラグ及び水硬性粒度調整鉄鋼スラグの粒度規格、及び環境

安全品質基準は JIS A 5015（道路用鉄鋼スラグ）によるものとし、その他は砕石の粒度に準ずるも

のとする。 

 

表２－９ 鉄鋼スラグの種類と主な用途 

名   称 呼び名 用   途 

単粒度製鋼スラグ ＳＳ 加熱アスファルト混合物用 

クラッシャラン製鋼スラグ ＣＳＳ 瀝青安定処理(加熱混合)用 

粒度調整鉄鋼スラグ ＭＳ 上層路盤材 

水硬性粒度調整鉄鋼スラグ ＨＭＳ 上層路盤材 

クラッシャラン鉄鋼スラグ ＣＳ 下層路盤材 

 

 

５．路盤材に用いる鉄鋼スラグは、表２－10 の規格に適合するものとする。 

 

表２－10 鉄鋼スラグの規格 

呼び名 
修 正 
ＣＢＲ 
（％） 

一軸圧縮 
強  さ 

MPa 

単位容積 
重  量 

Kg/l 

呈色判定 
試  験 

水 浸 
膨張比 
（％） 

エージング 
期   間 

ＭＳ 80 以上 － 1.5 以上 呈色なし 1.5 以下 ６ヶ月以上 

ＨＭＳ 80 以上 1.2 以上 1.5 以上 呈色なし 1.5 以下 ６ヶ月以上 

ＣＳ 30 以上 － － 呈色なし 1.5 以下 ６ヶ月以上 

［注 1］呈色判定は、高炉除令スラグを用いた鉄鋼スラグに適用する。 

［注 2］水浸膨張比は、製鋼スラグを用いた鉄鋼スラグに適用する。 

    ［注 3］エージングとは高炉徐冷スラグの黄濁水発生防止や製鋼スラグの膨張性安定化を目

的とし、冷却固化した高炉徐冷スラグ及び製鋼スラグを破砕後、空気及び水と反応

させる処理をいう。エージング方法には、空気及び水による通常エージングと温水

または蒸気による促進エージングがある。 

    ［注 4］エージング期間は、製鋼スラグを用いた鉄鋼スラグの通常エージングに適用する。

ただし、電気炉スラグを３ヶ月以上通常エージングした後の水浸膨張比が 0.6％以

下となる場合及び製鋼スラグを促進エージングした場合は、施工実績などを参考に

し、膨張性が安定したことを十分確認してエージング期間を短縮することができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．鉄鋼スラグは、硫黄分による黄濁水が流出せず、かつ、細長いあるいは偏平なもの、ごみ、泥、

有機物などを有害量含まないものとする。その種類と用途は表２－９によるものとする。また、単

粒度製鋼スラグ、クラッシャラン製鋼スラグ及び水硬性粒度調整鉄鋼スラグの粒度規格、及び環境

安全品質基準は JIS A 5015（道路用鉄鋼スラグ）によるものとし、その他は砕石の粒度に準ずるも

のとする。 

 

表２－９ 鉄鋼スラグの種類と主な用途 

名   称 呼び名 用   途 

単粒度製鋼スラグ ＳＳ 加熱アスファルト混合物用 

クラッシャラン製鋼スラグ ＣＳＳ 瀝青安定処理(加熱混合)用 

粒度調整鉄鋼スラグ ＭＳ 上層路盤材 

水硬性粒度調整鉄鋼スラグ ＨＭＳ 上層路盤材 

クラッシャラン鉄鋼スラグ ＣＳ 下層路盤材 

 

 

５．路盤材に用いる鉄鋼スラグは、表２－10 の規格に適合するものとする。 

 

表２－10 鉄鋼スラグの規格 

呼び名 
修 正 
ＣＢＲ 
（％） 

一軸圧縮 
強  さ 

MPa 

単位容積 
重  量 

Kg/L 

呈色判定 
試  験 

水 浸 
膨張比 
（％） 

エージング 
期   間 

ＭＳ 80 以上 － 1.5 以上 呈色なし 1.0 以下 ６ヶ月以上 

ＨＭＳ 80 以上 1.2 以上 1.5 以上 呈色なし 1.0 以下 ６ヶ月以上 

ＣＳ 30 以上 － － 呈色なし 1.0 以下 ６ヶ月以上 

試験法 E001 E003 A023 E002 E004 － 

［注 1］呈色判定は、高炉除令スラグを用いた鉄鋼スラグに適用する。 

［注 2］水浸膨張比は、製鋼スラグを用いた鉄鋼スラグに適用する。 

    ［注 3］エージングとは高炉徐冷スラグの黄濁水発生防止や製鋼スラグの膨張性安定化を目

的とし、冷却固化した高炉徐冷スラグ及び製鋼スラグを破砕後、空気及び水と反応

させる処理をいう。エージング方法には、空気及び水による通常エージングと温水

または蒸気による促進エージングがある。 

    ［注 4］エージング期間は、製鋼スラグを用いた鉄鋼スラグの通常エージングに適用する。

ただし、電気炉スラグを３ヶ月以上通常エージングした後の水浸膨張比が 0.6％以

下となる場合及び製鋼スラグを促進エージングした場合は、施工実績などを参考に

し、膨張性が安定したことを十分確認してエージング期間を短縮することができる。 
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第９節 セメント及び混和材料 

 

２－９－１ 一般事項 

１．工事に使用するセメントは、普通ポルトランドセメントを使用するものとし、他のセメント及び

混和材料を使用する場合は、設計図書によらなければならない。 

２．受注者は、セメントを防湿的な構造を有するサイロまたは倉庫に、品種別に区分して貯蔵しなけ

ればならない。 

３．受注者は、セメントを貯蔵するサイロに、底にたまって出ない部分ができないような構造としな

ければならない。 

４．受注者は、貯蔵中に塊状になったセメントを用いてはならない。また、湿気をうけた疑いのある

セメント、その他異常を認めたセメントの使用にあたっては、これを用いる前に試験を行い、その

品質を確かめなければならない。ただし、保管期間が長期にわたると品質が変動する可能性がある

ので、長期間貯蔵したセメントは使用してはならない。 

５．受注者は、セメントの貯蔵にあたって温度、湿度が過度に高くならないようにしなければならな

い。 

６．受注者は、混和剤に、ごみ、その他の不純物が混入しないよう、液状の混和剤は分離したり変質

したり凍結しないよう、また、粉末状の混和剤は吸湿したり固結したりしないように、これを貯蔵

しなければならない。 

７．受注者は、貯蔵中に前項に示す分離・変質等が生じた混和剤やその他異常を認めた混和剤につい

て、これらを用いる前に試験を行い、性能が低下していないことを確かめなければならない。ただ

し、保管期間が長期にわたると品質が変動する可能性があるので、長期間貯蔵したセメントは使用

してはならない。 

８．受注者は、混和材を防湿的なサイロまたは、倉庫等に品種別に区分して貯蔵し、入荷の順にこれ

を用いなければならない。 

９．受注者は、貯蔵中に吸湿により固結した混和材、その他異常を認めた混和材の使用にあたって、

これを用いる前に試験を行い、その品質を確かめなければならない。ただし、保管期間が長期にわ

たると品質が変動する可能性があるので、長期間貯蔵したセメントは使用してはならない。 

 

第９節 セメント及び混和材料 

 

２－９－１ 一般事項 

１．工事に使用するセメントは、普通ポルトランドセメントを使用するものとし、他のセメント及び

混和材料を使用する場合は、設計図書によらなければならない。 

２．受注者は、セメントを防湿的な構造を有するサイロまたは倉庫に、品種別に区分して貯蔵しなけ

ればならない。 

３．受注者は、セメントを貯蔵するサイロに、底にたまって出ない部分ができないような構造としな

ければならない。 

４．受注者は、貯蔵中に塊状になったセメントを用いてはならない。また、湿気をうけた疑いのある

セメント、その他異常を認めたセメントの使用にあたっては、これを用いる前に試験を行い、その

品質を確かめなければならない。ただし、保管期間が長期にわたると品質が変動する可能性がある

ので、長期間貯蔵したセメントは使用してはならない。 

５．受注者は、セメントの貯蔵にあたって温度、湿度が過度に高くならないようにしなければならな

い。 

６．受注者は、混和剤に、ごみ、その他の不純物が混入しないよう、液状の混和剤は分離したり変質

したり凍結しないよう、また、粉末状の混和剤は吸湿したり固結したりしないように、これを貯蔵

しなければならない。 

７．受注者は、貯蔵中に前項に示す分離・変質等が生じた混和剤やその他異常を認めた混和剤につい

て、これらを用いる前に試験を行い、性能が低下していないことを確かめなければならない。ただ

し、保管期間が長期にわたると品質が変動する可能性があるので、長期間貯蔵した混和剤は使用し

てはならない。 

８．受注者は、混和材を防湿的なサイロまたは、倉庫等に品種別に区分して貯蔵し、入荷の順にこれ

を用いなければならない。 

９．受注者は、貯蔵中に吸湿により固結した混和材、その他異常を認めた混和材の使用にあたって、

これを用いる前に試験を行い、その品質を確かめなければならない。ただし、保管期間が長期にわ

たると品質が変動する可能性があるので、長期間貯蔵した混和材は使用してはならない。 
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６．グースアスファルトに用いるアスファルトは表２－23 に示す硬質アスファルトに用いるアスファ

ルトの規格に適合するものとする。 

７．グースアスファルトは、表２－22 に示す硬質アスファルトの規格に適合とするものとする。 

 

２－11－２ その他の瀝青材料 

その他の瀝青材料は、以下の規格に適合するものとする。 

JIS A 6005（アスファルトルーフィングフェルト） 

JIS K 2439（クレオソート油、加工タール、タールピッチ） 

 

２－11－３ 再生用添加剤 

再生用添加剤の品質は、労働安全衛生法施行令（平成 30 年 6 月 8 日改正 政令第 184 号）に規定さ

れている特定化学物質を含まないものとし、表２－25、２－26、２－27 の規格に適合するものとする。 

 

表２－25 再生用添加剤の品質（エマルジョン系） 

路上表層再生用 

項    目  単 位  規 格 値  試 験 方 法  

粘    度  ( 2 5℃ )  S FS  1 5～ 8 5  舗 装 調 査 ･試 験 法 便 覧 A 0 72  

蒸  発  残  留  分  ％  6 0 以 上  〃      A 0 7 9  

蒸
発
残
留
物 

引   火   点   ( C O C)  ℃  2 0 0 以 上      〃      A 0 4 5  

粘      度   ( 6 0℃ )  mm 2/S 5 0～ 3 00      〃      A 0 5 1  

薄 膜 加 熱 後 の 粘 度 比 ( 6 0℃ )   2 以 下      〃      A 0 4 6  

薄 膜 加 熱 質 量 変 化 率  ％  6 . 0 以 下      〃      A 0 4 6  

 

 

表２－26 再生用添加剤の品質（オイル系） 

路上表層再生用 

項    目  単 位  規 格 値  試 験 方 法  

引    火    点 ( C O C )  ℃  2 0 0 以 上  舗 装 調 査 ･試 験 法 便 覧 A 0 45  

粘        度 ( 6 0℃ )  mm 2/S 5 0～ 3 00  〃     A 0 5 1  

薄 膜 加 熱 後 の 粘 度 比 ( 6 0℃ )   2 以 下  〃     A 0 4 6  

薄 膜 加 熱 質 量 変 化 率  ％  6 . 0 以 下  〃     A 0 4 6  

 

 

 

 

 

 

 

 

６．グースアスファルトに用いるアスファルトは表２－23 に示す硬質アスファルトに用いるアスファ

ルトの規格に適合するものとする。 

７．グースアスファルトは、表２－22 に示す硬質アスファルトの規格に適合とするものとする。 

 

２－11－２ その他の瀝青材料 

その他の瀝青材料は、以下の規格に適合するものとする。 

JIS A 6005（アスファルトルーフィングフェルト） 

JIS K 2439（クレオソート油、加工タール、タールピッチ） 

 

２－11－３ 再生用添加剤 

再生用添加剤の品質は、労働安全衛生法施行令（令和元年 6 月改正 政令第 19 号）に規定されてい

る特定化学物質を含まないものとし、表２－25、２－26、２－27 の規格に適合するものとする。 

 

表２－25 再生用添加剤の品質（エマルジョン系） 

路上表層再生用 

項    目  単 位  規 格 値  試 験 方 法  

粘    度  ( 2 5℃ )  S FS  1 5～ 8 5  舗 装 調 査 ･試 験 法 便 覧 A 0 72  

蒸  発  残  留  分  ％  6 0 以 上  〃      A 0 7 9  

蒸
発
残
留
物 

引   火   点   ( C O C)  ℃  2 0 0 以 上      〃      A 0 4 5  

粘      度   ( 6 0℃ )  mm 2/S 5 0～ 3 00      〃      A 0 5 1  

薄 膜 加 熱 後 の 粘 度 比 ( 6 0℃ )   2 以 下      〃      A 0 4 6  

薄 膜 加 熱 質 量 変 化 率  ％  6 . 0 以 下      〃      A 0 4 6  

 

 

表２－26 再生用添加剤の品質（オイル系） 

路上表層再生用 

項    目  単 位  規 格 値  試 験 方 法  

引    火    点 ( C O C )  ℃  2 0 0 以 上  舗 装 調 査 ･試 験 法 便 覧 A 0 45  

粘        度 ( 6 0℃ )  mm 2/S 5 0～ 3 00  〃     A 0 5 1  

薄 膜 加 熱 後 の 粘 度 比 ( 6 0℃ )   2 以 下  〃     A 0 4 6  

薄 膜 加 熱 質 量 変 化 率  ％  6 . 0 以 下  〃     A 0 4 6  
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第 14 節 塗  料 

 

２－14－１ 一般事項 

１．受注者は、JIS の規格に適合する塗料を使用するものとし、また、希釈剤は塗料と同一製造者の

製品を使用するものとする。 

２．受注者は、塗料は工場調合したものを用いなければならない。 

３．さび止めに使用する塗料は、油性系さび止め塗料とするものとする。 

４．道路標識の支柱のさび止め塗料もしくは、下塗り塗料については以下の規格に適合したものとす

る。 

JIS K 5621（一般用さび止めペイント） 

JIS K 5674（鉛・クロムフリーさび止めペイント） 

５．受注者は、塗料を直射日光を受けない場所に保管し、その取扱いは関係諸法令及び諸法規を遵守

しなければならない。 

 

６．塗料の有効期限は、ジンクリッチペイントは、製造後６ヵ月以内、その他の塗料は製造後 12 ヵ

月以内とするものとし、受注者は、有効期限を経過した塗料は使用してはならない。 

 

 

第 15 節 道路標識及び区画線 

 

２－15－１ 道路標識 

標示板、支柱、補強材、取付金具、反射シートの品質は、以下の規格に適合するものとする。 

（１）標示板 

JIS G 3131（熱間圧延軟鋼板及び鋼帯） 

JIS G 3141（冷間圧延鋼板及び鋼帯） 

JIS K 6744（ポリ塩化ビニル被覆金属板） 

JIS H 4000（アルミニウム及びアルミニウム合金の板及び条） 

JIS K 6718-1（プラスチック－メタクリル樹脂板－タイプ、寸法及び特性－第 1 部：キャスト板） 

JIS K 6718-2（プラスチック－メタクリル樹脂板－タイプ、寸法及び特性－第 2 部：押出板） 

ガラス繊維強化プラスチック板（Ｆ．Ｒ．Ｐ） 

（２）支柱 

JIS G 3452（配管用炭素鋼鋼管） 

JIS G 3444（一般構造用炭素鋼鋼管） 

JIS G 3192（熱間圧延形鋼の形状、寸法、質量、及びその許容差） 

JIS G 3101（一般構造用圧延鋼材） 

（３）補強材及び取付金具 

JIS G 3101（一般構造用圧延鋼材） 

JIS G 3131（熱間圧延軟鋼板及び鋼帯） 

JIS G 3141（冷間圧延鋼板及び鋼帯） 

JIS H 4100（アルミニウム及びアルミニウム合金押出形材） 

（４）反射シート 

標示板に使用する反射シートは、ガラスビーズをプラスチックの中に封入したレンズ型反射シート 

第 14 節 塗  料 

 

２－14－１ 一般事項 

１．受注者は、JIS の規格に適合する塗料を使用するものとし、また、希釈剤は塗料と同一製造者の

製品を使用するものとする。 

２．受注者は、塗料は工場調合したものを用いなければならない。 

３．さび止めに使用する塗料は、油性系さび止め塗料とするものとする。 

４．道路標識の支柱のさび止め塗料もしくは、下塗り塗料については以下の規格に適合したものとす

る。 

JIS K 5621（一般用さび止めペイント） 

JIS K 5674（鉛・クロムフリーさび止めペイント） 

５．受注者は、塗料を直射日光を受けない場所に保管し、その取扱いは関係諸法令及び諸法規を遵守

しなければならない。 

 

６．塗料の有効期限は、ジンクリッチペイントは、製造後６ヵ月以内、その他の塗料は製造後 12 ヵ

月以内とするものとし、受注者は、有効期限を経過した塗料は使用してはならない。 

 

 

第 15 節 道路標識及び区画線 

 

２－15－１ 道路標識 

標示板、支柱、補強材、取付金具、反射シートの品質は、以下の規格に適合するものとする。 

（１）標示板 

JIS G 3131（熱間圧延軟鋼板及び鋼帯） 

JIS G 3141（冷間圧延鋼板及び鋼帯） 

JIS K 6744（ポリ塩化ビニル被覆金属板） 

JIS H 4000（アルミニウム及びアルミニウム合金の板及び条） 

JIS K 6718-1（プラスチック－メタクリル樹脂板－タイプ、寸法及び特性－第 1 部：キャスト板） 

JIS K 6718-2（プラスチック－メタクリル樹脂板－タイプ、寸法及び特性－第 2 部：押出板） 

ガラス繊維強化プラスチック板（Ｆ．Ｒ．Ｐ） 

（２）支柱 

JIS G 3452（配管用炭素鋼鋼管） 

JIS G 3444（一般構造用炭素鋼鋼管） 

JIS G 3192（熱間圧延形鋼の形状、寸法、質量、及びその許容差） 

JIS G 3101（一般構造用圧延鋼材） 

JIS G 3106 （溶接構造用圧延鋼材） 

JIS G 3136 （建築構造用圧延鋼材） 

（３）補強材及び取付金具 

JIS G 3101（一般構造用圧延鋼材） 

JIS G 3131（熱間圧延軟鋼板及び鋼帯） 

JIS G 3141（冷間圧延鋼板及び鋼帯） 

JIS H 4100（アルミニウム及びアルミニウム合金押出形材） 
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または、空気層の中にガラスビーズをプラスチックで覆ったカプセルレンズ型反射シートとし、そ

の性能は表２－28、２－29 に示す規格以上のものとする。 

また、反射シートは、屋外にさらされても、著しい色の変化、ひび割れ、剥れが生じないものとす

る。 

なお、受注者は、表２－28、２－29 に示した品質以外の反射シートを用いる場合に、受注者は監督

職員の確認を受けなければならない。 

 

表２－28 封入レンズ型反射シートの反射性能 

観測角° 入射角° 白 黄 赤 青 緑 

12’ 

（0.2°） 

5° 70 50 15 4.0 9.0 

30° 30 22 6.0 1.7 3.5 

20’ 

（0.33°） 

5° 50 35 10 2.0 7.0 

30° 24 16 4.0 1.0 3.0 

2° 
5° 5.0 3.0 0.8 0.2 0.6 

30° 2.5 1.5 0.4 0.1 0.3 

［注］試験及び測定方法は、JIS Z 9117（再帰性反射材）による。 

 

 

表２－29 カプセルレンズ型反射シートの反射性能 

観測角° 入射角° 白 黄 赤 青 緑 

12’ 

（0.2°） 

5° 250 170 45 20 45 

30° 150 100 25 11 25 

20’ 

（0.33°） 

5° 180 122 25 14 21 

30° 100 67 14 8.0 12 

2° 
5° 5.0 3.0 0.8 0.3 0.6 

30° 2.5 1.8 0.4 0.1 0.3 

  ［注］試験及び測定方法は、JIS Z 9117（再帰性反射材）による。 

 

２－15－２ 区画線 

区画線の品質は以下の規格に適合するものとする。 

JIS K 5665（路面標示用塗料） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）反射シート 

標示板に使用する反射シートは、ガラスビーズをプラスチックの中に封入したレンズ型反射シート

または、空気層の中にガラスビーズをプラスチックで覆ったカプセルレンズ型反射シートとし、その

性能は表２－28、２－29 に示す規格以上のものとする。 

また、反射シートは、屋外にさらされても、著しい色の変化、ひび割れ、剥れが生じないものとす

る。 

なお、受注者は、表２－28、２－29 に示した品質以外の反射シートを用いる場合に、受注者は監督

職員の確認を受けなければならない。 

 

表２－28 封入レンズ型反射シートの反射性能 

観測角° 入射角° 白 黄 赤 青 緑 

12’ 

（0.2°） 

5° 70 50 15 4.0 9.0 

30° 30 22 6.0 1.7 3.5 

40° 10 7.0 2.0 0.5 1.5 

20’ 

（0.33°） 

5° 50 35 10 2.0 7.0 

30° 24 16 4.0 1.0 3.0 

40° 9.0 6.0 1.8 0.4 1.2 

2° 

5° 5.0 3.0 0.8 0.2 0.6 

30° 2.5 1.5 0.4 0.1 0.3 

40° 1.5 1.0 0.3 0.06 0.2 

［注］試験及び測定方法は、JIS Z 9117（再帰性反射材）による。 

 

表２－29 カプセルレンズ型反射シートの反射性能 

観測角° 入射角° 白 黄 赤 青 緑 

12’ 

（0.2°） 

5° 250 170 45 20 45 

30° 150 100 25 11 25 

40° 110 70 16 8.0 16 

20’ 

（0.33°） 

5° 180 122 25 14 21 

30° 100 57 14 7.0 11 

40° 95 54 13 7.0 11 

2° 

5° 5.0 3.0 0.8 0.2 0.6 

30° 2.5 1.5 0.4 0.1 0.3 

40° 1.5 1.0 0.3 0.06 0.2 

  ［注］試験及び測定方法は、JIS Z 9117（再帰性反射材）による。 

 

２－15－２ 区画線 

区画線の品質は以下の規格に適合するものとする。 

JIS K 5665（路面標示用塗料） 
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第３章 一般施工 

 

 

第１節 適 用 

１．本章は、各工事において共通的に使用する工種、基礎工、石・ブロック積（張）工、一般舗装

工、地盤改良工、工場製品輸送工、構造物撤去工、仮設工その他これらに類する工種について適用

する。 

２．本章に特に定めのない事項については、第２章材料及び第５章無筋、鉄筋コンクリートの規定に

よる。 

 

 

第２節 適用すべき諸基準 

受注者は、設計図書において特に定めのない事項については、以下の基準類による。これにより難

い場合は、監督職員の承諾を得なければならない。 

なお、基準類と設計図書に相違がある場合は、原則として設計図書の規定に従うものとし、疑義が

ある場合は監督職員と協議しなければならない。 

 

日本道路協会 道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編）               （平成 29 年 11 月） 

日本道路協会 道路橋示方書・同解説（Ⅱ鋼橋・鋼部材編）        （平成 29 年 11 月） 

日本道路協会 道路橋示方書・同解説（Ⅳ下部構造編）             （平成 29 年 11 月） 

日本道路橋協会 鋼道路橋施工便覧                      （平成 27 年３月） 

日本道路協会 鋼道路橋防食便覧                        （平成 26 年３月） 

日本道路協会 舗装調査・試験法便覧                                 （平成 19 年６月） 

日本道路協会 アスファルト舗装工事共通仕様書解説              （平成４年 12 月） 

日本道路協会 転圧コンクリート舗装技術指針（案）              （平成２年 11 月） 

建設省 薬液注入工法による建設工事の施工に関する暫定指針          （昭和 49 年７月） 

建設省 薬液注入工事に係る施工管理等について                 （平成２年９月） 

日本薬液注入協会 薬液注入工法の設計・施工指針                （平成元年６月） 

国土交通省 仮締切堤設置基準（案）                           （平成 26 年 12 月一部改正） 

環境庁 水質汚濁に係る環境基準について                   （平成 28年 3月） 

日本道路協会 防護柵の設置基準・同解説                   （平成 28 年 12 月） 

日本道路協会 杭基礎施工便覧                        （平成 27年 3月） 

全国特定法面保護協会 のり枠工の設計施工指針               （平成 25年 10月） 

地盤工学会 グラウンドアンカー設計・施工基準・同解説           （平成 24 年５月） 

日本道路協会 道路土工－軟弱地盤対策工指針               （平成 24 年８月） 

日本道路協会 道路土工要綱                         （平成 21 年６月） 

日本道路協会 道路土工－盛土工指針                      （平成 22 年４

月） 

日本道路協会 切土工・斜面安定工指針                                  （平成 21 年６

月） 

日本道路協会 道路土工－擁壁工指針                     （平成 24 年７

月） 

第３章 一般施工 

 

 

第１節 適 用 

１．本章は、各工事において共通的に使用する工種、基礎工、石・ブロック積（張）工、一般舗装

工、地盤改良工、工場製品輸送工、構造物撤去工、仮設工その他これらに類する工種について適用

する。 

２．本章に特に定めのない事項については、第２章材料及び第５章無筋、鉄筋コンクリートの規定に

よる。 

 

 

第２節 適用すべき諸基準 

受注者は、設計図書において特に定めのない事項については、以下の基準類による。これにより難

い場合は、監督職員の承諾を得なければならない。 

なお、基準類と設計図書に相違がある場合は、原則として設計図書の規定に従うものとし、疑義が

ある場合は監督職員と協議しなければならない。 

 

日本道路協会 道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編）               （平成 29 年 11 月） 

日本道路協会 道路橋示方書・同解説（Ⅱ鋼橋・鋼部材編）        （平成 29 年 11 月） 

日本道路協会 道路橋示方書・同解説（Ⅳ下部構造編）             （平成 29 年 11 月） 

日本道路橋協会 鋼道路橋施工便覧                      （平成 27 年３月） 

日本道路協会 鋼道路橋防食便覧                        （平成 26 年３月） 

日本道路協会 舗装調査・試験法便覧                                   （平成 31 年３月） 

日本道路協会 アスファルト舗装工事共通仕様書解説              （平成４年 12 月） 

日本道路協会 転圧コンクリート舗装技術指針（案）              （平成２年 11 月） 

建設省 薬液注入工法による建設工事の施工に関する暫定指針          （昭和 49 年７月） 

建設省 薬液注入工事に係る施工管理等について                 （平成２年９月） 

日本薬液注入協会 薬液注入工法の設計・施工指針                （平成元年６月） 

国土交通省 仮締切堤設置基準（案）                           （平成 26 年 12 月一部改正） 

環境庁 水質汚濁に係る環境基準について                  （平成 31 年 3 月） 

日本道路協会 防護柵の設置基準・同解説                   （平成 28 年 12 月） 

日本道路協会 杭基礎施工便覧                       （平成 27 年 3 月） 

全国特定法面保護協会 のり枠工の設計施工指針               （平成 25年 10月） 

地盤工学会 グラウンドアンカー設計・施工基準・同解説           （平成 24 年５月） 

日本道路協会 道路土工－軟弱地盤対策工指針               （平成 24 年８月） 

日本道路協会 道路土工要綱                         （平成 21 年６月） 

日本道路協会 道路土工－盛土工指針                      （平成 22 年４

月） 

日本道路協会 切土工・斜面安定工指針                                  （平成 21 年６

月） 

日本道路協会 道路土工－擁壁工指針                     （平成 24 年７

月） 
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日本道路協会 舗装施工便覧                         （平成 18 年２月） 

日本道路協会 鋼管矢板基礎設計施工便覧                   （平成９年 12 月） 

建設省 トンネル工事における可燃性ガス対策について             （昭和 53 年７月） 

建設業労働災害防止協会 ずい道等建設工事における換気技術指針 

（換気技術の設計及び粉じん等の測定）   （平成 24 年３月） 

建設省 道路付属物の基礎について                      （昭和 50 年７月） 

日本道路協会 道路標識設置基準・同解説                  （昭和 62 年１月） 

日本道路協会 視線誘導標設置基準・同解説                 （昭和 59 年 10 月） 

建設省 土木構造物マニュアル（案）〔土木構造物・橋梁編〕         （平成 11 年 11 月） 

建設省 土木構造物マニュアル（案）に係わる設計・施工の手引き（案） 

〔ボックスカルバート・擁壁編〕     （平成 11 年 11 月） 

国土交通省 建設副産物適正処理推進要綱                   （平成 14 年５月） 

厚生労働省 ずい道等建設工事における粉じん対策に関するガイドライン    （平成 29 年６月） 

国土交通省 土木構造物マニュアル（案）〔樋門編〕             （平成 13 年 12 月） 

国土交通省 土木構造物マニュアル（案）に係わる設計・施工の手引き（案） 

（平成 13 年 12 月） 

国土交通省 道路土工構造物技術基準                   （平成 27 年 3 月） 

労働省 騒音障害防止のためのガイドライン                  （平成４年 10 月） 

厚生労働省 手すり先行工法等に関するガイドライン              （平成 21 年４月） 

土木学会 コンクリート標準示方書（規準編）              （平成 30 年 10 月) 

 

 

第３節 共通的工種 

 

３－３－１ 一般事項 

本節は、各工事に共通的に使用する工種として作業土工（床掘り・埋戻し）、矢板工、法枠工、吹

付工、植生工、縁石工、小型標識工、防止柵工、路側防護柵工、区画線工、道路付属物工、桁製作

工、工場塗装工、コンクリート面塗装工、その他これらに類する工種について定める。 

 

３－３－２ 材  料 

１．縁石工で使用するアスカーブの材料は、３－６－３アスファルト舗装の材料の規定による。 

２．縁石工において、縁石材料にコンクリート二次製品を使用する場合は、使用する材料は、２－10

－２セメントコンクリート製品の規定によるものとする。また、長尺物の縁石については JIS A 

5308（レディーミクストコンクリート）に準ずる。 

３．小型標識工に使用する反射シートは、JIS Z 9117（再帰性反射材）または、カプセルレンズ型反

射シートを用いるものとする。 

４．塗装仕上げをする場合の路側防護柵工で使用する材料は、以下によるものとする。 

（１）溶融亜鉛めっき仕上げの場合は、溶融亜鉛めっき法により、亜鉛めっきを施し、その上に工

場にて仕上げ塗装を行わなければならない。この場合受注者は、めっき面に燐酸塩処理などの

下地処理を行わなければならない。 

（２）溶融亜鉛めっき仕上げの場合は、めっき付着量を両面で 275g/㎡以上とし、防錆を施さなけれ

ばならない。ただし、亜鉛めっきが外面のみのパイプを使用する場合、内面を塗装その他の 

日本道路協会 舗装施工便覧                         （平成 18 年２月） 

日本道路協会 鋼管矢板基礎設計施工便覧                   （平成９年 12 月） 

建設省 トンネル工事における可燃性ガス対策について             （昭和 53 年７月） 

建設業労働災害防止協会 ずい道等建設工事における換気技術指針 

（換気技術の設計及び粉じん等の測定）   （平成 24 年３月） 

建設省 道路付属物の基礎について                      （昭和 50 年７月） 

国土交通省 道路標識設置基準                       （令和元年 10 月） 

日本道路協会 視線誘導標設置基準・同解説                 （昭和 59 年 10 月） 

建設省 土木構造物マニュアル（案）〔土木構造物・橋梁編〕         （平成 11 年 11 月） 

建設省 土木構造物マニュアル（案）に係わる設計・施工の手引き（案） 

〔ボックスカルバート・擁壁編〕     （平成 11 年 11 月） 

国土交通省 建設副産物適正処理推進要綱                   （平成 14 年５月） 

厚生労働省 ずい道等建設工事における粉じん対策に関するガイドライン    （平成 29 年６月） 

国土交通省 土木構造物マニュアル（案）〔樋門編〕             （平成 13 年 12 月） 

国土交通省 土木構造物マニュアル（案）に係わる設計・施工の手引き（案） 

（平成 13 年 12 月） 

国土交通省 道路土工構造物技術基準                   （平成 27 年 3 月） 

労働省 騒音障害防止のためのガイドライン                  （平成４年 10 月） 

厚生労働省 手すり先行工法等に関するガイドライン              （平成 21 年４月） 

土木学会 コンクリート標準示方書（規準編）              （平成 30 年 10 月) 

 

 

第３節 共通的工種 

 

３－３－１ 一般事項 

本節は、各工事に共通的に使用する工種として作業土工（床掘り・埋戻し）、矢板工、法枠工、吹

付工、植生工、縁石工、小型標識工、防止柵工、路側防護柵工、区画線工、道路付属物工、桁製作

工、工場塗装工、コンクリート面塗装工、その他これらに類する工種について定める。 

 

３－３－２ 材  料 

１．縁石工で使用するアスカーブの材料は、３－６－３アスファルト舗装の材料の規定による。 

２．縁石工において、縁石材料にコンクリート二次製品を使用する場合は、使用する材料は、２－10

－２セメントコンクリート製品の規定によるものとする。また、長尺物の縁石については JIS A 

5308（レディーミクストコンクリート）に準ずる。 

３．小型標識工に使用する反射シートは、JIS Z 9117（再帰性反射材）または、カプセルレンズ型反

射シートを用いるものとする。 

４．塗装仕上げをする場合の路側防護柵工で使用する材料は、以下によるものとする。 

（１）溶融亜鉛めっき仕上げの場合は、溶融亜鉛めっき法により、亜鉛めっきを施し、その上に工

場にて仕上げ塗装を行わなければならない。この場合受注者は、めっき面に燐酸塩処理などの

下地処理を行わなければならない。 

（２）溶融亜鉛めっき仕上げの場合は、めっき付着量を両面で 275g/㎡以上とし、防錆を施さなけれ

ばならない。ただし、亜鉛めっきが外面のみのパイプを使用する場合、内面を塗装その他の 
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14．受注者は、植生シート工、植生マット工の施工については、以下の各号の規定によらなければな

らない。 

（１）受注者は、シート、マットの境界に隙間が生じないようにしなければならない。 

（２）受注者は、シート、マットが自重により破損しないように、ネットを取付けなければならな 

い。 

15．受注者は、植生筋の施工にあたり、植生筋の切断が生じないように施工しなければならない。 

16．受注者は、植生筋の施工にあたり、帯の間隔を一定に保ち整然と施工しなければならない。 

17．受注者は、植生穴の施工にあたり、あらかじめマークした位置に、所定の径と深さとなるように

削孔しなければならない。 

18．受注者は、植生穴の施工にあたり、法面と同一面まで土砂で転圧し、埋戻さなければならない。 

 

３－３－８ 縁石工 

１．縁石工の施工にあたり、縁石ブロック等は、あらかじめ施工した基盤の上に据付けるものとす

る。敷モルタルの配合は、１：３（セメント：砂）とし、この敷モルタルを基礎上に敷均した後、

縁石ブロツク等を契約図面に定められた線形及び高さに合うよう十分注意して据付けなければなら

ない。 

２．アスカーブの施工については、３－６－７アスファルト舗装工の規定によるものとする。 

３．アスカーブの施工にあたり、アスファルト混合物の舗設は、既設舗層面等が清浄で乾燥している

場合のみ施工するものとする。気温が５℃以下のとき、または雨天時には施工してはならない。 

 

３－３－９ 小型標識工 

１．受注者は、認識上適切な反射特性を持ち、耐久性があり、維持管理が容易な反射材料を用いなけ

ればならない。 

２．受注者は、全面反射の標識を用いるものとするが、警戒標識及び補助標識の黒色部分は無反射と

しなければならない。 

３．受注者は、標示板基板表面を機械的に研磨（サンディング処理）しラッカーシンナーまたは、表

面処理液（弱アルカリ性処理液）で脱脂洗浄を施した後乾燥を行い、反射シートを貼付けるのに最

適な表面状態を保たなければならない。 

４．受注者は、反射シートの貼付けは、真空式加熱圧着機で行なわなければならない。やむを得ず他

の機械で行う場合は、あらかじめ施工計画書にその理由・機械名等を記載し、使用にあたっては、

その性能を十分に確認しなければならない。手作業による貼付けを行う場合は、反射シートが基板

に密着するよう脱脂乾燥を行い、ゴムローラーなどを用い転圧しなければならない。なお、気温が

10℃以下における屋外での貼付け及び 0.5 ㎡以上の貼付けは行ってはならない。 

５．受注者は、重ね貼り方式または、スクリーン印刷方式により、反射シートの貼付けを行わなけれ

ばならない。 

６．受注者は、反射シートの貼付けについて、反射シートの表面のゆがみ、しわ、ふくれのないよう

均一に仕上げなければならない。 

７．受注者は、２枚以上の反射シートを接合して貼付けるか、あるいは、組として使用する場合は、

あらかじめ反射シート相互間の色合わせ（カラーマッチング）を行い、標示板面が日中及び夜間に

均一、かつそれぞれ必要な輝きを有するようにしなければならない。 

８．受注者は、２枚以上の反射シートを接合して使用する場合には、５～10mm 程度重ね合わせなけ

ればならない。 

14．受注者は、植生シート工、植生マット工の施工については、以下の各号の規定によらなければな

らない。 

（１）受注者は、シート、マットの境界に隙間が生じないようにしなければならない。 

（２）受注者は、シート、マットが自重により破損しないように、ネットを取付けなければならな 

い。 

15．受注者は、植生筋の施工にあたり、植生筋の切断が生じないように施工しなければならない。 

16．受注者は、植生筋の施工にあたり、帯の間隔を一定に保ち整然と施工しなければならない。 

17．受注者は、植生穴の施工にあたり、あらかじめマークした位置に、所定の径と深さとなるように

削孔しなければならない。 

18．受注者は、植生穴の施工にあたり、法面と同一面まで土砂で転圧し、埋戻さなければならない。 

 

３－３－８ 縁石工 

１．縁石工の施工にあたり、縁石ブロック等は、あらかじめ施工した基盤の上に据付けるものとす

る。敷モルタルの配合は、１：３（セメント：砂）とし、この敷モルタルを基礎上に敷均した後、

縁石ブロツク等を契約図面に定められた線形及び高さに合うよう十分注意して据付けなければなら

ない。 

２．アスカーブの施工については、３－６－７アスファルト舗装工の規定によるものとする。 

３．アスカーブの施工にあたり、アスファルト混合物の舗設は、既設舗層面等が清浄で乾燥している

場合のみ施工するものとする。気温が５℃以下のとき、または雨天時には施工してはならない。 

 

３－３－９ 小型標識工 

１．受注者は、認識上適切な反射特性を持ち、耐久性があり、維持管理が容易な反射材料を用いなけ

ればならない。 

２．受注者は、全面反射の標識を用いるものとするが、警戒標識及び補助標識の黒色部分は無反射と

しなければならない。 

３．受注者は、標示板基板表面をサンドペーパーや機械的により研磨（サンディング処理）しラッカ

ーシンナーまたは、表面処理液（弱アルカリ性界面活性剤）で脱脂洗浄を施した後乾燥を行い、反

射シートを貼付けるのに最適な表面状態を保たなければならない。 

４．受注者は、反射シートの貼付けは、真空式加熱圧着機で行なわなければならない。やむを得ず他

の機械で行う場合は、あらかじめ施工計画書にその理由・機械名等を記載し、使用にあたっては、

その性能を十分に確認しなければならない。手作業による貼付けを行う場合は、反射シートが基板

に密着するよう脱脂乾燥を行い、ゴムローラーなどを用い転圧しなければならない。なお、気温が

10℃以下における屋外での貼付け及び 0.5 ㎡以上の貼付けは行ってはならない。 

５．受注者は、重ね貼り方式または、スクリーン印刷方式により、反射シートの貼付けを行わなけれ

ばならない。印刷乾燥後は色むら・にじみ・ピンホールなどが無いことを確認しなければならな

い。また、必要がある場合はインク保護などを目的とした、クリアーやラミネート加工を行うもの

とする。 

６．受注者は、反射シートの貼付けについて、反射シートの表面のゆがみ、しわ、ふくれのないよう

均一に仕上げなければならない。 

７．受注者は、２枚以上の反射シートを接合して貼付けるか、あるいは、組として使用する場合は、

あらかじめ反射シート相互間の色合わせ（カラーマッチング）を行い、標示板面が日中及び夜間に

均一、かつそれぞれ必要な輝きを有するようにしなければならない。 

９．受注者は、スクリーン印刷方式で標示板を製作する場合には、印刷した反射シート表面に、クリ ８．受注者は、２枚以上の反射シートを接合して使用する場合には、５～10mm 以上重ね合わせなけれ 
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アー処理を施さなければならない。ただし、黒色の場合は、クリアー処理の必要はないものとする。 

10．受注者は、素材加工に際し、縁曲げ加工をする標示板については、基板の端部を円弧に切断し、

グラインダなどで表面を滑らかにしなければならない。 

11．受注者は、取付け金具及び板表面の補強金具（補強リブ）すべてを工場において溶接により取付

けるものとし、現場で取付けてはならない。 

12．受注者は、標示板の素材に鋼板を用いる場合には、塗装に先立ち脱錆（酸洗い）などの下地処理

を行った後、燐酸塩被膜法などによる錆止めを施さなければならない。 

13．受注者は、支柱素材についても本条 12 項と同様の方法で錆止めを施すか、錆止めペイントによ

る錆止め塗装を施さなければならない。 

14．受注者は、支柱の上塗り塗装につや、付着性及び塗膜硬度が良好で長期にわたって変色、退色し

ないものを用いなければならない。 

15．受注者は、支柱用鋼管及び取付け鋼板などに溶融亜鉛めっきする場合、その付着量を JIS H 

8641（溶融亜鉛めっき）２種の（HDZ55）550g/㎡（片面の付着量）以上としなければならない。た

だし、厚さ 3.2mm 以上、6mm 未満の鋼材については 2 種（HDZ45）450g/㎡以上、厚さ 3.2mm 未満の

鋼材については２種（HDZ35）350g/㎡（片面の付着量）以上としなければならない。 

16．受注者は、防錆処理にあたり、その素材前処理、めっき及び後処理作業を JIS H 8641（溶融亜

鉛めっき）の規定により行わなければならない。なお、ネジ部はめっき後ネジさらい、または遠心

分離をしなければならない。 

17．受注者は、めっき後加工した場合、鋼材の表面の水分、油分などの付着物を除去し、入念な清掃

後にジンクリッチ塗装で現場仕上げを行わなければならない。 

18．ジンクリッチ塗装用塗料は、亜鉛粉末の無機質塗料として塗装は２回塗りで 400～500g/㎡、ま

たは塗装厚は２回塗りで、40～50μm としなければならない。 

19．ジンクリッチ塗装の塗り重ねは、塗装１時間以上経過後に先に塗布した塗料が乾燥状態になって

いることを確認して行わなければならない。 

 

３－３－10 防止柵工 

１．受注者は、防止柵を設置する場合、現地の状況により、位置に支障があるときまたは、位置が明

示されていない場合には、設計図書に関して監督職員と協議しなければならない。 

２．受注者は、支柱の施工にあたって、地下埋設物に破損や障害を発生させないようにするとともに

既設舗装に悪影響をおよぼさないよう施工しなければならない。 

３．塗装を行わずに、亜鉛めっき地肌のままの部材等を使用する場合に受注者は、ケーブル以外は成

形加工後、溶融亜鉛めっきを JIS H 8641（溶融亜鉛めっき）２種（HDZ35）の 350g/㎡（片面付着

量）以上となるよう施工しなければならない。 

 

３－３－11 路側防護柵工 

１．受注者は、土中埋込み式の支柱を打込み機、オーガーボーリングなどを用いて堅固に建て込まな

ければならない。この場合受注者は、地下埋設物に破損や障害が発生させないようにすると共に既

設舗装に悪影響を及ぼさないよう施工しなければならない。 

２．受注者は、支柱の施工にあたって設置穴を掘削して埋戻す方法で土中埋込み式の支柱を建て込む

場合、支柱が沈下しないよう穴の底部を締固めておかなければならない。 

３．受注者は、支柱の施工にあたって橋梁、擁壁、函渠などのコンクリートの中に防護柵を設置する

場合、設計図書に定められた位置に支障があるときまたは、位置が明示されていない場合、設計図 

ばならない。 

９．受注者は、スクリーン印刷方式で標示板を製作する場合には、印刷した反射シート表面に、クリ

アー処理を施さなければならない。ただし、黒色の場合は、クリアー処理の必要はないものとす

る。 

10．受注者は、素材加工に際し、縁曲げ加工をする標示板については、基板の端部を円弧に切断し、

グラインダなどで表面を滑らかにしなければならない。 

11．受注者は、取付け金具及び板表面の補強金具（補強リブ）すべてを工場において溶接により取付

けるものとし、現場で取付けてはならない。 

12．受注者は、標示板の素材に鋼板を用いる場合には、塗装に先立ち脱錆（酸洗い）などの下地処理

を行った後、燐酸塩被膜法などによる錆止めを施さなければならない。 

13．受注者は、支柱素材についても本条 12 項と同様の方法で錆止めを施すか、錆止めペイントによ

る錆止め塗装を施さなければならない。 

14．受注者は、支柱の上塗り塗装につや、付着性及び塗膜硬度が良好で長期にわたって変色、退色し

ないものを用いなければならない。 

15．受注者は、支柱用鋼管及び取付鋼板などに溶融亜鉛めっきする場合、その付着量を JIS H 8641

（溶融亜鉛めっき）２種の（HDZ55）550g/㎡（片面の付着量）以上としなければならない。ただ

し、厚さ 3.2mm 以上、6mm 未満の鋼材については 2 種（HDZ45）450g/㎡以上、厚さ 3.2mm 未満の鋼

材については２種（HDZ35）350g/㎡（片面の付着量）以上としなければならない。 

16．受注者は、防錆処理にあたり、その素材前処理、めっき及び後処理作業を JIS H 8641（溶融亜

鉛めっき）の規定により行わなければならない。なお、ネジ部はめっき後ネジさらい、または遠心

分離をしなければならない。 

17．受注者は、めっき後加工した場合、鋼材の表面の水分、油分などの付着物を除去し、入念な清掃

後にジンクリッチ塗装で現場仕上げを行わなければならない。 

18．ジンクリッチ塗装用塗料は、亜鉛粉末の無機質塗料として塗装は２回塗りで 400～500g/㎡、ま

たは塗装厚は２回塗りで、40～50μm としなければならない。 

19．ジンクリッチ塗装の塗り重ねは、塗装１時間以上経過後に先に塗布した塗料が乾燥状態になって

いることを確認して行わなければならない。 

 

３－３－10 防止柵工 

１．受注者は、防止柵を設置する場合、現地の状況により、位置に支障があるときまたは、位置が明

示されていない場合には、設計図書に関して監督職員と協議しなければならない。 

２．受注者は、支柱の施工にあたって、地下埋設物に破損や障害を発生させないようにするとともに

既設舗装に悪影響をおよぼさないよう施工しなければならない。 

３．塗装を行わずに、亜鉛めっき地肌のままの部材等を使用する場合に受注者は、ケーブル以外は成

形加工後、溶融亜鉛めっきを JIS H 8641（溶融亜鉛めっき）２種（HDZ35）の 350g/㎡（片面付着

量）以上となるよう施工しなければならない。 

 

３－３－11 路側防護柵工 

１．受注者は、土中埋込み式の支柱を打込み機、オーガーボーリングなどを用いて堅固に建て込まな

ければならない。この場合受注者は、地下埋設物に破損や障害が発生させないようにすると共に既

設舗装に悪影響を及ぼさないよう施工しなければならない。 

２．受注者は、支柱の施工にあたって設置穴を掘削して埋戻す方法で土中埋込み式の支柱を建て込む
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所定の位置に設置できない場合は、設計図書に関して監督職員と協議しなければならない。 

６．受注者は、道路鋲を設置する際は、設計図書に定められた位置に設置しなければならないが、設

置位置が明示されていない場合は、設計図書に関して監督職員と協議しなければならない。 

 

３－３－14 桁製作工 

１．製作加工については、以下の規定によるものとする。 

（１）原寸 

① 受注者は、工作に着手する前に原寸図を作成し、図面の不備や製作上に支障がないかどうか

を確認しなければならない。 

ただし、コンピュータによる原寸システム等を使用する場合で、原寸図を用いずに図面の

不備や製作上の問題点を確認できる場合は、原寸図の作成を省略するものとする。 

② 受注者は、原寸図の一部または全部を省略する場合は、設計図書に関して監督職員の承諾を

得なければならない。 

③ 原寸図を作成する場合、受注者は、JIS B 7512（鋼製巻尺）の 1 級に合格した鋼製巻尺を使

用しなければならない。なお、これによりがたい場合は、設計図書に関して監督職員の承諾

を得なければならない。 

④ 受注者は、現場と工場の鋼製巻尺の使用にあたって、温度補正を行わなければならない。 

なお、桁に鋼製巻尺を添わせる場合には、桁と同温度とみなせるため温度補正の必要はない。 

（２）工作 

① 受注者は、主要部材の板取りにあたっては、主たる応力の方向と圧延方向とが一致すること

を確認しなければならない。 

ただし、圧延直角方向で JIS G 3106（溶接構造用圧延鋼材）の機械的性質を満足する場合

や、連結板などの溶接されない部材について板取りする場合は、この限りではない。 

なお、板取りに関する資料を保管し、監督職員または検査員からの請求があった場合は、速

やかに提示しなければならない。 

② 受注者は、けがきにあたって、完成後も残るような場所にはタガネ・ポンチ傷をつけてはな

らない。 

③ 受注者は、主要部材の切断を自動ガス切断法、プラズマアーク切断法またはレーザー切断法

により行わなければならない。また、フィラー・タイプレート、形鋼、板厚 10 ㎜以下のガセ

ット・プレート及び補剛材等は、せん断により切断してよいが、切断線に肩落ち、かえり、不

揃い等のある場合は縁削りまたはグラインダ仕上げを行って平滑に仕上げるものとする。 

④ 受注者は、塗装等の防錆・防食を行う部材において組立てた後に自由縁となる部材の角は面

取りを行うものとし、半径２mm 以上の曲面仕上げを行うものとする。 

⑤ 受注者は、鋼材の切断面の表面の粗さを、50μm 以下にしなければならない。 

⑥ 受注者は、孔あけにあたって、設計図書に示す径にドリルまたはドリルとリーマ通しの併用

により行わなければならない。ただし、二次部材（道示による）で板厚 16mm 以下の材片は、

押抜きにより行うことができる。 

また、仮組立時以前に主要部材に設計図書に示す径を孔あけする場合は、ＮＣ穿孔機または

型板を使用するものとする。 

なお、孔あけによって孔の周辺に生じたまくれは削り取るものとする。 

⑦ 受注者は、主要部材において冷間曲げ加工を行う場合、内側半径は板厚の 15 倍以上にしなければ

ならない。なお、これにより難い場合は、設計図書に関して監督職員の承諾を得なければ 

５．受注者は、距離標を設置する際は、設計図書に定められた位置に設置しなければならないが、設

置位置が明示されていない場合には、左側に設置しなければならない。ただし、障害物などにより

所定の位置に設置できない場合は、設計図書に関して監督職員と協議しなければならない。 

６．受注者は、道路鋲を設置する際は、設計図書に定められた位置に設置しなければならないが、設

置位置が明示されていない場合は、設計図書に関して監督職員と協議しなければならない。 

 

３－３－14 桁製作工 

１．製作加工については、以下の規定によるものとする。 

（１）原寸 

① 受注者は、工作に着手する前にコンピューターによる原寸システム等により図面の不備や製

作上に支障がないかどうかを確認しなければならない。 

② 受注者は、上記①においてコンピューターによる原寸システム等を使用しない場合は、監督

職員の承諾を得なければならない。 

③ 原寸図を作成する場合、受注者は、JIS B 7512（鋼製巻尺）の 1 級に合格した鋼製巻尺を使

用しなければならない。なお、これによりがたい場合は、設計図書に関して監督職員の承諾

を得なければならない。 

④ 受注者は、現場と工場の鋼製巻尺の使用にあたって、温度補正を行わなければならない。 

なお、桁に鋼製巻尺を添わせる場合には、桁と同温度とみなせるため温度補正の必要はない。 

（２）工作 

① 受注者は、主要部材の板取りにあたっては、主たる応力の方向と圧延方向とが一致すること

を確認しなければならない。 

ただし、圧延直角方向で JIS G 3106（溶接構造用圧延鋼材）の機械的性質を満足する場合

や、連結板などの溶接されない部材について板取りする場合は、この限りではない。 

なお、板取りに関する資料を保管し、監督職員または検査員からの請求があった場合は、速

やかに提示しなければならない。 

② 受注者は、けがきにあたって、完成後も残るような場所にはタガネ・ポンチ傷をつけてはな

らない。 

③ 受注者は、主要部材の切断を自動ガス切断法、プラズマアーク切断法またはレーザー切断法

により行わなければならない。また、フィラー・タイプレート、形鋼、板厚 10 ㎜以下のガセ

ット・プレート及び補剛材等は、せん断により切断してよいが、切断線に肩落ち、かえり、不

揃い等のある場合は縁削りまたはグラインダ仕上げを行って平滑に仕上げるものとする。 

④ 受注者は、塗装等の防錆・防食を行う部材において組立てた後に自由縁となる部材の角は面

取りを行うものとし、半径２mm 以上の曲面仕上げを行うものとする。 

⑤ 受注者は、鋼材の切断面の表面の粗さを、50μm 以下にしなければならない。 

⑥ 受注者は、孔あけにあたって、設計図書に示す径にドリルまたはドリルとリーマ通しの併用

により行わなければならない。ただし、二次部材（道示による）で板厚 16mm 以下の材片は、

押抜きにより行うことができる。 

また、仮組立時以前に主要部材に設計図書に示す径を孔あけする場合は、ＮＣ穿孔機または

型板を使用するものとする。 

なお、孔あけによって孔の周辺に生じたまくれは削り取るものとする。 

⑦ 受注者は、主要部材において冷間曲げ加工を行う場合、内側半径は板厚の 15 倍以上にしなければ

ならない。なお、これにより難い場合は、設計図書に関して監督職員の承諾を得なければ 
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（１）受注者は、鋼管杭及びＨ鋼杭の現場継手を溶接継手による場合については、アーク溶接継手

とし、現場溶接に際しては溶接工の選定及び溶接の管理、指導、検査及び記録を行う溶接施工

管理技術者を常駐させるとともに、以下の規定による。 

（２）受注者は、鋼管杭及びＨ鋼杭の溶接は、JIS Z 3801（手溶接技術検定における試験方法及び

判定基準）に定められた試験のうち、その作業に該当する試験（または同等以上の検定試験）

に合格した者でかつ現場溶接の施工経験が６ヶ月以上の者に行わさせなければならない。ただ

し半自動溶接を行う場合は、JIS Z 3841（半自動溶接技術検定における試験方法及び判定基

準）に定められた試験の種類のうち、その作業に該当する試験（またはこれと同等以上の検定

試験）に合格した者でなければならない。 

（３）鋼管杭及びＨ鋼杭の溶接に従事する溶接工は資格証明書を常携し、監督職員が資格証明書の

提示を求めた場合は、これに応じなければならない。 

   なお、受注者は、溶接工の作業従事者の名簿を施工計画書に記載しなければならない。 

（４）受注者は、鋼管杭及びＨ鋼杭の溶接には直流または交流アーク溶接機を用いるものとし、二

次側に電流計、電圧計を備えておき、溶接作業場にて電流調節が可能でなければならない。 

（５）受注者は、降雪雨時、強風時に露天で鋼管杭及びＨ鋼杭の溶接作業を行ってはならない。風

は、セルフシールドアーク溶接の場合には 10m/sec 以内、ガスシールドアーク溶接の場合には

2m/sec 以内とする。ただし、作業が可能なように、遮へいした場合等には、設計図書に関し

て監督職員の承諾を得て作業を行うことができる。また、気温が５℃以下の時は溶接を行って

はならない。ただし、気温が－10～＋５℃の場合で、溶接部から 100mm 以内の部分がすべて＋

36℃以上に予熱した場合は施工できる。 

（６）受注者は、鋼管杭及びＨ鋼杭の溶接部の表面のさび、ごみ、泥土等の有害な付着物をワイヤ

ブラシ等でみがいて清掃し、乾燥させなければならない。 

（７）受注者は、鋼管杭の上杭の建込みにあたっては、上下軸が一致するように行い、表３－13

の許容値を満足するように施工しなければならない。 

なお、測定は、上杭の軸方向を直角に近い異なる二方向から行わなければならない。 

 

表３－13 現場円周溶接部の目違いの許容値 

外  径 許 容 値 摘  要 

700 ㎜未満 ２㎜以下 
上ぐいと下ぐいの外周長の差で表
し、その差を２㎜×π以下とする 

700 ㎜以上 1016 ㎜以下 ３㎜以下 
上ぐいと下ぐいの外周長の差で表
し、その差を３㎜×π以下とする 

1016 ㎜を超え 1524 ㎜以下 ４㎜以下 
上ぐいと下ぐいの外周長の差で表
し、その差を４㎜×π以下とする 

 

（８）受注者は、鋼管杭及びＨ鋼杭の溶接完了後、溶接箇所について、欠陥の有無の確認を行わな

ければならない。なお、確認の結果、発見された欠陥のうち手直しを要するものについては、

グラインダまたはガウジングなどで完全にはつりとり、再溶接して補修しなければならない。 

（９）受注者は、斜杭の場合の鋼杭及びＨ鋼杭の溶接にあたり、自重により継手が引張りをうける

側から開始しなければならない。 

（10）受注者は、本項（７）及び（８）のほか、杭の現場溶接継手に関する溶接条件、溶接作業、

検査結果等の記録を整備及び保管し、監督職員の請求があった場合は、速やかに提示するとと

もに、工事完成時に監督職員へ提出しなければならない。 

（１）受注者は、鋼管杭及びＨ鋼杭の現場継手を溶接継手による場合については、アーク溶接継手

とし、現場溶接に際しては溶接工の選定及び溶接の管理、指導、検査及び記録を行う溶接施工

技術者を常駐させるとともに、以下の規定による。 

（２）受注者は、鋼管杭及びＨ鋼杭の溶接は、JIS Z 3801（手溶接技術検定における試験方法及び

判定基準）に定められた試験のうち、その作業に該当する試験（または同等以上の検定試験）

に合格した者でかつ現場溶接の施工経験が６ヶ月以上の者に行わさせなければならない。ただ

し半自動溶接を行う場合は、JIS Z 3841（半自動溶接技術検定における試験方法及び判定基

準）に定められた試験の種類のうち、その作業に該当する試験（またはこれと同等以上の検定

試験）に合格した者でなければならない。 

（３）鋼管杭及びＨ鋼杭の溶接に従事する溶接工は資格証明書を常携し、監督職員が資格証明書の

提示を求めた場合は、これに応じなければならない。 

   なお、受注者は、溶接工の作業従事者の名簿を施工計画書に記載しなければならない。 

（４）受注者は、鋼管杭及びＨ鋼杭の溶接には直流または交流アーク溶接機を用いるものとし、二

次側に電流計、電圧計を備えておき、溶接作業場にて電流調節が可能でなければならない。 

（５）受注者は、降雪雨時、強風時に露天で鋼管杭及びＨ鋼杭の溶接作業を行ってはならない。風

は、セルフシールドアーク溶接の場合には 10m/sec 以内、ガスシールドアーク溶接の場合には

2m/sec 以内とする。ただし、作業が可能なように、遮へいした場合等には、設計図書に関し

て監督職員の承諾を得て作業を行うことができる。また、気温が５℃以下の時は溶接を行って

はならない。ただし、気温が－10～＋５℃の場合で、溶接部から 100mm 以内の部分がすべて＋

36℃以上に予熱した場合は施工できる。 

（６）受注者は、鋼管杭及びＨ鋼杭の溶接部の表面のさび、ごみ、泥土等の有害な付着物をワイヤ

ブラシ等でみがいて清掃し、乾燥させなければならない。 

（７）受注者は、鋼管杭の上杭の建込みにあたっては、上下軸が一致するように行い、表３－13

の許容値を満足するように施工しなければならない。 

なお、測定は、上杭の軸方向を直角に近い異なる二方向から行わなければならない。 

 

表３－13 現場円周溶接部の目違いの許容値 

外  径 許 容 値 摘  要 

700 ㎜未満 ２㎜以下 
上ぐいと下ぐいの外周長の差で表
し、その差を２㎜×π以下とする 

700 ㎜以上 1016 ㎜以下 ３㎜以下 
上ぐいと下ぐいの外周長の差で表
し、その差を３㎜×π以下とする 

1016 ㎜を超え 2000 ㎜以下 ４㎜以下 
上ぐいと下ぐいの外周長の差で表
し、その差を４㎜×π以下とする 

 

（８）受注者は、鋼管杭及びＨ鋼杭の溶接完了後、溶接箇所について、欠陥の有無の確認を行わな

ければならない。なお、確認の結果、発見された欠陥のうち手直しを要するものについては、

グラインダまたはガウジングなどで完全にはつりとり、再溶接して補修しなければならない。 

（９）受注者は、斜杭の場合の鋼杭及びＨ鋼杭の溶接にあたり、自重により継手が引張りをうける

側から開始しなければならない。 

（10）受注者は、本項（７）及び（８）のほか、杭の現場溶接継手に関する溶接条件、溶接作業、

検査結果等の記録を整備及び保管し、監督職員の請求があった場合は、速やかに提示するとと

もに、工事完成時に監督職員へ提出しなければならない。 
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６．受注者は、鋼管矢板の施工にあたり、打込み方法、使用機械等については打込み地点の土質条

件、立地条件、杭の種類に応じたものを選ばなければならない。 

７．受注者は、鋼管矢板の施工にあたり、設計図書に示された深度に達する前に打込み不能となった

場合は、原因を調査するとともに、設計図書に関して監督職員と協議しなければならない。また、

設計図書に示された深度における支持力の測定値が、設計図書に示された支持力に達しない場合

は、設計図書に関して監督職員と協議しなければならない。 

８．受注者は、鋼管矢板の運搬、保管にあたっては、杭の表面、継手、開先部分などに損傷を与えな

いようにしなければならない。また矢板の断面特性を考えて大きなたわみ、変形を生じないように

しなければならない。 

９．受注者は、杭の頭部を切りそろえる場合には、杭の切断面を水平かつ平滑に切断し、鉄筋、ずれ

止めなどを取り付ける時は、確実に施工しなければならない。 

10．受注者は、鋼管矢板の打込みを終わり、切断した残杭を再び使用する場合は、設計図書に関して

監督職員の承諾を得なければならない。 

11．鋼管矢板基礎工において鋼管矢板の溶接を行う場合については、以下の各号の規定によるものと

する。 

（１）受注者は、鋼管矢板の現場継手を溶接継手による場合については、アーク溶接継手とし、現

場溶接に際しては溶接工の選定及び溶接の管理、指導、検査及び記録を行う溶接施工管理技術

者を常駐させなければならない。 

（２）受注者は、鋼管矢板の溶接については、JIS Z 3801（手溶接技術検定における試験方法及び

判定基準）に定められた試験のうち、その作業に該当する試験（または同等以上の検定試験）

に合格した者で、かつ現場溶接の施工経験が６ヶ月以上の者に行わさせなければならない。た

だし半自動溶接を行う場合は、 JIS Z 3841（半自動溶接技術検定における試験方法及び判定

基準）に定められた試験の種類のうち、その作業に該当する試験（またはこれと同等以上の検

定試験）に合格した者でなければならない。 

（３）鋼管矢板の溶接に従事する溶接工は資格証明書を常携し、監督職員が資格証明書の提示を求

めた場合は、これに応じなければならない。 

   なお、受注者は、溶接工の作業従事者の名簿を施工計画書に記載しなければならない。 

（４）受注者は、鋼管矢板の溶接には直流または交流アーク溶接機を用いるものとし、二次側に電

流計、電圧計を備えておき、溶接作業場にて電流調節が可能でなければならない。 

（５）受注者は、降雪雨時、強風時に露天で鋼管杭及びＨ鋼杭の溶接作業を行ってはならない。た

だし、作業が可能なように、遮へいした場合等には、設計図書に関して監督職員の承諾を得て

作業を行うことができる。また、気温が５℃以下の時は溶接を行ってはならない。ただし、気

温が－10～＋５℃の場合で、溶接部から 100mm 以内の部分がすべて＋36℃以上に予熱した場合

は施工できる。 

（６）受注者は、鋼管矢板の溶接部の表面のさび、ごみ、泥土等の有害な付着物をワイヤブラシ等

でみがいて清掃し、乾燥させなければならない。 

（７）受注者は、鋼管矢板の上杭の建込みにあたっては、上下軸が一致するように行い、表３－14

の許容値を満足するように施工しなければならない。なお、測定は、上杭の軸方向を直角に近

い異なる二方向から行わなければならない。 

 

 

 

６．受注者は、鋼管矢板の施工にあたり、打込み方法、使用機械等については打込み地点の土質条

件、立地条件、杭の種類に応じたものを選ばなければならない。 

７．受注者は、鋼管矢板の施工にあたり、設計図書に示された深度に達する前に打込み不能となった

場合は、原因を調査するとともに、設計図書に関して監督職員と協議しなければならない。また、

設計図書に示された深度における支持力の測定値が、設計図書に示された支持力に達しない場合

は、設計図書に関して監督職員と協議しなければならない。 

８．受注者は、鋼管矢板の運搬、保管にあたっては、杭の表面、継手、開先部分などに損傷を与えな

いようにしなければならない。また矢板の断面特性を考えて大きなたわみ、変形を生じないように

しなければならない。 

９．受注者は、杭の頭部を切りそろえる場合には、杭の切断面を水平かつ平滑に切断し、鉄筋、ずれ

止めなどを取り付ける時は、確実に施工しなければならない。 

10．受注者は、鋼管矢板の打込みを終わり、切断した残杭を再び使用する場合は、設計図書に関して

監督職員の承諾を得なければならない。 

11．鋼管矢板基礎工において鋼管矢板の溶接を行う場合については、以下の各号の規定によるものと

する。 

（１）受注者は、鋼管矢板の現場継手を溶接継手による場合については、アーク溶接継手とし、現

場溶接に際しては溶接工の選定及び溶接の管理、指導、検査及び記録を行う溶接施工技術者を

常駐させなければならない。 

（２）受注者は、鋼管矢板の溶接については、JIS Z 3801（手溶接技術検定における試験方法及び

判定基準）に定められた試験のうち、その作業に該当する試験（または同等以上の検定試験）

に合格した者で、かつ現場溶接の施工経験が６ヶ月以上の者に行わさせなければならない。た

だし半自動溶接を行う場合は、 JIS Z 3841（半自動溶接技術検定における試験方法及び判定

基準）に定められた試験の種類のうち、その作業に該当する試験（またはこれと同等以上の検

定試験）に合格した者でなければならない。 

（３）鋼管矢板の溶接に従事する溶接工は資格証明書を常携し、監督職員が資格証明書の提示を求

めた場合は、これに応じなければならない。 

   なお、受注者は、溶接工の作業従事者の名簿を施工計画書に記載しなければならない。 

（４）受注者は、鋼管矢板の溶接には直流または交流アーク溶接機を用いるものとし、二次側に電

流計、電圧計を備えておき、溶接作業場にて電流調節が可能でなければならない。 

（５）受注者は、降雪雨時、強風時に露天で鋼管杭及びＨ鋼杭の溶接作業を行ってはならない。た

だし、作業が可能なように、遮へいした場合等には、設計図書に関して監督職員の承諾を得て

作業を行うことができる。また、気温が５℃以下の時は溶接を行ってはならない。ただし、気

温が－10～＋５℃の場合で、溶接部から 100mm 以内の部分がすべて＋36℃以上に予熱した場合

は施工できる。 

（６）受注者は、鋼管矢板の溶接部の表面のさび、ごみ、泥土等の有害な付着物をワイヤブラシ等

でみがいて清掃し、乾燥させなければならない。 

（７）受注者は、鋼管矢板の上杭の建込みにあたっては、上下軸が一致するように行い、表３－14

の許容値を満足するように施工しなければならない。なお、測定は、上杭の軸方向を直角に近

い異なる二方向から行わなければならない。 
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４．受注者は、舗設に先だって決定した配合の混合物について、混合所で試験練りを行い、設計図書

に示す物性と照合し、異なる場合は、骨材粒度及びアスファルト量の修正を行わなければならな

い。 

５．受注者は、本条４項で修正した配合によって製造した混合物の最初の１日の舗設状況を観察し、

必要な場合には配合を修正し、監督職員の承諾を得て現場配合を決定しなければならない。 

６．橋面防水層の品質規格試験方法は、「道路橋床版防水便覧 第４章４．２照査」（日本道路協

会、平成 19 年３月）の規定による。これにより難い場合は、監督職員の承諾を得なければならな

い。 

 

３－６－３ アスファルト舗装の材料 

１．アスファルト舗装工に使用する材料について、以下は設計図書によらなければならない。 

（１）粒状路盤材、粒度調整路盤材、セメント安定処理に使用するセメント、石灰安定処理に使用

する石灰、加熱アスファルト安定処理・セメント安定処理・石灰安定処理に使用する骨材、加

熱アスファルト安定処理に使用するアスファルト、表層・基層に使用するアスファルト及びア

スファルト混合物の種類 

（２）セメント安定処理・石灰安定処理・加熱アスファルト安定処理に使用する骨材の最大粒径と

品質 

（３）粒度調整路盤材の最大粒径 

（４）石粉以外のフィラーの品質 

２．受注者は、アスファルト混合物事前審査委員会の事前審査で認定された加熱アスファルト混合物

を使用する場合は、事前に認定書（認定証、混合物総括表）の写しを監督職員に提出するものと

し、アスファルト混合物及び混合物の材料に関する品質証明、試験成績表の提出及び試験練りは省

略できる。 

  なお、上記以外の場合においては、以下による。 

３．受注者は、以下の材料の試験結果を、工事に使用する前に監督職員に提出しなければならない。

ただし、（県）技術情報センターにおいて施工の前年度以降（再生材は半年以内）に行った試験成

績書により監督職員が品質の適合を承諾した場合は、受注者は施工ごとの品質試験を省略する事が

できる。 

（１）粒状路盤材及び粒度調整路盤材 

（２）セメント安定処理、石灰安定処理、加熱アスファルト安定処理、基層及び表層に使用する骨                 

材 

（３）加熱アスファルト安定処理、基層及び表層に使用するアスファルトコンクリート再生骨材 

４．受注者は、使用する以下の材料の試験成績書を工事に使用する前に監督職員に提出しなければな

らない。 

（１）セメント安定処理に使用するセメント 

（２）石灰安定処理に使用する石灰 

５．受注者は、使用する以下の材料の品質を証明する資料を工事に使用する前に監督職員に提出しな

ければならない。 

（１）加熱アスファルト安定処理、基層及び表層に使用するアスファルト 

（２）再生用添加剤 

（３）プライムコート及びタックコートに使用する瀝青材料 

なお、製造後 60 日を経過した材料は、品質が規格に適合するかどうかを確認するものとす

４．受注者は、舗設に先立って決定した配合の混合物について、混合所で試験練りを行い、設計図書

に示す物性と照合し、異なる場合は、骨材粒度及びアスファルト量の修正を行わなければならな

い。 

５．受注者は、本条４項で修正した配合によって製造した混合物の最初の１日の舗設状況を観察し、

必要な場合には配合を修正し、監督職員の承諾を得て現場配合を決定しなければならない。 

６．橋面防水層の品質規格試験方法は、「道路橋床版防水便覧 第４章４．２照査」（日本道路協

会、平成 19 年３月）の規定による。これにより難い場合は、監督職員の承諾を得なければならな

い。 

 

３－６－３ アスファルト舗装の材料 

１．アスファルト舗装工に使用する材料について、以下は設計図書によらなければならない。 

（１）粒状路盤材、粒度調整路盤材、セメント安定処理に使用するセメント、石灰安定処理に使用

する石灰、加熱アスファルト安定処理・セメント安定処理・石灰安定処理に使用する骨材、加

熱アスファルト安定処理に使用するアスファルト、表層・基層に使用するアスファルト及びア

スファルト混合物の種類 

（２）セメント安定処理・石灰安定処理・加熱アスファルト安定処理に使用する骨材の最大粒径と

品質 

（３）粒度調整路盤材の最大粒径 

（４）石粉以外のフィラーの品質 

２．受注者は、アスファルト混合物事前審査委員会の事前審査で認定された加熱アスファルト混合物

を使用する場合は、事前に認定書（認定証、混合物総括表）の写しを監督職員に提出するものと

し、アスファルト混合物及び混合物の材料に関する品質証明、試験成績表の提出及び試験練りは省

略できる。 

  なお、上記以外の場合においては、以下による。 

３．受注者は、以下の材料の試験結果を、工事に使用する前に監督職員に提出しなければならない。

ただし、（県）技術情報センターにおいて施工の前年度以降（再生材は半年以内）に行った試験成

績書により監督職員が品質の適合を承諾した場合は、受注者は施工ごとの品質試験を省略する事が

できる。 

（１）粒状路盤材及び粒度調整路盤材 

（２）セメント安定処理、石灰安定処理、加熱アスファルト安定処理、基層及び表層に使用する骨                 

材 

（３）加熱アスファルト安定処理、基層及び表層に使用するアスファルトコンクリート再生骨材 

４．受注者は、使用する以下の材料の試験成績書を工事に使用する前に監督職員に提出しなければな

らない。 

（１）セメント安定処理に使用するセメント 

（２）石灰安定処理に使用する石灰 

５．受注者は、使用する以下の材料の品質を証明する資料を工事に使用する前に監督職員に提出しな

ければならない。 

（１）加熱アスファルト安定処理、基層及び表層に使用するアスファルト 

（２）再生用添加剤 

（３）プライムコート及びタックコートに使用する瀝青材料 

なお、製造後 60 日を経過した材料は、品質が規格に適合するかどうかを確認するものとす
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層路盤面の浮石、その他の有害物を除去し、清掃しなければならない。 

２．受注者は、アスファルト舗装工、コンクリート舗装工の表層及び基層の施工に先立って上層路盤

面または基層面の異常を発見したときは、直ちに監督職員に連絡し、設計図書に関して監督職員と

協議しなければならない。 

３．受注者は降雨直後およびコンクリート打設２週間以内は防水層の施工を行ってはならない。ま

た、防水層は気温５℃以下で施工してはならない。 

 

３－６－６ 橋面防水工 

１．橋面防水工に加熱アスファルト混合物を用いて施工する場合は、３－６－７アスファルト舗装工

の規定によるものとする。 

２．橋面防水工にグースアスファルト混合物を用いて施工する場合は、３－６－11 グースアスファ

ルト舗装工の規定によるものとする。 

３．受注者は、橋面防水工に特殊な材料及び工法を用いて施工を行う場合の施工方法は、設計図書に

よらなければならない。 

４．受注者は、橋面防水工の施工にあたっては、「道路橋床版防水便覧 第６章材料・施工」（日本

道路協会、平成 19 年３月）の規定及び３－６－７アスファルト舗装工の規定による。これにより

難い場合は、監督職員の承諾を得なければならない。 

５．受注者は、橋面防水工の施工において、床版面に滞水箇所を発見したときは、速やかに監督職員

に連絡し、排水設備の設置などについて、設計図書に関して監督職員と協議しなければならない。 

 

３－６－７ アスファルト舗装工 

１．受注者は、下層路盤の施工において以下の各規定に従わなければならない。 

（１）受注者は、粒状路盤の敷均しにあたり、材料の分離に注意しながら、一層の仕上がり厚さで

20 ㎝を超えないように均一に敷均さなければならない。 

（２）受注者は、粒状路盤の締固めを行う場合、修正ＣＢＲ試験によって求めた最適含水比付近の

含水比で、締固めなければならない。 

ただし、路床の状態、使用材料の性状等によりこれにより難い場合は、設計図書に関して監

督職員と協議しなければならない。 

２．受注者は、上層路盤の施工において以下の各規定に従わなければならない。 

（１）受注者は、各材料を均一に混合できる設備によって、承諾を得た粒度及び締固めに適した含

水比が得られるように混合しなければならない。 

（２）受注者は、粒度調整路盤材の敷均しにあたり、材料の分離に注意し、一層の仕上がり厚が

15 ㎝以下を標準とし敷均さなければならない。ただし、締固めに振動ローラを使用する場合

には、仕上がり厚の上限を 20 ㎝とすることができる。 

（３）受注者は、粒度調整路盤材の締固めを行う場合、修正ＣＢＲ試験によって求めた最適含水比

付近の含水比で締固めなければならない。 

３．受注者は、路盤においてセメント及び石灰安定処理を行う場合に、以下の各規定に従わなければ

ならない。 

（１）安定処理に使用するセメント量及び石灰量は、設計図書によらなければならない。 

（２）受注者は、施工に先だって、「舗装調査・試験法便覧 」（日本道路協会、平成 19 年６月）

に示される「E013 安定処理混合物の一軸圧縮試験方法」により一軸圧縮試験を行い、使用す

るセメント量及び石灰量について監督職員の承諾を得なければならない。 

層路盤面の浮石、その他の有害物を除去し、清掃しなければならない。 

２．受注者は、アスファルト舗装工、コンクリート舗装工の表層及び基層の施工に先立って上層路盤

面または基層面の異常を発見したときは、直ちに監督職員に連絡し、設計図書に関して監督職員と

協議しなければならない。 

３．受注者は降雨直後およびコンクリート打設２週間以内は防水層の施工を行ってはならない。ま

た、防水層は気温５℃以下で施工してはならない。 

 

３－６－６ 橋面防水工 

１．橋面防水工に加熱アスファルト混合物を用いて施工する場合は、３－６－７アスファルト舗装工

の規定によるものとする。 

２．橋面防水工にグースアスファルト混合物を用いて施工する場合は、３－６－11 グースアスファ

ルト舗装工の規定によるものとする。 

３．受注者は、橋面防水工に特殊な材料及び工法を用いて施工を行う場合の施工方法は、設計図書に

よらなければならない。 

４．受注者は、橋面防水工の施工にあたっては、「道路橋床版防水便覧 第６章材料・施工」（日本

道路協会、平成 19 年３月）の規定及び３－６－７アスファルト舗装工の規定による。これにより

難い場合は、監督職員の承諾を得なければならない。 

５．受注者は、橋面防水工の施工において、床版面に滞水箇所を発見したときは、速やかに監督職員

に連絡し、排水設備の設置などについて、設計図書に関して監督職員と協議しなければならない。 

 

３－６－７ アスファルト舗装工 

１．受注者は、下層路盤の施工において以下の各規定に従わなければならない。 

（１）受注者は、粒状路盤の敷均しにあたり、材料の分離に注意しながら、一層の仕上がり厚さで

20 ㎝を超えないように均一に敷均さなければならない。 

（２）受注者は、粒状路盤の締固めを行う場合、修正ＣＢＲ試験によって求めた最適含水比付近の

含水比で、締固めなければならない。 

ただし、路床の状態、使用材料の性状等によりこれにより難い場合は、設計図書に関して監

督職員と協議しなければならない。 

２．受注者は、上層路盤の施工において以下の各規定に従わなければならない。 

（１）受注者は、各材料を均一に混合できる設備によって、承諾を得た粒度及び締固めに適した含

水比が得られるように混合しなければならない。 

（２）受注者は、粒度調整路盤材の敷均しにあたり、材料の分離に注意し、一層の仕上がり厚が

15 ㎝以下を標準とし敷均さなければならない。ただし、締固めに振動ローラを使用する場合

には、仕上がり厚の上限を 20 ㎝とすることができる。 

（３）受注者は、粒度調整路盤材の締固めを行う場合、修正ＣＢＲ試験によって求めた最適含水比

付近の含水比で締固めなければならない。 

３．受注者は、路盤においてセメント及び石灰安定処理を行う場合に、以下の各規定に従わなければ

ならない。 

（１）安定処理に使用するセメント量及び石灰量は、設計図書によらなければならない。 

（２）受注者は、施工に先立って、「舗装調査・試験法便覧 」（日本道路協会、平成 31 年３月）

に示される「E013 安定処理混合物の一軸圧縮試験方法」により一軸圧縮試験を行い、使用す

るセメント量及び石灰量について監督職員の承諾を得なければならない。 
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（３）セメント量及び石灰量決定の基準とする一軸圧縮強さは、設計図書に示す場合を除き、表３

－24 の規格による。 

ただし、これまでの実績がある場合で、設計図書に示すセメント量及び石灰量の路盤材が、

基準を満足することが明らかであり、監督職員が承諾した場合には、一軸圧縮試験を省略する

ことができる。 

 

表３－24 安定処理路盤の品質規格 

下層路盤 

工 法 機 種 試験項目 試験方法 基準値 

セメント 

安定処理 
－ 

一軸圧縮強さ 

［７日］ 

舗装調査・試験法 

便覧 E013 
0.98MPa 

石  灰 

安定処理 
－ 

一軸圧縮強さ 

［10 日］ 

舗装調査・試験法 

便覧 E013 
0.7MPa 

 

上層路盤 

工 法 機 種 試験項目 試験方法 基準値 

セメント 

安定処理 
－ 

一軸圧縮強さ 

［７日］ 

舗装調査・試験法 

便覧 E013 
2.9MPa 

石  灰 

安定処理 
－ 

一軸圧縮強さ 

［10 日］ 

舗装調査・試験法 

便覧 E013 
0.98MPa 

 

（４）受注者は、「舗装調査・試験法便覧 」（日本道路協会、平成 19 年６月）に示される「F007 

突固め試験方法」によりセメント及び石灰安定処理路盤材の最大乾燥密度を求め、監督職員の

承諾を得なければならない。 

（５）受注者は、監督職員が承諾した場合以外は、気温５℃以下のとき及び雨天時に、施工を行っ

てはならない。 

（６）受注者は、下層路盤の安定処理を施工する場合に、路床の整正を行った後、安定処理をしよ

うとする材料を均一な層状に整形し、その上に本項（２）～（４）により決定した配合量のセ

メントまたは石灰を均一に散布し、混合機械で１～２回空練りした後、最適含水比付近の含水

比になるよう水を加えながら混合しなければならない。 

（７）受注者は、下層路盤の安定処理を行う場合に、敷均した安定処理路盤材を最適含水比付近の

含水比で、締固めなければならない。ただし、路床の状態、使用材料の性状等によりこれによ

りがたい場合は、設計図書に関して監督職員と協議しの承諾を得なければならない。 

（８）受注者は、下層路盤の安定処理を行う場合に、締固め後の１層の仕上がり厚さが 30cm を超

えないように均一に敷均さなければならない。 

（９）受注者は、下層路盤のセメント安定処理を行う場合、締固めは、水を加え、混合後２時間以

内で完了するようにしなければならない。 

（10）上層路盤の安定処理の混合方式は、設計図書によらなければならない。 

（11）受注者は、上層路盤の安定処理を行う場合に、路盤材の分離を生じないよう敷均し、締固め

なければならない。 

（12）受注者は、上層路盤の安定処理を行う場合に、１層の仕上がり厚さは、最小厚さが最大粒径の

３倍以上かつ 10cm 以上、最大厚さの上限は 20cm 以下でなければならない。ただし締固めに 

（３）セメント量及び石灰量決定の基準とする一軸圧縮強さは、設計図書に示す場合を除き、表３

－24 の規格による。 

ただし、これまでの実績がある場合で、設計図書に示すセメント量及び石灰量の路盤材が、

基準を満足することが明らかであり、監督職員が承諾した場合には、一軸圧縮試験を省略する

ことができる。 

 

表３－24 安定処理路盤の品質規格 

下層路盤 

工 法 機 種 試験項目 試験方法 基準値 

セメント 

安定処理 
－ 

一軸圧縮強さ 

［７日］ 

舗装調査・試験法 

便覧 E013 
0.98MPa 

石  灰 

安定処理 
－ 

一軸圧縮強さ 

［10 日］ 

舗装調査・試験法 

便覧 E013 
0.7MPa 

 

上層路盤 

工 法 機 種 試験項目 試験方法 基準値 

セメント 

安定処理 
－ 

一軸圧縮強さ 

［７日］ 

舗装調査・試験法 

便覧 E013 
2.9MPa 

石  灰 

安定処理 
－ 

一軸圧縮強さ 

［10 日］ 

舗装調査・試験法 

便覧 E013 
0.98MPa 

 

（４）受注者は、「舗装調査・試験法便覧 」（日本道路協会、平成 31 年３月）に示される「F007 

突固め試験方法」によりセメント及び石灰安定処理路盤材の最大乾燥密度を求め、監督職員の

承諾を得なければならない。 

（５）受注者は、監督職員が承諾した場合以外は、気温５℃以下のとき及び雨天時に、施工を行っ

てはならない。 

（６）受注者は、下層路盤の安定処理を施工する場合に、路床の整正を行った後、安定処理をしよ

うとする材料を均一な層状に整形し、その上に本項（２）～（４）により決定した配合量のセ

メントまたは石灰を均一に散布し、混合機械で１～２回空練りした後、最適含水比付近の含水

比になるよう水を加えながら混合しなければならない。 

（７）受注者は、下層路盤の安定処理を行う場合に、敷均した安定処理路盤材を最適含水比付近の

含水比で、締固めなければならない。ただし、路床の状態、使用材料の性状等によりこれによ

りがたい場合は、設計図書に関して監督職員と協議しの承諾を得なければならない。 

（８）受注者は、下層路盤の安定処理を行う場合に、締固め後の１層の仕上がり厚さが 30cm を超

えないように均一に敷均さなければならない。 

（９）受注者は、下層路盤のセメント安定処理を行う場合、締固めは、水を加え、混合後２時間以

内で完了するようにしなければならない。 

（10）上層路盤の安定処理の混合方式は、設計図書によらなければならない。 

（11）受注者は、上層路盤の安定処理を行う場合に、路盤材の分離を生じないよう敷均し、締固め

なければならない。 

（12）受注者は、上層路盤の安定処理を行う場合に、１層の仕上がり厚さは、最小厚さが最大粒径の

３倍以上かつ 10cm 以上、最大厚さの上限は 20cm 以下でなければならない。ただし締固めに 
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（６）注入目地材の溶解は、間接加熱によらなければならない。 

（７）注入目地材は、高温で長時間加熱すると変質し劣化する傾向があるから、受注者は、できる

だけ短時間内で指定された温度に溶解し、使用しなければならない。 

（８）受注者は、目地内部、構造物側面、成型目地に対してはプライマーを塗布しなければならな

い。 

（９）プライマーの使用量は、目地内部に対しては 0.3ℓ /㎡、構造物側面に対しては 0.2ℓ /㎡、

成型目地材面に対しては 0.3ℓ /㎡とする。 

 

３－６－12 コンクリート舗装工 

１．受注者は、下層路盤の施工において以下の各規定に従わなければならない。 

（１）受注者は、粒状路盤の敷均しにあたり、材料の分離に注意しながら、１層の仕上がり厚さで

20cm を超えないように均一に敷均さなければならない。 

（２）受注者は、粒状路盤の締固めを行う場合、修正ＣＢＲ試験によって求めた最適含水比付近の

含水比で、締固めなければならない。ただし、路床の状態、使用材料の性状等によりこれによ

りがたい場合は、設計図書に関して監督職員と協議しなければならない。 

２．受注者は、上層路盤の施工において以下の各規定に従わなければならない。 

（１）受注者は、各材料を均一に混合できる設備によって、承諾を得た粒度及び締固めに適した含

水比が得られるように混合しなければならない。 

（２）受注者は、粒度調整路盤材の敷均しにあたり、材料の分離に注意し、一層の仕上がり厚が

15 ㎝以下を標準とし、敷均さなければならない。ただし、締固めに振動ローラを使用する場

合には、仕上がり厚の上限を 20 ㎝とすることができる。 

（３）受注者は、粒度調整路盤材の締固めを行う場合、修正ＣＢＲ試験によって求めた最適含水比

付近の含水比で、締固めなければならない。 

３．受注者は、路盤においてセメント及び石灰安定処理を行う場合に、以下の各規定に従わなければ

ならない。 

（１）安定処理に使用するセメント量及び石灰量は、設計図書によるものとする。 

（２）受注者は、施工に先立って、「舗装調査・試験法便覧」（日本道路協会、平成 19 年６月）

に示される「 E013 安定処理混合物の一軸圧縮試験方法」により一軸圧縮試験を行い、使用す

るセメント量及び石灰量について監督職員の承諾を得なければならない。 

（３）下層路盤、上層路盤に使用するセメント及び石灰安定処理に使用するセメント石灰安定処理

混合物の品質規格は、設計図書に示す場合を除き、表３－37、表３－38 の規格に適合するも

のとする。 

ただし、これまでの実績がある場合で、設計図書に示すセメント量及び石灰量の路盤材が、

基準を満足することが明らかであり、監督職員が承諾した場合には、一軸圧縮試験を省略する

ことができる。 

 

 

 

 

 

 

 

（６）注入目地材の溶解は、間接加熱によらなければならない。 

（７）注入目地材は、高温で長時間加熱すると変質し劣化する傾向があるから、受注者は、できる

だけ短時間内で指定された温度に溶解し、使用しなければならない。 

（８）受注者は、目地内部、構造物側面、成型目地に対してはプライマーを塗布しなければならな

い。 

（９）プライマーの使用量は、目地内部に対しては 0.3ℓ /㎡、構造物側面に対しては 0.2ℓ /㎡、

成型目地材面に対しては 0.3ℓ /㎡とする。 

 

３－６－12 コンクリート舗装工 

１．受注者は、下層路盤の施工において以下の各規定に従わなければならない。 

（１）受注者は、粒状路盤の敷均しにあたり、材料の分離に注意しながら、１層の仕上がり厚さで

20cm を超えないように均一に敷均さなければならない。 

（２）受注者は、粒状路盤の締固めを行う場合、修正ＣＢＲ試験によって求めた最適含水比付近の

含水比で、締固めなければならない。ただし、路床の状態、使用材料の性状等によりこれによ

りがたい場合は、設計図書に関して監督職員と協議しなければならない。 

２．受注者は、上層路盤の施工において以下の各規定に従わなければならない。 

（１）受注者は、各材料を均一に混合できる設備によって、承諾を得た粒度及び締固めに適した含

水比が得られるように混合しなければならない。 

（２）受注者は、粒度調整路盤材の敷均しにあたり、材料の分離に注意し、一層の仕上がり厚が

15 ㎝以下を標準とし、敷均さなければならない。ただし、締固めに振動ローラを使用する場

合には、仕上がり厚の上限を 20 ㎝とすることができる。 

（３）受注者は、粒度調整路盤材の締固めを行う場合、修正ＣＢＲ試験によって求めた最適含水比

付近の含水比で、締固めなければならない。 

３．受注者は、路盤においてセメント及び石灰安定処理を行う場合に、以下の各規定に従わなければ

ならない。 

（１）安定処理に使用するセメント量及び石灰量は、設計図書によるものとする。 

（２）受注者は、施工に先立って、「舗装調査・試験法便覧」（日本道路協会、平成 31 年３月）

に示される「 E013 安定処理混合物の一軸圧縮試験方法」により一軸圧縮試験を行い、使用す

るセメント量及び石灰量について監督職員の承諾を得なければならない。 

（３）下層路盤、上層路盤に使用するセメント及び石灰安定処理に使用するセメント石灰安定処理

混合物の品質規格は、設計図書に示す場合を除き、表３－37、表３－38 の規格に適合するも

のとする。 

ただし、これまでの実績がある場合で、設計図書に示すセメント量及び石灰量の路盤材が、

基準を満足することが明らかであり、監督職員が承諾した場合には、一軸圧縮試験を省略する

ことができる。 
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表３－37 安定処理路盤（下層路盤）の品質規格 

工 法 機 種 試験項目 試験方法 基準値 

セメント 

安定処理 
－ 

一軸圧縮強さ 

［７日］ 

舗装調査・試験

法 

便覧 E013 

0.98MPa 

石  灰 

安定処理 
－ 

一軸圧縮強さ 

［10 日］ 

舗装調査・試験

法 

便覧 E013 

0.5MPa 

 

表３－38 安定処理路盤（上層路盤）の品質規格 

工 法 機 種 試験項目 試験方法 基準値 

セメント 

安定処理 
－ 

一軸圧縮強さ 

［７日］ 

舗装調査・試験

法 

便覧 E013 

2.0MPa 

石  灰 

安定処理 
－ 

一軸圧縮強さ 

［10 日］ 

舗装調査・試験

法 

便覧 E013 

0.98MPa 

 

（４）受注者は、「舗装調査・試験法便覧 」（日本道路協会、平成 19 年６月）に示される「F007 

突固め試験方法」によりセメント及び石灰安定処理路盤材の最大乾燥密度を求め、監督職員の

承諾を得なければならない。 

（５）受注者は、監督職員が承諾した場合以外は、気温５℃以下のとき及び雨天時に、施工を行っ

てはならない。 

（６）受注者は、下層路盤の安定処理を施工する場合に、路床の整正を行った後、安定処理をしよ

うとする材料を均一な層状に整形し、その上に本項（２）～（４）により決定した配合量のセ

メントまたは石灰を均一に散布し、混合機械で１～２回空練りしたのち、最適含水比付近の含

水比になるよう水を加えながら混合しなければならない。 

（７）受注者は、下層路盤の安定処理を行う場合に、敷均した安定処理路盤材を最適含水比付近の

含水比で、締固めなければならない。ただし、路床の状態、使用材料の性状によりこれにより

難い場合は、監督職員と協議しなければならない。 

（８）受注者は、下層路盤の安定処理を行う場合に、締固め後の１層の仕上がり厚さが 30cm を超

えないように均一に敷均さなければならない。 

（９）受注者は、下層路盤のセメント安定処理を行う場合、締固めは水を加え、混合後２時間以内

で完了するようにしなければならない。 

（10）上層路盤の安定処理の混合方式は、設計図書によらなければならない。 

（11）受注者は、上層路盤の安定処理を行う場合に、路盤材の分離を生じないよう敷均し、締固め

なければならない。 

（12）受注者は、上層路盤の安定処理を行う場合に、１層の仕上がり厚さは、最小厚さが最大粒径

の３倍以上かつ 10cm 以上、最大厚さの上限は 20cm 以下でなければならない。ただし締固めに

振動ローラを使用する場合には、仕上がり厚の上限を 30cm とすることができる。 

（13）受注者は、上層路盤の安定処理を行う場合に、セメント安定処理路盤の締固めは、混合後２

時間以内に完了するようにしなければならない。 

表３－37 安定処理路盤（下層路盤）の品質規格 

工 法 機 種 試験項目 試験方法 基準値 

セメント 

安定処理 
－ 

一軸圧縮強さ 

［７日］ 

舗装調査・試験

法 

便覧 E013 

0.98MPa 

石  灰 

安定処理 
－ 

一軸圧縮強さ 

［10 日］ 

舗装調査・試験

法 

便覧 E013 

0.5MPa 

 

表３－38 安定処理路盤（上層路盤）の品質規格 

工 法 機 種 試験項目 試験方法 基準値 

セメント 

安定処理 
－ 

一軸圧縮強さ 

［７日］ 

舗装調査・試験

法 

便覧 E013 

2.0MPa 

石  灰 

安定処理 
－ 

一軸圧縮強さ 

［10 日］ 

舗装調査・試験

法 

便覧 E013 

0.98MPa 

 

（４）受注者は、「舗装調査・試験法便覧 」（日本道路協会、平成 31 年３月）に示される「F007 

突固め試験方法」によりセメント及び石灰安定処理路盤材の最大乾燥密度を求め、監督職員の

承諾を得なければならない。 

（５）受注者は、監督職員が承諾した場合以外は、気温５℃以下のとき及び雨天時に、施工を行っ

てはならない。 

（６）受注者は、下層路盤の安定処理を施工する場合に、路床の整正を行った後、安定処理をしよ

うとする材料を均一な層状に整形し、その上に本項（２）～（４）により決定した配合量のセ

メントまたは石灰を均一に散布し、混合機械で１～２回空練りしたのち、最適含水比付近の含

水比になるよう水を加えながら混合しなければならない。 

（７）受注者は、下層路盤の安定処理を行う場合に、敷均した安定処理路盤材を最適含水比付近の

含水比で、締固めなければならない。ただし、路床の状態、使用材料の性状によりこれにより

難い場合は、監督職員と協議しなければならない。 

（８）受注者は、下層路盤の安定処理を行う場合に、締固め後の１層の仕上がり厚さが 30cm を超

えないように均一に敷均さなければならない。 

（９）受注者は、下層路盤のセメント安定処理を行う場合、締固めは水を加え、混合後２時間以内

で完了するようにしなければならない。 

（10）上層路盤の安定処理の混合方式は、設計図書によらなければならない。 

（11）受注者は、上層路盤の安定処理を行う場合に、路盤材の分離を生じないよう敷均し、締固め

なければならない。 

（12）受注者は、上層路盤の安定処理を行う場合に、１層の仕上がり厚さは、最小厚さが最大粒径

の３倍以上かつ 10cm 以上、最大厚さの上限は 20cm 以下でなければならない。ただし締固めに

振動ローラを使用する場合には、仕上がり厚の上限を 30cm とすることができる。 

（13）受注者は、上層路盤の安定処理を行う場合に、セメント安定処理路盤の締固めは、混合後２

時間以内に完了するようにしなければならない。 
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いよう施工しなければならない。 

３．受注者は、排水構造物の撤去に際して、道路交通に対して支障が生じないよう必要な対策を講じ

なければならない。 

４．受注者は、側溝・街渠、集水桝・マンホールの撤去に際して、切廻し水路を設置した場合は、そ

の機能を維持するよう管理しなければならない。 

５．受注者は、排水構造物の撤去において、設計図書による処分方法によらなければならない。 

 

３－９－９ かご撤去工 

１．受注者は、じゃかご、ふとんかごの撤去にあたっては、ゴミを現場内において取り除いた後、鉄

線とぐり石を分けて運搬しなければならない。 

２．受注者は、じゃかご、ふとんかごの撤去において、設計図書による処分方法によらなければなら

ない。 

 

３－９－10 落石防止撤去工 

１．受注者は、落石防護柵撤去、落石防止網（繊維網）の撤去に際して、供用中の施設に損傷及び機

能上の悪影響が生じないよう施工しなければならない。 

２．受注者は、落石防護柵撤去、落石防止網（繊維網）の撤去にあたっては、設計図書による処分方

法によらなければならない。 

 

３－９－11 ブロック舗装撤去工 

１．受注者は、インターロッキングブロック、コンクリート平板ブロック及びノンスリップの撤去に

際して、供用中の施設に損傷及び機能上の悪影響が生じないよう施工しなければならない。 

２．受注者は、インターロッキングブロック、コンクリート平板ブロック及びノンスリップの撤去に

際して、道路交通に対して支障が生じないよう必要な対策を講じなければならない。 

３．受注者は、インターロッキングブロック、コンクリート平板ブロック及びノンスリップの撤去に

おいて、設計図書による処分方法によらなければならない。 

 

３－９－12 縁石撤去工 

１．受注者は、歩車道境界ブロック、地先境界ブロックの撤去に際して、供用中の施設に損傷及び機

能上の悪影響が生じないよう施工しなければならない。 

２．受注者は、歩車道境界ブロック、地先境界ブロックの撤去に際して、道路交通に対して支障が生

じないよう必要な対策を講じなければならない。 

３．受注者は、歩車道境界ブロックおよび地先境界ブロックの撤去において、設計図書による処分方

法によらなければならない。 

 

３－９－13 骨材再生工 

１．骨材再生工の施工については、設計図書に明示した場合を除き、１－１－20 建設副産物の規定に

よる。 

２．受注者は、構造物の破砕、撤去については、３－９－３構造物取壊し工及び３－９－６道路付属

物撤去工の規定により施工しなければならない。ただし、これらの規定により難い場合には、設計

図書に関して監督職員と協議し承諾を得なければならない。 

３．受注者は、骨材再生工の施工にあたり、現場状況、破砕物の内容、破砕量や運搬方法などから、 

いよう施工しなければならない。 

３．受注者は、排水構造物の撤去に際して、道路交通に対して支障が生じないよう必要な対策を講じ

なければならない。 

４．受注者は、側溝・街渠、集水桝・マンホールの撤去に際して、切廻し水路を設置した場合は、そ

の機能を維持するよう管理しなければならない。 

５．受注者は、排水構造物の撤去において、設計図書による処分方法によらなければならない。 

 

３－９－９ かご撤去工 

１．受注者は、じゃかご、ふとんかごの撤去にあたっては、ゴミを現場内において取り除いた後、鉄

線とぐり石を分けて運搬しなければならない。 

２．受注者は、じゃかご、ふとんかごの撤去において、設計図書による処分方法によらなければなら

ない。 

 

３－９－10 落石防止撤去工 

１．受注者は、落石防護柵撤去、落石防止網（繊維網）の撤去に際して、供用中の施設に損傷及び機

能上の悪影響が生じないよう施工しなければならない。 

２．受注者は、落石防護柵撤去、落石防止網（繊維網）の撤去にあたっては、設計図書による処分方

法によらなければならない。 

 

３－９－11 ブロック舗装撤去工 

１．受注者は、インターロッキングブロック、コンクリート平板ブロック及びノンスリップの撤去に

際して、供用中の施設に損傷及び機能上の悪影響が生じないよう施工しなければならない。 

２．受注者は、インターロッキングブロック、コンクリート平板ブロック及びノンスリップの撤去に

際して、道路交通に対して支障が生じないよう必要な対策を講じなければならない。 

３．受注者は、インターロッキングブロック、コンクリート平板ブロック及びノンスリップの撤去に

おいて、設計図書による処分方法によらなければならない。 

 

３－９－12 縁石撤去工 

１．受注者は、歩車道境界ブロック、地先境界ブロックの撤去に際して、供用中の施設に損傷及び機

能上の悪影響が生じないよう施工しなければならない。 

２．受注者は、歩車道境界ブロック、地先境界ブロックの撤去に際して、道路交通に対して支障が生

じないよう必要な対策を講じなければならない。 

３．受注者は、歩車道境界ブロックおよび地先境界ブロックの撤去において、設計図書による処分方

法によらなければならない。 

 

３－９－13 骨材再生工 

１．骨材再生工の施工については、設計図書に明示した場合を除き、１－１－21 建設副産物の規定に

よる。 

２．受注者は、構造物の破砕、撤去については、３－９－３構造物取壊し工及び３－９－６道路付属

物撤去工の規定により施工しなければならない。ただし、これらの規定により難い場合には、設計

図書に関して監督職員と協議し承諾を得なければならない。 

３．受注者は、骨材再生工の施工にあたり、現場状況、破砕物の内容、破砕量や運搬方法などから、 
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適切な使用機械を選定しなければならない。 

４．受注者は、骨材再生工の施工については、施工箇所以外の部分に損傷や悪影響を与えないように

行わなければならない。 

５．受注者は、作業ヤードの出入り口の設置及び破砕作業に際して、関係者以外の立ち入りの防止に

対して留意しなければならない。 

６．受注者は、破砕ホッパーに投入する材質、圧縮強度、大きさ等について使用機械の仕様、処理能

力、選別方法や再生骨材の使用目的を考慮して、小割及び分別の方法を施工計画書に記載しなけれ

ばならない。なお、鉄筋、不純物、ごみや土砂などの付着物の処理は、再生骨材の品質及び使用機

械の適用条件に留意して行わなければならない。 

７．受注者は、コンクリート塊やアスファルト塊等の破砕や積込みにあたり、飛散、粉塵及び振動対

策の必要性について変更が伴う場合には、事前に設計図書に関して監督職員と協議しなければなら

ない。 

８．受注者は、作業ヤードの大きさ及び適切な施工基盤面の設備方法について変更が伴う場合は、事

前に設計図書に関して監督職員と協議しなければならない。 

９．受注者は、作業ヤードの大きさ及び適切な施工基盤面の整備方法については、設計図書によるも

のとし、これにより難い場合は、事前に設計図書に関して監督職員と協議しなければならない。 

10．受注者は、施工上やむを得ず指定された場所以外に再生骨材や建設廃棄物を仮置きまたは処分す

る場合には、設計図書に関して監督職員と協議しなければならない。 

 

３－９－14 運搬処理工 

１．工事の施工に伴い生じた工事現場発生品については、１－１－19 工事現場発生品の規定によ

る。 

２．工事の施工に伴い生じた建設副産物については、１－１－20 建設副産物の規定による。 

３．受注者は、殻運搬処理、現場発生品の運搬処理を行うにあたっては、運搬物が飛散しないよう適

正な処置を行わなければならない。 

 

 

第 10 節 仮設工 

 

３－10－１ 一般事項 

１．本節は、仮設工として工事用道路工、仮橋・作業構台工、路面覆工、土留・仮締切工、水替工、

地下水位低下工、地中連続壁工（壁式）、地中連続壁工（柱列式）、仮水路工、残土受入れ施設

工、作業ヤード整備工、電力設備工、コンクリート製造設備工、トンネル仮設備工、防塵対策工、

汚濁防止工、防護施設工、法面吹付工その他これらに類する工種について定める。 

２．受注者は、仮設工については、設計図書の定めまたは監督職員の指示がある場合を除き、受注者

の責任において施工しなければならない。 

３．受注者は、仮設物については、設計図書の定めまたは監督職員の指示がある場合を除き、工事完

了後、仮設物を完全に撤去し、原形に復旧しなければならない。 

 

３－10－２ 工事用道路工 

１．工事用道路とは、工事用の資機材や土砂を運搬するために仮に施工された道路をいうものとす

る。 

適切な使用機械を選定しなければならない。 

４．受注者は、骨材再生工の施工については、施工箇所以外の部分に損傷や悪影響を与えないように

行わなければならない。 

５．受注者は、作業ヤードの出入り口の設置及び破砕作業に際して、関係者以外の立ち入りの防止に

対して留意しなければならない。 

６．受注者は、破砕ホッパーに投入する材質、圧縮強度、大きさ等について使用機械の仕様、処理能

力、選別方法や再生骨材の使用目的を考慮して、小割及び分別の方法を施工計画書に記載しなけれ

ばならない。なお、鉄筋、不純物、ごみや土砂などの付着物の処理は、再生骨材の品質及び使用機

械の適用条件に留意して行わなければならない。 

７．受注者は、コンクリート塊やアスファルト塊等の破砕や積込みにあたり、飛散、粉塵及び振動対

策の必要性について変更が伴う場合には、事前に設計図書に関して監督職員と協議しなければなら

ない。 

８．受注者は、作業ヤードの大きさ及び適切な施工基盤面の設備方法について変更が伴う場合は、事

前に設計図書に関して監督職員と協議しなければならない。 

９．受注者は、作業ヤードの大きさ及び適切な施工基盤面の整備方法については、設計図書によるも

のとし、これにより難い場合は、事前に設計図書に関して監督職員と協議しなければならない。 

10．受注者は、施工上やむを得ず指定された場所以外に再生骨材や建設廃棄物を仮置きまたは処分す

る場合には、設計図書に関して監督職員と協議しなければならない。 

 

３－９－14 運搬処理工 

１．工事の施工に伴い生じた工事現場発生品については、１－１－20 工事現場発生品の規定によ

る。 

２．工事の施工に伴い生じた建設副産物については、１－１－21 建設副産物の規定による。 

３．受注者は、殻運搬処理、現場発生品の運搬処理を行うにあたっては、運搬物が飛散しないよう適

正な処置を行わなければならない。 

 

 

第 10 節 仮設工 

 

３－10－１ 一般事項 

１．本節は、仮設工として工事用道路工、仮橋・作業構台工、路面覆工、土留・仮締切工、水替工、

地下水位低下工、地中連続壁工（壁式）、地中連続壁工（柱列式）、仮水路工、残土受入れ施設

工、作業ヤード整備工、電力設備工、コンクリート製造設備工、トンネル仮設備工、防塵対策工、

汚濁防止工、防護施設工、法面吹付工その他これらに類する工種について定める。 

２．受注者は、仮設工については、設計図書の定めまたは監督職員の指示がある場合を除き、受注者

の責任において施工しなければならない。 

３．受注者は、仮設物については、設計図書の定めまたは監督職員の指示がある場合を除き、工事完

了後、仮設物を完全に撤去し、原形に復旧しなければならない。 

 

３－10－２ 工事用道路工 

１．工事用道路とは、工事用の資機材や土砂を運搬するために仮に施工された道路をいうものとす

る。 
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３．受注者は、工事用道路に一般交通がある場合には、一般交通の支障とならないようその維持管理

に留意しなければならない。 

４．受注者は、工事用道路盛土の施工にあたり、不等沈下を起さないように締固めなければならな

い。 

５．受注者は、工事用道路の盛土部法面を整形する場合は、法面の崩壊が起こらないように締固めな

ければならない。 

６．受注者は、工事用道路の敷砂利を行うにあたり、石材を均一に敷均さなければならない。 

７．受注者は、安定シートを用いて、工事用道路の盛土の安定を図る場合には、安定シートと盛土が

一体化して所定の効果が発揮できるよう施工しなければならない。 

８．受注者は、殻運搬処理を行うにあたっては、運搬物が飛散しないように、適正な処置を行わなけ

ればならない。 

９．受注者は、工事用道路を堤防等の既設構造物に設置・撤去する場合は、既設構造物に悪影響を与

えないようにしなければならない。 

 

３－10－３ 仮橋・作業構台工 

１．受注者は、仮橋・作業構台を河川内に設置する際に、設計図書に定めがない場合には、工事完了

後及び工事期間中であっても出水期間中は撤去しなければならない。 

２．受注者は、覆工板と仮橋上部との接合を行うにあたり、隅角部の設置に支障があるときはその処

理方法等の対策を講じなければならない。 

３．受注者は、仮設高欄及び防舷材を設置するにあたり、その位置に支障があるときは、設置方法等

の対策を講じなければならない。 

４．受注者は、殻運搬処理を行うにあたっては、運搬物が飛散しないように、適正な処置を行わなけ

ればならない。 

５．受注者は、杭橋脚の施工にあたり、ウォータージェットを用いる場合には、最後の打上りを落錘

等で貫入させ落ち着かせなければならない。 

 

３－10－４ 路面覆工 

１．受注者は、路面覆工を施工するにあたり、覆工板間の段差、隙間、覆工板表面の滑り及び覆工板

の跳ね上がり等に注意し、交通の支障とならないようにしなければならない。また、路面履工の横

断方向端部には必ず履工板ずれ止め材を取り付けなければならない。 

２．受注者は、覆工部の出入り口の設置及び資器材の搬入出に際して、関係者以外の立ち入りの防止

に対して留意しなければならない。 

３．受注者は、路面勾配がある場合に、覆工板の受桁に荷重が均等にかかるようにすると共に、受桁

が転倒しない構造としなければならない。 

 

３－10－５ 土留・仮締切工 

１．受注者は、周囲の状況を考慮し、本体工事の品質、出来形等の確保に支障のないように施工しな

ければならない。 

２．受注者は、仮締切工の施工にあたり、河積阻害や河川管理施設、許可工作物等に対する局所的な

洗掘等を避けるような施工をしなければならない。 

３．受注者は、河川堤防の開削をともなう施工にあたり、仮締切を設置する場合には、国土交通省仮

締切堤設置基準（案）の規定による。 

３．受注者は、工事用道路に一般交通がある場合には、一般交通の支障とならないようその維持管理

に留意しなければならない。 

４．受注者は、工事用道路盛土の施工にあたり、不等沈下を起さないように締固めなければならな

い。 

５．受注者は、工事用道路の盛土部法面を整形する場合は、法面の崩壊が起こらないように締固めな

ければならない。 

６．受注者は、工事用道路の敷砂利を行うにあたり、石材を均一に敷均さなければならない。 

７．受注者は、安定シートを用いて、工事用道路の盛土の安定を図る場合には、安定シートと盛土が

一体化して所定の効果が発揮できるよう施工しなければならない。 

８．受注者は、殻運搬処理を行うにあたっては、運搬物が飛散しないように、適正な処置を行わなけ

ればならない。 

９．受注者は、工事用道路を堤防等の既設構造物に設置・撤去する場合は、既設構造物に悪影響を与

えないようにしなければならない。 

 

３－10－３ 仮橋・作業構台工 

１．受注者は、仮橋・作業構台を河川内に設置する際に、設計図書に定めがない場合には、工事完了

後及び工事期間中であっても出水期間中は撤去しなければならない。 

２．受注者は、覆工板と仮橋上部との接合を行うにあたり、隅角部の設置に支障があるときはその処

理方法等の対策を講じなければならない。 

３．受注者は、仮設高欄及び防舷材を設置するにあたり、その位置に支障があるときは、設置方法等

の対策を講じなければならない。 

４．受注者は、殻運搬処理を行うにあたっては、運搬物が飛散しないように、適正な処置を行わなけ

ればならない。 

５．受注者は、杭橋脚の施工にあたり、ウォータージェットを用いる場合には、最後の打上りを落錘

等で貫入させ落ち着かせなければならない。 

 

３－10－４ 路面覆工 

１．受注者は、路面覆工を施工するにあたり、覆工板間の段差、隙間、覆工板表面の滑り及び覆工板

の跳ね上がり等に注意し、交通の支障とならないようにしなければならない。また、路面履工の横

断方向端部には必ず履工板ずれ止め材を取り付けなければならない。 

２．受注者は、覆工部の出入り口の設置及び資器材の搬入出に際して、関係者以外の立ち入りの防止

に対して留意しなければならない。 

３．受注者は、路面勾配がある場合に、覆工板の受桁に荷重が均等にかかるようにすると共に、受桁

が転倒しない構造としなければならない。 

 

３－10－５ 土留・仮締切工 

１．受注者は、周囲の状況を考慮し、本体工事の品質、出来形等の確保に支障のないように施工しな

ければならない。 

２．受注者は、仮締切工の施工にあたり、河積阻害や河川管理施設、許可工作物等に対する局所的な

洗掘等を避けるような施工をしなければならない。 

３．受注者は、河川堤防の開削をともなう施工にあたり、仮締切を設置する場合には、「仮締切堤設

置基準（案）」（国土交通省、平成 22 年 6 月）の規定による。 



【改定後】【改定前】
水道工事共通仕様書 新旧対照表

46

流しなければならない。 

 

３－10－18 防護施設工 

１．受注者は、防護施設の設置位置及び構造の選定にあたり、発破に伴う飛散物の周辺への影響がな

いように留意しなければならない。 

２．受注者は、仮囲いまたは立入防止柵の設置にあたり、交通に支障をきたす場合あるいは苦情が発

生すると予想される場合には、工事前に対策を講じなければならない。 

 

３－10－19 法面吹付工 

法面吹付工の施工については、３－３－６吹付工の規定による。 

 

３－10－20 足場工 

受注者は、足場工の施工にあたり、「手すり先行工法等に関するガイドライン（厚生労働省 平成 21

年４月）」によるものとし、足場の組立、解体、変更の作業時及び使用時には、常時、全ての作業床

において二段手すり及び幅木の機能を有するものを設置しなければならない。 

 

流しなければならない。 

 

３－10－18 防護施設工 

１．受注者は、防護施設の設置位置及び構造の選定にあたり、発破に伴う飛散物の周辺への影響がな

いように留意しなければならない。 

２．受注者は、仮囲いまたは立入防止柵の設置にあたり、交通に支障をきたす場合あるいは苦情が発

生すると予想される場合には、工事前に対策を講じなければならない。 

 

３－10－19 法面吹付工 

法面吹付工の施工については、３－３－６吹付工の規定による。 

 

３－10－20 足場工 

受注者は、足場工の施工にあたり、「手すり先行工法等に関するガイドライン」（厚生労働省、平成

21 年４月）によるものとし、足場の組立、解体、変更の作業時及び使用時には、常時、全ての作業

床において二段手すり及び幅木の機能を有するものを設置しなければならない。 
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14．補強材は、搬入から敷設後の締固め完了までの施工期間中、劣化や破断によって強度が低下する

ことがないように管理しなければならない。面状補強材の保管にあたっては直射日光を避け、紫外

線による劣化を防がなければならない。 

 

４－３－５ 法面整形工 

１．受注者は、掘削（切土）部法面整形の施工にあたり、ゆるんだ転石、岩塊等は、整形法面の安定

のために取り除かなければならない。なお、浮石が大きく取り除くことが困難な場合には、設計図

書に関して監督職員と協議しなければならない。 

２．受注者は、盛土部法面整形の施工にあたり、法面の崩壊が起こらないように締固めを行わなけれ

ばならない。 

３．受注者は、平場仕上げの施工にあたり、平坦に締固め、排水が良好に行われるようにしなければ

ならない。 

４．受注者は、砂防土工における斜面の掘削部法面整形の施工にあたり、掘削法面は、肥沃な表土を

残すようにしなければならない。 

５．受注者は、砂防土工における斜面の掘削部法面整形の施工にあたり、崩壊のおそれのある箇所、

あるいは湧水、軟弱地盤等の不良箇所の法面整形は、設計図書に関して監督職員と協議しなければ

ならない。 

 

４－３－６ 堤防天端工 

受注者は、堤防天端に砕石を敷設する場合は、平坦に敷き均さなければならない。 

 

４－３－７ 残土処理工 

１．残土処理工とは作業土工で生じた残土の工区外への運搬及び受入れ地の整形処理までの一連作業

をいう。 

２．残土を受入れ地へ運搬する場合には、沿道住民に迷惑がかからないようつとめなければならな

い。 

 

 

第４節 道路土工 

 

４－４－１ 一般事項 

１．本節は、道路土工として掘削工、路体盛土工、路床盛土工、法面整形工、残土処理工その他これ

らに類する工種について定めるものとする。 

２．路床とは盛土部においては、盛土仕上り面下、掘削（切土）部においては掘削仕上り面下１ｍ以

内の部分をいう。 

路体とは盛土における路床以外の部分をいう。 

３．受注者は、盛土と橋台や横断構造物との取付け部である裏込めや埋戻し部分は、供用開始後に構

造物との間の路面の連続性を損なわないように、適切な材料を用いて入念な締固めと排水工の施工

を行わければならない。 

なお、構造物取付け部の範囲は、「道路橋示方書・同解説 Ⅳ 下部構造編 7．9 橋台背面アプロ

ーチ部」（日本道路協会、平成 29 年 11 月）及び「道路土工－盛土工指針 4-10 盛土と他の構造物

との取付け部の構造」（日本道路協会、平成 22 年 4 月）を参考とする。 

14．補強材は、搬入から敷設後の締固め完了までの施工期間中、劣化や破断によって強度が低下する

ことがないように管理しなければならない。面状補強材の保管にあたっては直射日光を避け、紫外

線による劣化を防がなければならない。 

 

４－３－５ 法面整形工 

１．受注者は、掘削（切土）部法面整形の施工にあたり、ゆるんだ転石、岩塊等は、整形法面の安定

のために取り除かなければならない。なお、浮石が大きく取り除くことが困難な場合には、設計図

書に関して監督職員と協議しなければならない。 

２．受注者は、盛土部法面整形の施工にあたり、法面の崩壊が起こらないように締固めを行わなけれ

ばならない。 

３．受注者は、平場仕上げの施工にあたり、平坦に締固め、排水が良好に行われるようにしなければ

ならない。 

４．受注者は、砂防土工における斜面の掘削部法面整形の施工にあたり、掘削法面は、肥沃な表土を

残すようにしなければならない。 

５．受注者は、砂防土工における斜面の掘削部法面整形の施工にあたり、崩壊のおそれのある箇所、

あるいは湧水、軟弱地盤等の不良箇所の法面整形は、設計図書に関して監督職員と協議しなければ

ならない。 

 

４－３－６ 堤防天端工 

受注者は、堤防天端に砕石を敷設する場合は、平坦に敷き均さなければならない。 

 

４－３－７ 残土処理工 

１．残土処理工とは作業土工で生じた残土の工区外への運搬及び受入れ地の整形処理までの一連作業

をいう。 

２．残土を受入れ地へ運搬する場合には、沿道住民に迷惑がかからないようつとめなければならな

い。 

 

 

第４節 道路土工 

 

４－４－１ 一般事項 

１．本節は、道路土工として掘削工、路体盛土工、路床盛土工、法面整形工、残土処理工その他これ

らに類する工種について定めるものとする。 

２．路床とは盛土部においては、盛土仕上り面下、掘削（切土）部においては掘削仕上り面下１ｍ以

内の部分をいう。 

路体とは盛土における路床以外の部分をいう。 

３．受注者は、盛土と橋台や横断構造物との取付け部である裏込めや埋戻し部分は、供用開始後に構

造物との間の路面の連続性を損なわないように、適切な材料を用いて入念な締固めと排水工の施工

を行わければならない。 

なお、構造物取付け部の範囲は、「道路橋示方書・同解説（Ⅳ 下部構造編）7．9 橋台背面アプ

ローチ部」（日本道路協会、平成 29 年 11 月）及び「道路土工－盛土工指針 4-10 盛土と他の構造

物との取付け部の構造」（日本道路協会、平成 22 年 4 月）を参考とする。 
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道住民に迷惑がかからないようにつとめなければならない。流用土盛土及び発生土盛土の施工にあた

っても、一般道路を運搬に利用する場合も同様とするものとする。 

 

４－４－４ 路床盛土工 

１．受注者は、路床盛土工を施工する地盤で盛土の締固め基準を確保できないような予測しない軟弱

地盤・有機質土・ヘドロ等の不良地盤が現れた場合には、敷設材工法などの処理方法について、監

督職員と協議しなければならない。 

２．受注者は、路床盛土工箇所に管渠等がある場合には、盛土を両側から行ない偏圧のかからないよ

う締固めなければならない。 

３．受注者は、路床盛土工の作業終了時または作業を中断する場合には、表面に４％程度の横断勾配

を設けるとともに、平坦に締固め、排水が良好に行われるようにしなければならない。 

４．受注者は、路床盛土部分を運搬路に使用する場合、常に良好な状態に維持するものとし、路床盛

土に悪影響を及ぼさないようにしなければならない。 

５．受注者は、路床盛土の施工においては一層の仕上り厚を 20 ㎝以下とし、各層ごとに締固めなけ

ればならない。 

６．路床の盛土材料の最大寸法は 10 ㎝程度とするものとする。 

７．受注者は、構造物の隣接箇所や狭い箇所の路床盛土の施工については、タンパ、振動ローラ等の

小型締固め機械により、仕上がり厚を 20cm 以下で入念に締固めなければならない。 

８．受注者は、路床盛土工の締固め作業の実施にあたり、適切な含水比の状態で施工しなければなら

ない。 

９．受注者は、路床盛土工作業中、予期できなかった沈下等の有害な現象のあった場合に工事を中止

し、監督職員と協議しなければならない。ただし、緊急を要する場合には応急処置をとった後、直

ちにその措置内容を監督職員に通知しなければならない。 

10．路床盛土の締固め度については、１－１－27 施工管理８項の規定による。 

11．受注者は、特に指示する場合を除き、片切り、片盛りの接続部には１：４程度の勾配をもって緩

和区間を設けなければならない。また、掘削（切土）部、盛土部の縦断方向の接続部にはすり付け

区間を設けて路床支持力の不連続をさけなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

道住民に迷惑がかからないようにつとめなければならない。流用土盛土及び発生土盛土の施工にあた

っても、一般道路を運搬に利用する場合も同様とするものとする。 

 

４－４－４ 路床盛土工 

１．受注者は、路床盛土工を施工する地盤で盛土の締固め基準を確保できないような予測しない軟弱

地盤・有機質土・ヘドロ等の不良地盤が現れた場合には、敷設材工法などの処理方法について、監

督職員と協議しなければならない。 

２．受注者は、路床盛土工箇所に管渠等がある場合には、盛土を両側から行ない偏圧のかからないよ

う締固めなければならない。 

３．受注者は、路床盛土工の作業終了時または作業を中断する場合には、表面に４％程度の横断勾配

を設けるとともに、平坦に締固め、排水が良好に行われるようにしなければならない。 

４．受注者は、路床盛土部分を運搬路に使用する場合、常に良好な状態に維持するものとし、路床盛

土に悪影響を及ぼさないようにしなければならない。 

５．受注者は、路床盛土の施工においては一層の仕上り厚を 20 ㎝以下とし、各層ごとに締固めなけ

ればならない。 

６．路床の盛土材料の最大寸法は 10 ㎝程度とするものとする。 

７．受注者は、構造物の隣接箇所や狭い箇所の路床盛土の施工については、タンパ、振動ローラ等の

小型締固め機械により、仕上がり厚を 20cm 以下で入念に締固めなければならない。 

８．受注者は、路床盛土工の締固め作業の実施にあたり、適切な含水比の状態で施工しなければなら

ない。 

９．受注者は、路床盛土工作業中、予期できなかった沈下等の有害な現象のあった場合に工事を中止

し、監督職員と協議しなければならない。ただし、緊急を要する場合には応急処置をとった後、直

ちにその措置内容を監督職員に通知しなければならない。 

10．路床盛土の締固め度については、１－１－28 施工管理８項の規定による。 

11．受注者は、特に指示する場合を除き、片切り、片盛りの接続部には１：４程度の勾配をもって緩

和区間を設けなければならない。また、掘削（切土）部、盛土部の縦断方向の接続部にはすり付け

区間を設けて路床支持力の不連続をさけなければならない。 
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２．受注者は、コンクリートの使用にあたって、以下に示す許容塩化物量以下のコンクリートを使用

しなければならない。 

（１）鉄筋コンクリート部材、ポストテンション方式のプレストレストコンクリート部材（シース

内のグラウトを除く）及び用心鉄筋を有する無筋コンクリート部材における許容塩化物量（Cl

－）は、0.30kg/m3 以下とする。 

（２）プレテンション方式のプレストレストコンクリート部材及びオートクレープ養生を行う製品

における許容塩化物量（Cl-）は 0.30 ㎏/m3 以下とする。また、グラウトに含まれる塩化物イ

オン総量は、セメント質量の 0.08%以下とする。 

（３）アルミナセメントを用いる場合、電食のおそれがある場合等は、試験結果等から適宜定める

ものとし、特に資料がない場合の許容塩化物量（Cl－）は 0.30kg/m3 以下とする。 

３．受注者は、海水または潮風の影響を著しく受ける海岸付近及び外部から浸透する塩化物の影響を

受ける箇所において、アルカリシリカ反応による損傷が構造物の品質・性能に重大な影響を及ぼす

と考えられる場合には、塩分の浸透を防止するための塗装等の措置方法について、設計図書に関し

て監督職員と協議しなければならない。 

 

 

第３節 レディーミクストコンクリート 

 

５－３－１ 一般事項 

本節は、レディーミクストコンクリートの製造に関する一般的事項を取り扱うものとする。なお、

本節に規定していない製造に関する事項は、JIS A 5308（レディーミクストコンクリート）を適用す

る。 

 

５－３－２ 工場の選定 

１．受注者は、レディーミクストコンクリートを用いる場合の工場選定は以下による。 

 （1）JIS マーク表示認証製品を製造している工場（工業標準化法の一部を改正する法律（平成 16

年 6 月 9 日公布 法律第 95 号 法律第 95 号）に基づき国に登録された民間の第三者機関（登録

認証機関）により製品に JIS マーク表示する認証を受けた製品を製造している工場）で、かつ、

コンクリートの製造、施工、試験、検査及び管理などの技術的業務を実施する能力のある技術者

（コンクリート主任技士等）が常駐しており、配合設計及び品質管理等を適切に実施できる工場

（全国生コンクリート品質管理監査会議の策定した統一監査基準に基づく監査に合格した工場

等）から選定しなければならない。 

 （2）JIS マーク表示認証製品を製造している工場（工業標準化法の一部を改正する法律（平成 16

年 6 月 9 日公布 法律第 95 号）に基づき国に登録された民間の第三者機関（登録認証機関）によ

り製品に JIS マーク表示する認証を受けた製品を製造している工場）が工事現場近くに見あたら

ない場合は、使用する工場について、設計図書に指定したコンクリートの品質が得られることを

確かめたうえ、その資料により監督職員の確認を得なければならない。 

   なお、コンクリートの製造、施工、試験、検査及び管理などの技術的業務を実施する能力のあ

る技術者（コンクリート主任技士等）が常駐しており、配合設計及び品質管理等を適切に実施で

きる工場から選定しなければならない。 

２．受注者は、５－３－２第 1 項（1）により選定した工場が製造した JIS マーク表示されたレディー

ミクストコンクリートを用いる場合は、工場が発行するレディーミクストコンクリート配合計画書 

２．受注者は、コンクリートの使用にあたって、以下に示す許容塩化物量以下のコンクリートを使用

しなければならない。 

（１）鉄筋コンクリート部材、ポストテンション方式のプレストレストコンクリート部材（シース

内のグラウトを除く）及び用心鉄筋を有する無筋コンクリート部材における許容塩化物量（Cl

－）は、0.30kg/m3 以下とする。 

（２）プレテンション方式のプレストレストコンクリート部材及びオートクレープ養生を行う製品

における許容塩化物量（Cl-）は 0.30 ㎏/m3 以下とする。また、グラウトに含まれる塩化物イ

オン総量は、セメント質量の 0.08%以下とする。 

（３）アルミナセメントを用いる場合、電食のおそれがある場合等は、試験結果等から適宜定める

ものとし、特に資料がない場合の許容塩化物量（Cl－）は 0.30kg/m3 以下とする。 

３．受注者は、海水または潮風の影響を著しく受ける海岸付近及び外部から浸透する塩化物の影響を

受ける箇所において、アルカリシリカ反応による損傷が構造物の品質・性能に重大な影響を及ぼす

と考えられる場合には、塩分の浸透を防止するための塗装等の措置方法について、設計図書に関し

て監督職員と協議しなければならない。 

 

 

第３節 レディーミクストコンクリート 

 

５－３－１ 一般事項 

本節は、レディーミクストコンクリートの製造に関する一般的事項を取り扱うものとする。なお、

本節に規定していない製造に関する事項は、JIS A 5308（レディーミクストコンクリート）を適用す

る。 

 

５－３－２ 工場の選定 

１．受注者は、レディーミクストコンクリートを用いる場合の工場選定は以下による。 

 （1）JIS マーク表示認証製品を製造している工場（産業標準化法の一部を改正する法律（平成 30

年 5 月 30 日公布 法律第 33 号）に基づき国に登録された民間の第三者機関（登録認証機関）に

より製品に JIS マーク表示する認証を受けた製品を製造している工場）で、かつ、コンクリート

の製造、施工、試験、検査及び管理などの技術的業務を実施する能力のある技術者（コンクリー

ト主任技士等）が常駐しており、配合設計及び品質管理等を適切に実施できる工場（全国生コン

クリート品質管理監査会議の策定した統一監査基準に基づく監査に合格した工場等）から選定し

なければならない。 

 （2）JIS マーク表示認証製品を製造している工場（産業標準化法の一部を改正する法律（平成 30

年 5 月 30 日公布 法律第 33 号）に基づき国に登録された民間の第三者機関（登録認証機関）に

より製品に JIS マーク表示する認証を受けた製品を製造している工場）が工事現場近くに見あた

らない場合は、使用する工場について、設計図書に指定したコンクリートの品質が得られること

を確かめたうえ、その資料により監督職員の確認を得なければならない。 

   なお、コンクリートの製造、施工、試験、検査及び管理などの技術的業務を実施する能力のあ

る技術者（コンクリート主任技士等）が常駐しており、配合設計及び品質管理等を適切に実施で

きる工場から選定しなければならない。 

２．受注者は、５－３－２第 1 項（1）により選定した工場が製造した JIS マーク表示されたレディー

ミクストコンクリートを用いる場合は、工場が発行するレディーミクストコンクリート配合計画書 
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の場合で２時間を超えないものとし、かつコンクリートの運搬時間（練り混ぜ開始から荷卸し地点に

到着するまでの時間）は 1.5 時間以内としなければならない。これ以外で施工する可能性がある場

合は、監督職員と協議しなければならない。なお、コンクリートの練混ぜから打ち終わるまでの時

間中、コンクリートを日光、風雨等から保護しなければならない。 

２．受注者は、コンクリートの打込みを、日平均気温が４℃を超え 25℃以下の範囲に予想されると

きに実施しなければならない。日平均気温の予想がこの範囲にない場合には、第５章９節暑中コン

クリート、第 10 節寒中コンクリートの規定による。 

３．受注者は、１回の打設で完了するような小規模構造物を除いて１回（１日）のコンクリート打設

高さを施工計画書に記載しなければならない。また、受注者は、これを変更する場合には、施工前

に施工計画書の記載内容を変更しなければならない。 

４．受注者は、コンクリートの打設作業中、型枠のずれ、浮上り、目地材の離れ及び鉄筋の配置を乱

さないように注意しなければならない。 

５．受注者はコンクリートポンプを用いる場合は、「コンクリートのポンプ施工指針（案）５章圧

送」（土木学会、平成 24 年６月）の規定による。これにより難い場合は、監督職員の承諾を得な

ければならない。また、受注者はコンクリートプレーサ、ベルトコンベヤ、その他を用いる場合

も、材料の分離を防ぐようこれらを配置しなければならない。 

６．受注者は、ベルトコンベヤを使用する場合、適切な速度で十分容量のある機種を選定し、終端に

はバッフルプレート及びシュートを設け、材料が分離しない構造のものとしなければならない。な

お、配置にあたっては、コンクリートの横移動ができるだけ少なくなるようにしなければならな

い。 

７．受注者は、バケット及びスキップを使用する場合、コンクリートに振動を与えないよう適切な処

置を講じなければならない。また、排出口は、排出時に材料が分離しない構造のものとしなければ

ならない。 

８．受注者は、打設にシュートを使用する場合には縦シュートを用いるものとし、漏斗管、フレキシ

ブルなホース等により、自由に曲がる構造のものを選定しなければならない。なお、これにより難

い場合は、事前に監督職員の承諾を得なければならない。 

９．受注者は、打設したコンクリートを型枠内で横移動させてはならない。 

10．受注者は、一区画内のコンクリートの一層を打設が完了するまで連続して打設しなければならな

い。 

11．受注者は、コンクリートの打上り面が一区画内でほぼ水平となるように打設しなければならな

い。また、締固め能力等を考慮して、コンクリート打設の１層の高さを定めなければならない。 

12．受注者は、コンクリートの打設作業に際しては、あらかじめ打設計画書を作成し、適切な高さに

設定してこれに基づき、打設作業を行わなければならない。また、受注者は、型枠の高さが高い場

合には、型枠にコンクリートが付着して硬化するのを防ぐため、型枠に投入口を設けるか、縦シュ

ートあるいはポンプ配管の吐出口を打込み面近くまで下げてコンクリートを打ち込まなければなら

ない。この場合、シュート、ポンプ配管、バケット、ホッパー等の吐出口と打込み面までの自由落

下高さは 1.5ｍ以下とするものとする。 

13．受注者は、著しい材料分離が生じないように打込まなければならない。 

14．受注者は、コンクリートを２層以上に分けて打込む場合、上層のコンクリートの打込みは、下層

のコンクリートが固まり始める前に行い、上層と下層が一体になるように施工しなければならな

い。 

15．受注者は、コンクリートの打込み中、表面にブリーディング水がある場合には、これを取り除い

の場合で２時間を超えないものとし、かつコンクリートの運搬時間（練り混ぜ開始から荷卸し地点に

到着するまでの時間）は 1.5 時間以内としなければならない。これ以外で施工する可能性がある場

合は、監督職員と協議しなければならない。なお、コンクリートの練混ぜから打ち終わるまでの時

間中、コンクリートを日光、風雨等から保護しなければならない。 

２．受注者は、コンクリートの打込みを、日平均気温が４℃を超え 25℃以下の範囲に予想されると

きに実施しなければならない。日平均気温の予想がこの範囲にない場合には、第５章９節暑中コン

クリート、10 節寒中コンクリートの規定による。 

３．受注者は、１回の打設で完了するような小規模構造物を除いて１回（１日）のコンクリート打設

高さを施工計画書に記載しなければならない。また、受注者は、これを変更する場合には、施工前

に施工計画書の記載内容を変更しなければならない。 

４．受注者は、コンクリートの打設作業中、型枠のずれ、浮上り、目地材の離れ及び鉄筋の配置を乱

さないように注意しなければならない。 

５．受注者はコンクリートポンプを用いる場合は、「コンクリートのポンプ施工指針（案）５章圧

送」（土木学会、平成 24 年６月）の規定による。これにより難い場合は、監督職員の承諾を得な

ければならない。また、受注者はコンクリートプレーサ、ベルトコンベヤ、その他を用いる場合

も、材料の分離を防ぐようこれらを配置しなければならない。 

６．受注者は、ベルトコンベヤを使用する場合、適切な速度で十分容量のある機種を選定し、終端に

はバッフルプレート及びシュートを設け、材料が分離しない構造のものとしなければならない。な

お、配置にあたっては、コンクリートの横移動ができるだけ少なくなるようにしなければならな

い。 

７．受注者は、バケット及びスキップを使用する場合、コンクリートに振動を与えないよう適切な処

置を講じなければならない。また、排出口は、排出時に材料が分離しない構造のものとしなければ

ならない。 

８．受注者は、打設にシュートを使用する場合には縦シュートを用いるものとし、漏斗管、フレキシ

ブルなホース等により、自由に曲がる構造のものを選定しなければならない。なお、これにより難

い場合は、事前に監督職員の承諾を得なければならない。 

９．受注者は、打設したコンクリートを型枠内で横移動させてはならない。 

10．受注者は、一区画内のコンクリートの一層を打設が完了するまで連続して打設しなければならな

い。 

11．受注者は、コンクリートの打上り面が一区画内でほぼ水平となるように打設しなければならな

い。また、締固め能力等を考慮して、コンクリート打設の１層の高さを定めなければならない。 

12．受注者は、コンクリートの打設作業に際しては、あらかじめ打設計画書を作成し、適切な高さに

設定してこれに基づき、打設作業を行わなければならない。また、受注者は、型枠の高さが高い場

合には、型枠にコンクリートが付着して硬化するのを防ぐため、型枠に投入口を設けるか、縦シュ

ートあるいはポンプ配管の吐出口を打込み面近くまで下げてコンクリートを打ち込まなければなら

ない。この場合、シュート、ポンプ配管、バケット、ホッパー等の吐出口と打込み面までの自由落

下高さは 1.5ｍ以下とするものとする。 

13．受注者は、著しい材料分離が生じないように打込まなければならない。 

14．受注者は、コンクリートを２層以上に分けて打込む場合、上層のコンクリートの打込みは、下層

のコンクリートが固まり始める前に行い、上層と下層が一体になるように施工しなければならな

い。 

15．受注者は、コンクリートの打込み中、表面にブリーディング水がある場合には、これを取り除い
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５－７－５ 継手 

１．受注者は、設計図書に示されていない鉄筋の継手を設けるときには、継手の位置及び方法につい

て施工前に設計図書に関して監督職員の承諾を得なければならない。 

２．受注者は、鉄筋の重ね継手を行う場合は、設計図書に示す長さを重ね合わせて、直径 0.8 ㎜以上

の焼なまし鉄線で数ヶ所緊結しなければならない。 

  なお、エポキシ系樹脂塗装鉄筋の重ね継手長さは、「エポキシ樹脂塗装鉄筋を用いる鉄筋コンク

リートの設計施工指針【改訂版】H15.11 土木学会」により、コンクリートの付着強度を無塗装鉄

筋の 85％として求めてよい。 

３．受注者は、原則、継手を同一断面に集めてはならない。 

また、受注者は、継手を同一断面に集めないため、継手位置を軸方向に相互にずらす距離は、継

手の長さに鉄筋直径の 25 倍を加えた長さ以上としなければならない。継手が同一断面となる場合

は、 

継手が確実に施工でき、継手付近のコンクリートが確実に充填され、継手としての性能が発揮され

るとともに、構造物や部材に求められる性能を満たしていることを確認しなければならない。 

４．受注者は、鉄筋の継手に圧接継手、溶接継手または機械式継手を用いる場合には、鉄筋の種類、

直径及び施工箇所に応じた施工方法を選び、その品質を証明する資料を整備及び保管し、監督職員

または検査員から請求があった場合は速やかに提示しなければならない。 

５．受注者は、将来の継足しのために構造物から鉄筋を露出しておく場合には、損傷、腐食等からこ

れを保護しなければならない。 

６．受注者は、鉄筋の継手位置として、引張応力の大きい断面を避けなければならない。 

７．受注者は、継手部と隣接する鉄筋とのあき、または継手部相互のあきを粗骨材の最大寸法以上と

しなければならない。 

 

５－７－６ ガス圧接 

１．圧接工は、JIS Z 3881（鉄筋のガス圧接技術検定における試験方法及び判定基準）に定められた

試験の種類のうち、その作業に該当する試験の技量を有する技術者でなければならない。また、自

動ガス圧接装置を取り扱う者は、JIS G 3112 （鉄筋コンクリート用棒鋼）に規定する棒鋼を酸

素・アセチレン炎により圧接する技量を有する技術者でなければならない。 

なお、受注者は、ガス圧接の施工方法を熱間押し抜き法とする場合は、設計図書に関して監督職

員の承諾を得なければならない。 

また、圧接工の技量の確認に関して、監督職員または検査員から請求があった場合は、資格証明

書等を速やかに提示しなければならない。 

２．受注者は、鉄筋のガス圧接箇所が設計図書どおりに施工できない場合は、その処置方法について

施工前に監督職員と協議しなければならない。 

３．受注者は、規格または形状の著しく異なる場合及び径の差が７mm を超える場合は手動ガス圧接

してはならない。ただし、Ｄ41 とＤ51 の場合はこの限りではない。 

４．受注者は、圧接しようとする鉄筋の両端部は、（公社）日本鉄筋継手協会によって認定された鉄

筋冷間直角切断機を使用して切断しなければならない。自動ガス圧接の場合、チップソーをあわせ

て使用するものとする。ただし、すでに直角かつ平滑である場合や鉄筋冷間直角切断機により切断

した端面の汚損等を取り除く場合は、ディスクグラインダで端面を研削するとともに、さび、油

脂、塗料、セメントペースト、その他の有害な付着物を完全に除去しなければならない。 

５．突合わせた圧接面は、なるべく平面とし周辺のすきまは２㎜以下とする。 

５－７－５ 継手 

１．受注者は、設計図書に示されていない鉄筋の継手を設けるときには、継手の位置及び方法につい

て施工前に設計図書に関して監督職員の承諾を得なければならない。 

２．受注者は、鉄筋の重ね継手を行う場合は、設計図書に示す長さを重ね合わせて、直径 0.8 ㎜以上

の焼なまし鉄線で数ヶ所緊結しなければならない。 

  なお、エポキシ系樹脂塗装鉄筋の重ね継手長さは、「エポキシ樹脂塗装鉄筋を用いる鉄筋コンク

リートの設計施工指針【改訂版】」（土木学会、平成 15 年 11 月）により、コンクリートの付着強

度を無塗装鉄筋の 85％として求めてよい。 

３．受注者は、原則、継手を同一断面に集めてはならない。 

また、受注者は、継手を同一断面に集めないため、継手位置を軸方向に相互にずらす距離は、継

手の長さに鉄筋直径の 25 倍を加えた長さ以上としなければならない。継手が同一断面となる場合

は、 

継手が確実に施工でき、継手付近のコンクリートが確実に充填され、継手としての性能が発揮され

るとともに、構造物や部材に求められる性能を満たしていることを確認しなければならない。 

４．受注者は、鉄筋の継手に圧接継手、溶接継手または機械式継手を用いる場合には、鉄筋の種類、

直径及び施工箇所に応じた施工方法を選び、その品質を証明する資料を整備及び保管し、監督職員

または検査員から請求があった場合は速やかに提示しなければならない。 

５．受注者は、将来の継足しのために構造物から鉄筋を露出しておく場合には、損傷、腐食等からこ

れを保護しなければならない。 

６．受注者は、鉄筋の継手位置として、引張応力の大きい断面を避けなければならない。 

７．受注者は、継手部と隣接する鉄筋とのあき、または継手部相互のあきを粗骨材の最大寸法以上と

しなければならない。 

 

５－７－６ ガス圧接 

１．圧接工は、JIS Z 3881（鉄筋のガス圧接技術検定における試験方法及び判定基準）に定められた

試験の種類のうち、その作業に該当する試験の技量を有する技術者でなければならない。また、自

動ガス圧接装置を取り扱う者は、JIS G 3112 （鉄筋コンクリート用棒鋼）に規定する棒鋼を酸

素・アセチレン炎により圧接する技量を有する技術者でなければならない。 

なお、受注者は、ガス圧接の施工方法を熱間押し抜き法とする場合は、設計図書に関して監督職

員の承諾を得なければならない。 

また、圧接工の技量の確認に関して、監督職員または検査員から請求があった場合は、資格証明

書等を速やかに提示しなければならない。 

２．受注者は、鉄筋のガス圧接箇所が設計図書どおりに施工できない場合は、その処置方法について

施工前に監督職員と協議しなければならない。 

３．受注者は、規格または形状の著しく異なる場合及び径の差が７mm を超える場合は手動ガス圧接

してはならない。ただし、Ｄ41 とＤ51 の場合はこの限りではない。 

４．受注者は、圧接しようとする鉄筋の両端部は、（公社）日本鉄筋継手協会によって認定された鉄

筋冷間直角切断機を使用して切断しなければならない。自動ガス圧接の場合、チップソーをあわせ

て使用するものとする。ただし、すでに直角かつ平滑である場合や鉄筋冷間直角切断機により切断

した端面の汚損等を取り除く場合は、ディスクグラインダで端面を研削するとともに、さび、油

脂、塗料、セメントペースト、その他の有害な付着物を完全に除去しなければならない。 

５．突合わせた圧接面は、なるべく平面とし周辺のすきまは２㎜以下とする。 
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       図６－17 すみ切りがある場合     図６－18 すみ切りがない場合 

 

７．受注者は、鉄蓋の開閉方向を図６－19①のとおり管の軸方向にあわせることを基本とする。なお、

管の軸方向と車両進行方向が平行となる場合及び、青銅仕切弁は②のとおり設置することとする。 

  また、道路を横断する管路についても、①のとおり開閉方向を管軸方向（横断方向）にあわ

せて設置することとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６－19 弁類鉄蓋設置方向 

 

 

６－10－３  消火栓設置工 

１．受注者は、フランジ付きＴ字管の布設に当たって、管心を水平に保ち支管のフランジ面が水平に

なるよう設置しなければならない。 

２．受注者は、消火栓及び補修弁の設置に先立ち、弁の開閉方向を確認するとともに、弁体の異常の

有無を点検しなければならない。 

３．受注者は、消火栓の取り付けに当たって地表面と消火栓の弁棒キャップ天端との間隔を 15～30 ㎝

となるようにフランジ短管により調整することとする。 

４．受注者は、設置完了時に補修弁を「開」とし、町の式消火栓は「閉」としておかなければならな

い。 

５．受注者は、鉄蓋の開方向を向いて右側にハンドルがくるよう補修弁を設置することとする。 

６．受注者は、鉄蓋の開閉方向を図６－20 の①とおり管の軸方向にあわせることを基本とする。また、

管の軸方向と車両進行方向が平行となる場合は、②のとおりに設置することとする。なお、道路を

横断する管路については、③のとおり開閉方向を車両進行方向にあわせて設置することとし、

この場合においても、鉄蓋の開方向を向いて右側にハンドルがくるよう補修弁を設置すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       図６－17 すみ切りがある場合     図６－18 すみ切りがない場合 

 

７．受注者は、鉄蓋の開閉方向を図６－19①のとおり管の軸方向にあわせることを基本とする。なお、

管の軸方向と車両進行方向が平行となる場合及び、青銅仕切弁は②のとおり設置することとする。 

  また、道路を横断する管路についても、①のとおり開閉方向を管軸方向（横断方向）にあわ

せて設置することとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６－19 弁類鉄蓋設置方向 

 

 

６－10－３  消火栓設置工 

１．受注者は、フランジ付きＴ字管の布設に当たって、管心を水平に保ち支管のフランジ面が水平に

なるよう設置しなければならない。 

２．受注者は、消火栓及び補修弁の設置に先立ち、弁の開閉方向を確認するとともに、弁体の異常の

有無を点検しなければならない。 

３．受注者は、消火栓の取り付けに当たって地表面と消火栓の弁棒キャップ天端との間隔を 15～30 ㎝

となるようにフランジ短管により調整することとする。 

４．受注者は、設置完了時に補修弁を「開」とし、町の式消火栓は「閉」としておかなければならな

い。 

５．受注者は、鉄蓋の開方向を向いて右側にハンドルがくるよう補修弁を設置することとする。 

６．受注者は、鉄蓋の開閉方向を図６－20①のとおり管の軸方向にあわせることを基本とする。また、

管の軸方向と車両進行方向が平行となる場合は、②のとおりに設置することとする。なお、道路を

横断する管路については、③のとおり開閉方向を車両進行方向にあわせて設置することとし、

この場合においても、鉄蓋の開方向を向いて右側にハンドルがくるよう補修弁を設置すること。 

  また、歩道を横断する管路については、①のとおり開閉方向を管軸方向（横断方向）にあわ

せて設置することとする。 
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福岡市水道局 

平成２８年２月 

 

標識テープ仕様書 

 

１ 適用範囲 

この仕様書は、福岡市水道局において使用する標識テープに適用する。 

 

２ 材質 

軟質塩化ビニールまたはポリエチレンとする。 

 

３ 寸法 

幅 300 ㎜×長さ 20m（1 巻き当たり） 

 

４ 表示及び色 

地色 青色 

文字 黒色または白色 

 

 

 

 

 

図－１ 

 

５ 品質 

５．１ 外観 

表・裏共にキズやヤブレ等の有害な欠点がないものであること。 

  

５．２ 印刷 

印刷は鮮明で，土中に長期間埋設しても変色しないような方法で印刷すること。 

危険  注意  危険  注意  危険  注意  危 

この下に水道管あり  この下に水道管あり  この下 

削除
（HP掲載）
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削除
（HP掲載）

 

福岡市水道局 

平成２８年２月 

 

表示テープ仕様書 

 

１ 適用範囲 

この仕様書は、福岡市水道局において使用する表示テープに適用する。 

 

２ 材質 

軟質塩化ビニールとする。 

 

３ 寸法 

幅 50 ㎜×長さ 20m（1 巻き当たり） 

 

４ 表示及び色 

地色 青色 

文字 黒色 

 

 

 

 

 

図－１ 

 

５ 品質 

５．１ 外観 

表・裏共にキズやヤブレ等の有害な欠点がないものであること。 

 

５．２ 印刷 

印刷は鮮明で，土中に長期間埋設しても変色しないような方法で印刷すること。 

 

５．３ 品質性能 

  JIS C 2107 に規定されている試験方法によって試験を行い，引っ張り強さ，伸び，粘

着力の結果が JIS C 2336 の性能を満足していること。 

水道管  福岡市Ｈ２８水道管  福岡市Ｈ２８ 

水道管  福岡市Ｈ２８水道管  福岡市Ｈ２８ 

水道管  福岡市Ｈ２８水道管  福岡市Ｈ２８ 
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削除
（HP掲載）

 

福岡市水道局 

平成２８年２月 

 

表示シート仕様書 

 

１ 適用範囲 

この仕様書は、福岡市水道局において使用する表示シートに適用する。 

 

２ 材質 

軟質塩化ビニールとする。 

 

３ 寸法 

200 ㎜×300 ㎜ 

 

４ 表示及び色 

地色 青色 

文字 黒色 

 

 

 

 

 

図－１ 

 

５ 品質 

５．１ 外観 

表・裏共にキズやヤブレ等の有害な欠点がないものであること。 

 

５．２ 印刷 

印刷は鮮明で，土中に長期間埋設しても変色しないような方法で印刷すること。 

水 道 管 

福 岡 市 

Ｈ２８ 
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削除
（HP掲載）

 

福岡市水道局 

平成２８年２月 

 

粘着テープ仕様書 

 

１ 適用範囲 

この仕様書は、福岡市水道局において使用する粘着テープに適用する。 

 

２ 材質 

軟質塩化ビニールとする。 

 

３ 寸法 

厚さ 0.4 ㎜×幅 50 ㎜×長さ 10ｍ（１巻き当たり） 

 

４ 表示及び色 

地色 黒色 

 

５ 品質 

５．１ 外観 

均一に巻かれ著しい変形及び巻き巣がなく，両側面が平らで，ノリハガレ，折り目， 

キズ，その他使用上支障のある欠点がないものであること。 

 

５．２ 品質性能 

JIS C 2107 に規定されている試験方法よって試験した結果が、JIS C 2336 の引張強

さ・伸び・粘着力の性能を満足すること。 

  または、JIS Z 0237 に規定されている試験方法によって試験した結果が、JIS Z 1901

の引張強さ・伸び・粘着力の性能を満足すること。 
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２．建設工事公衆災害防止対策要綱（抜粋） 

 

第２章 作業場 

 

第 10 作業場の区分 

施工者は、土木工事を施工するに当たって作業し、材料を集積し、または、機械類を置く等工事

のために使用する区域（以下「作業場」という。）を周囲から明確に区分し、この区域以外の場所

を使用してはならない。 

２ 施工者は、公衆が誤って作業場に立ち入ることのないよう、固定さく又はこれに類する工作物を

設置しなければならない。ただし、その工作物に代わる既設のへい、さく等があり、そのへい、さ

く等が境界を明らかにして、公衆が誤って立ち入ることを防止する目的にかなうものである場合に

は、そのへい、さく等をもって代えることができるものとする。 

また、移動を伴う道路維持修繕工事、軽易な埋設工事等においては、移動さく、道路標識、標示

板、保安灯、セイフティコーン等で十分安全が確保される場合には、これをもって代えることがで

きるものとする。 

３ 前項のさく等は、その作業場を周囲から明確に区分し、公衆の安全を図るものであって、作業環

境と使用目的によって構造を決定すべきものであるが、特に風等により転倒しないよう十分安定し

たものでなければならない。 

 

第 11 さくの規格、寸法 

固定さくの高さは 1.2 メートル以上とし、通行者（自動車等を含む。）の視界を妨げないように

する必要がある場合は、さくの上の部分を金網等で張り、見通しをよくするものとする。 

２ 移動さくは、高さ 0.8 メートル以上１メートル以下、長さ１メートル以上 1.5 メートル以下で、

支柱の上端に幅 15 センチメートル程度の横板を取り付けてあるものを標準とし、公衆の通行が禁

止されていることが明らかにわかるものであって、かつ、容易に転倒しないものでなければならな

い。 

また、移動さくの高さが１メートル以上となる場合は、金網等を張り付けるものとする。 

 

第 12 さくの色彩 

固定さくの袴部分及び移動さくの横板部分は、黄色と黒色を交互に斜縞に彩色（反射処理）する

ものとし、彩色する各縞の幅は 10 センチメートル以上 15 センチメートル以下、水平との角度は 45

度を標準とする。ただし、袴及び横板の３分の２以下の部分に黄色または白色で彩色した箇所を設

け、この部分に工事名、起業者名、施工者名、公衆への注意事項を記入することはさしつかえない。 

 

第 13 移動さくの設置及び撤去方法 

施工者は、移動さくを連続して設置する場合には、原則として移動さくの長さを超えるような間

隔をあけてはならず、かつ、移動さく間には保安灯またはセイフティコーンを置き、作業場の範囲

を明確にしなければならない。 

２ 施工者は、移動さくを屈曲して設置する場合には、その部分は間隔をあけてはならない。また、

交通流に対面する部分に移動さくを設置する場合は、原則としてすり付け区間を設け、かつ、間隔

をあけないようにしなければならない。 

３ 施工者は、歩行者及び自転車が移動さくに沿って通行する部分の移動さくの設置に当たっては、

移動さくの間隔をあけないようにし、または移動さくの間に安全ロープ等を張ってすき間のないよ 

２．建設工事公衆災害防止対策要綱（抜粋） 

 

第１章 総則 

 

第 3 発注者及び施工者の責務 

１ 発注者（発注者の委託を受けて業務を行う設計者を含む。以下同じ。）及び施工者は、公衆災害

を防止するために、関係法令等（建築基準法、労働安全衛生法、大気汚染防止法、水質汚濁防止

法、騒音規制法、振動規制法、火薬類取締法、消防法、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（廃棄

物処理法）、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（建設リサイクル法）、電気事業法、

電波法、悪臭防止法、建設副産物適正処理推進要綱）に加え、この要綱を遵守しなければならない

（ただし、この要綱において発注者が行うこととされている内容について、契約の定めるところに

より、施工者が行うことを妨げない）。 

２ 前項に加え、発注者及び施工者は、この要綱を遵守するのみならず、工事関係者への災害事例情

報の周知や重機の排ガス規制等、より安全性を高める工夫や周辺環境の改善等を通じ、公衆災害の

発生防止に万全を期さなければならない。 

 

第5 施工計画及び工法選定における危険性の除去と施工前の事前評価 

１ 発注者及び施工者は、土木工事による公衆への危険性を最小化するため、原則として、工事範囲

を敷地内に収める施工計画の作成及び工法選定を行うこととする。 

２ 発注者及び施工者は、土木工事による公衆への迷惑を抑止するため、原則として一般の交通の用

に供する部分の通行を制限しないことを前提とした施工計画の作成及び工法選定を行うこととす

る。 

３ 施工者は、土木工事に先立ち、危険性の事前評価（リスクアセスメント）を通じて、現場での各

種作業における公衆災害の危険性を可能な限り特定し、当該リスクを低減するための措置を自主的

に講じなければならない。 

４ 施工者は、いかなる措置によっても危険性の低減が図られないことが想定される場合には、施工

計画を作成する前に発注者と協議しなければならない。 

 

第２章 一般事項 

 

第14 整理整頓 

１ 施工者は、常に作業場の内外を整理整頓し、塵埃等により周辺に迷惑の及ぶことのないよう注意

しなければならない。特に、民地等に隣接した作業場においては、建設機械、材料等の仮置きには

十分配慮し、緊急時に支障とならない状態にしておかなければならない。 

 

第 15 作業場の区分 

１ 施工者は、土木工事を施工するに当たって作業し、材料を集積し、または、機械類を置く等工事

のために使用する区域（以下「作業場」という。）を周囲から明確に区分し、この区域以外の場所

を使用してはならない。 

２ 施工者は、公衆が誤って作業場に立ち入ることのないよう、固定さく又はこれに類する工作物を

設置しなければならない。ただし、その工作物に代わる既設のへい、さく等があり、そのへい、さ

く等が境界を明らかにして、公衆が誤って立ち入ることを防止する目的にかなうものである場合に

は、そのへい、さく等をもって代えることができるものとする。 
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う措置しなければならない。 

４ 施工者は、移動さくの設置及び撤去に当たっては、交通の流れを妨げないよう行わなければなら

ない。 

 

第 14 作業場への車両の出入り 

施工者は、道路上に作業場を設ける場合は、原則として、交通流に対する背面から車両を出入り

させなければならない。ただし、周囲の状況等によりやむを得ない場合においては、交通流に平行

する部分から車両を出入りさせることができる。この場合においては、交通誘導員を配置し、でき

るだけ一般車両の通行を優先するとともに公衆の通行に支障を与えないようにしなければならない  

 

第３章 交通対策 

 

第 17 道路標識等 

起業者及び施工者は、道路敷に又は道路敷に接して作業場を設けて土木工事を施工する場合には、

工事による一般交通への危険及び渋滞の防止、歩行者の安全等を図るため、事前に道路状況を把握

し、交通の処理方法について検討の上、道路管理者及び所轄警察署長の指示するところに従い、道

路標識、区画線及び道路標示に関する命令（昭和 35 年総理府・建設省令第３号）及び道路工事現場

における標示施設等の設置基準（昭和 37 年建設省道発第 372 号）による道路標識、標示板等で必要

なものを設置しなければならない。 

２ 施工者は工事用の諸施設を設置するに当たって必要がある場合は、周囲の地盤面から高さ 0.8 メ

ートル以上２メートル以下の部分については、通行者の視界を妨げることのないよう必要な措置を

講じなければならない。 

 

第 18 保安灯 

施工者は、道路上において又は道路に接して土木工事を夜間施工する場合には、道路上又は道路

に接する部分に設置したさく等に沿って、高さ１メートル程度のもので夜間 150 メートル前方から

視認できる光度を有する保安灯を設置しなければならない。 

この場合、設置間隔は、交通流に対面する部分では２メートル程度、その他の道路に面する部分

では４メートル以下とし、囲いの角の部分については特に留意して設置しなければならない。 

 

第 19 遠方よりの工事箇所の確認 

施工者は、交通量の特に多い道路上において土木工事を施工する場合には、遠方からでも工事箇

所が確認でき、安全な走行が確保されるよう、保安施設を適切に設置しなければならない。このた

め、第 17（道路標識）及び第 18（保安灯）に規定する道路標識及び保安灯に設置に加えて、作業場

の交通流に対面する場所に工事中であることを示す標示板（原則として内部照明式）を設置するも

のとする。 

さらに、必要に応じて夜間 200 メートル前方から視認できる光度を有する回転式か点滅式の黄色

又は赤色の注意灯を、当該標示板に近接した位置に設置しなければならない。 

２ 前項の場合において、当該標示板を設置する箇所に近接して、高い工事用構造物等があるときは、

これに標示板等を設置することができる。 

３ 施工者は、工事を予告する道路標識、標示板等を、工事箇所の前方 50 メートルから 500 メートル

の間の路側又は中央帯のうち視認しやすい箇所に設置しなければならない。 

また、移動を伴う道路維持修繕工事、除草工事、軽易な埋設工事等においては、移動さく、道

路標識、標示板、保安灯、セイフティコーン等で十分安全が確保される場合には、これをもって

代えることができるものとする。但し、その場合には飛散等によって周辺に危害を及ぼさないよ

う、必要な防護措置を講じなければならない。 

３ 前項のさく等は、その作業場を周囲から明確に区分し、公衆の安全を図るものであって、作業環

境と使用目的によって構造及び設置方法を決定すべきものであるが、公衆の通行が禁止されている

ことが明らかにわかるものであることや、通行者（自動車等を含む。）の視界が確保されているこ

と、風等により転倒しないものでなければならない。 

 

第 21 巡視 

１ 施工者は、作業場内及びその周辺の安全巡視を励行し、事故防止施設の整備及びその維持管理に

努めなければならない。 

２ 施工者は、安全巡視に当たっては、十分な経験を有する技術者、関係法令等に精通している者等

安全巡視に十分な知識のある者を選任しなければならない。 

 

第３章 交通対策 

 

第 22 作業場への工事車両の出入り等 

１ 施工者は、道路上に作業場を設ける場合は、原則として、交通流に対する背面から車両を出入り

させなければならない。ただし、周囲の状況等によりやむを得ない場合においては、交通流に平行

する部分から車両を出入りさせることができる。この場合においては、交通誘導員を配置し、でき

るだけ一般車両の通行を優先するとともに公衆の通行に支障を与えないようにしなければならない  

 

第 23 道路敷（近傍）工事における措置 

１ 発注者及び施工者は、道路敷において又は道路敷に接して作業場を設けて土木工事を施工する場

合には、工事による一般交通への危険及び渋滞の防止、歩行者の安全等を図るため、事前に道路状

況を把握し、交通の処理方法について検討の上、道路管理者及び所轄警察署長の指示するところに

従い、道路標識、区画線及び道路標示に関する命令（昭和 35 年総理府・建設省令第３号）及び道路

工事現場における標示施設等の設置基準（昭和 37 年建設省道発第 372 号）による道路標識、標示板

等で必要なものを設置しなければならない。 

２ 施工者は工事用の諸施設を設置する必要がる場合に当たって必要がある場合は、周囲の地盤面か

ら高さ 0.8 メートル以上２メートル以下の部分については、通行者の視界を妨げることのないよう

必要な措置を講じなければならない。 

３ 施工者は、特に地下掘進工事を行うときは、路面及び掘進部周辺を道路管理者との協議等に基づ

き常時監視するとともに、周辺地域の地表面及び構造物の変状、地下水位及び水質の変化等を定期

的に測定し、これらの異常の有無を監視しなければならない。この場合において、異常が認めら

れ、周辺に危害を及ぼすおそれが生じたときは、施工者は、直ちに作業を中止し、発注者と協議の

上、その原因を調査し、措置を講じなければならない。 

 

第24 道路上（近接）工事における措置 

１ 施工者は、道路上において又は道路に接して土木工事を夜間施工する場合には、道路上又は道路

に接する部分に設置したさく等に沿って、高さ１メートル程度のもので夜間 150 メートル前方から視 
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第 20 作業場付近における交通の誘導 

施工者は、道路上において土木工事を施工する場合には、道路管理者及び所轄警察署長の指示を

受け、作業場出入口等に必要に応じて交通誘導員を配置し、道路標識、保安灯、セイフティコーン

又は矢印板を設置する等、常に交通の流れを阻害しないよう努めなければならない。なお、交通量

の少ない道路にあたっては、簡易な自動信号機によって交通の誘導を行うことができる。 

また、近接して他の工事が行われる場合には、施工者間で交通の誘導について十分な調整を行い、

交通の安全の確保を図らなければならない。 

 

第 22 車両通行のための路面維持 

施工者は、道路を掘削した箇所を車両の交通の用に供しようとするときは、埋め戻したのち、原

則として、仮舗装を行い、又は覆工を行う等の措置を講じなければならない。この場合、周囲の路

面との段差を生じないようにしなければならない。 

やむを得ない理由で段差が生じた場合は、５パーセント以内の勾配ですりつけるものとし、施工

上すりつけが困難な場合には、標示板等によっては通行車両に予知させなければならない。 

２ 施工者は、道路敷きにおいて又は道路敷きに接して工事を行う場合で、特に地下掘進工事を行う

ときは、路面の変状観測を行うものとし、必要に応じ、本章各項に規定する措置を講じなければな

らない。 

 

第 23 車両幅員 

起業者及び施工者は、土木工事のために一般の交通の用に供する部分の通行を制限する必要のあ

る場合においては、道路管理者及び所轄警察署長の指示に従うものとし、特に指示のない場合は、

次の各号に掲げるところを標準とする。 

一 制限した後の道路の車線が１車線となる場合にあっては、その車道幅員は３メートル以上と

し、２車線となる場合にあっては、その車道幅員は 5.5 メートル以上とする。 

二 制限した後の道路の車線が１車線となる場合で、それを往復の交互交通の用に供する場合に

おいては、その制限区間はできるだけ短くし、その前後で交通が渋滞することのないように措

置するとともに、必要に応じて交通誘導員等を配置する。 

 

第 24 歩行者対策 

起業者又は施工者は、第 23（車道幅員）に規定する場合において、歩行者が安全に通行し得るた

めに歩行者用として別に幅 0.75 メートル以上、特に歩行者の多い箇所においては幅 1.5 メートル

以上の通路を確保しなければならない。 

この場合、車両の交通の用に供する部分との境には第 11（さくの規格、寸法）から第 13（移動さ

くの設置及び撤去方法）までの規定に準じて隙間なく、さく等を設置する等歩行者用通路を明確に

区分するとともに、歩行者に危険のないよう路面の凸凹をなくし、必要に応じて階段等を設けてお

かなければならない。 

 

 

 

 

 

認できる光度を有する保安灯を設置しなければならない。 

２ 施工者は、道路上において又は道路に近接して杭打機その他の高さの高い工事用建設機械若しく

は構造物を設置しておく場合又は工事のため一般の交通にとって危険が予想される箇所がある場合

においては、それらを白色照明灯で照明し、それらの所在が容易に確認できるようにしなければな

らない。 

３ 施工者は、道路上において又は道路に接して土木工事を施工する場合には、工事を予告する道路

標識、標示板等を、工事箇所の前方50メートルから500メートルの間の路側又は中央帯のうち視認

しやすい箇所に設置しなければならない。また、交通量の特に多い道路上においては、遠方からで

も工事箇所が確認でき、安全な走行が確保されるよう、道路標識及び保安灯の設置に加えて、作業

場の交通流に対面する場所に工事中であることを示す標示板（原則として内部照明式）を設置し、

必要に応じて夜間200メートル前方から視認できる光度を有する回転式か点滅式の黄色又は赤色の

注意灯を、当該標示板に近接した位置に設置しなければならない（なお、当該標示板等を設置する

箇所に近接して、高い工事用構造物等があるときは、これに標示板等を設置することができる）。 

４ 施工者は、道路上において土木工事を施工する場合には、道路管理者及び所轄警察署長の指示を

受け、作業場出入口等に原則、交通誘導警備員を配置し、道路標識、保安灯、セイフティコーン又

は矢印板を設置する等、常に交通の流れを阻害しないよう努めなければならない。 

 

第25 一般交通を制限する場合の措置 

１ 発注者及び施工者は、やむを得ず通行を制限する必要のある場合においては、道路管理者及び所

轄警察署長の指示に従うものとし、特に指示のない場合は、次の各号に掲げるところを標準とす

る。 

一 制限した後の道路の車線が１車線となる場合にあっては、その車道幅員は３メートル以上と

し、２車線となる場合にあっては、その車道幅員は5.5メートル以上とする。 

二 制限した後の道路の車線が１車線となる場合で、それを往復の交互交通の用に供する場合に

おいては、その制限区間はできる限り短くし、その前後で交通が渋滞することのないよう原

則、交通誘導警備員を配置しなければならない。 

２ 発注者及び施工者は、土木工事のために、一般の交通を迂回させる必要がある場合においては、

道路管理者及び所轄警察署長の指示するところに従い、まわり道の入口及び要所に運転者又は通行

者に見やすい案内用標示板等を設置し、運転者又は通行者が容易にまわり道を通過し得るようにし

なければならない。 

３ 発注者及び施工者は、土木工事の車両が交通に支障を起こすおそれがある場合には、関係機関と

協議を行い、必要な措置を講じなければならない。 

 

第 26 仮復旧期間における車両通行のための路面維持 

１ 施工者は、道路を掘削した箇所を車両の交通の用に供しようとするときは、埋め戻したのち、原

則として、仮舗装を行い、又は覆工を行う等の措置を講じなければならない。この場合、周囲の路

面との段差を生じないようにしなければならない。 

やむを得ない理由で段差が生じた場合は、５パーセント以内の勾配ですりつけなければならない。 

２ 前項において、覆工板に鋼製のものを使用する場合においては、滑止めのついたものでなければ

ならない。 

３ 施工者は、覆工板の取付けに当たっては、通行車両によるはね上がりや車両の制動に伴う水平方

向等の移動を生じないよう、各覆工板の間にすき間を生じないようにしなければならない。また、覆

工部と道路部とが接する取付け部については、アスファルト・コンクリート等でそのすき間を充 
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第５章埋設物 

 

第 33 保安上の事前措置 

起業者は、土木工事の設計に当たっては、工事現場、工事用の通路及び工事現場に近接した地域

にある埋設物について、埋設物の管理者の協力を得て、位置、規格、構造及び埋設年次を調査し、

その結果に基づき埋設物の管理者及び関係機関と協議確認の上、設計図書にその埋設物の保安に必

要な措置を記載して施工者に明示しなければならない。 

 

第 34 立会 

起業者は、埋設物の周辺で土木工事を施工する場合において、第 33（保安上の事前措置）に規定

する調査を行うにあたっては、原則として、各種埋設物の管理者に対し埋設物の種類、位置（平面・

深さ）等の確認のため、第 36（埋設物の確認）の規定による立会を求めなければならない。ただし、

各種埋設物の状況が予め明らかである場合はこの限りではない。 

 

第 35 保安上の措置 

起業者又は起業者から埋設物の保安に必要な措置を行うよう明示を受けた施工者は、埋設物に近

接して土木工事を施工する場合には、予めその埋設物の管理者及び関係機関と協議し、関係法令等

に従い、工事施工の各段階における保安上の必要な措置、埋設物の防護方法、立会の有無、緊急時

の連絡先及びその方法、保安上の措置の実施区分等を決定するものとする。 

２ 起業者が前項の規定により決定し、施工者に通知したときは、施工者は決定事項を厳守しなけれ

ばならない。 

 

第 36 埋設物の確認 

起業者又は施工者は、埋設物が予想される場所で土木工事を施工しようとするときは、施工に先

立ち、埋設物管理者等が保管する台帳に基づいて試掘等を行い、その埋設物の種類、位置（平面・

深さ）、規格、構造等を原則として目視により確認しなければならない。 

なお、起業者または施工者は、試掘によって埋設物を確認した場合においては、その位置などを

道路管理者及び埋設物の管理者に報告しなければならない。 

この場合、深さについては、原則として標高によって表示しておくものとする。 

２ 施工者は、工事施工中において、管理者の不明な埋設物を発見した場合、埋設物に関する調査を

再度行い、当該管理者の立会を求め、安全確認した後に処置しなければならない。 

 

第 37 布堀り及びつぼ堀り 

施工者は、道路上において土木工事のために杭、矢板等を打設し、又は穿孔等を行う必要がある

場合においては、埋設物のないことがあらかじめ明確である場合を除き、埋設物の予想される位置

を深さ２メートル程度まで試掘を行い、埋設物の存在が確認されたときは、布堀り又はつぼ堀りを

行ってこれを露出させなければならない。 

 

第 38 露出した埋設物の保安維持等 

施工者は、工事埋設物が露出した場合においては、第 35（保安上の措置）の規定に基づく協議により

定められた方法によって、これらの埋設物を維持し、工事中の損傷及びこれによる公衆災害を防止す

るために万全を期するとともに、協議によって定められた保安上の措置の実施区分にしたが 

填しなければならない。また、覆工部の端部は、路面の維持を十分行わなければならない。 

４ 施工者は、布掘り、つぼ掘り等で極めて小部分を一昼夜程度の短期間で掘削する場合において

は、原則として埋戻しを行い、交通量に応じた仮復旧を行わなければならない。なお、橋面等の小

規模工事で、やむを得ず鉄板により覆工を行う場合は、滑止めのついた鉄板を用いることとし、鉄

板のすりつけに留意するとともに、鉄板の移動が生じないようにしなければならない。 

 

第27 歩行者用通路の確保 

１ 発注者及び施工者は、やむを得ず通行を制限する必要がある場合、歩行者が安全に通行できるよ

う車道とは別に、幅0.90メートル以上（高齢者や車椅子使用者等の通行が想定されない場合は幅

0.75メートル以上）、有効高さは2.1メートル以上の歩行者用通路を確保しなければならない。特

に歩行者の多い箇所においては幅1.5メートル以上、有効高さは、2.1メートル以上の歩行者用通路

を確保し、交通誘導警備員を配置する等の措置を講じ、適切に歩行者を誘導しなければならない。 

２ 施工者は、歩行者用通路とそれに接する車両の交通の用に供する部分との境及び歩行者用通路と

作業場との境は、必要に応じて移動さくを間隔をあけないように設置し、又は移動さくの間に安全

ロープ等をはってすき間ができないよう設置する等明確に区分する。 

３ 施工者は、歩行者用通路には、必要な標識等を掲げ、夜間には、適切な照明等を設けなければな

らない。また、歩行に危険のないよう段差や路面の凹凸をなくすとともに、滑りにくい状態を保

ち、必要に応じてスロープ、手すり及び視覚障害者誘導用ブロック等を設けなければならない。 

４ 施工者は上記の措置がやむを得ず確保できない場合には、施工計画の変更等について発注者と協

議しなければならない。 

 

第７章埋設物 

 

第 42 埋設物の事前確認 

１ 発注者は、作業場、工事用の通路及び作業場に近接した地域にある埋設物について、埋設物の管

理者の協力を得て、位置、規格、構造及び埋設年次を調査し、その結果に基づき埋設物の管理者及

び関係機関と協議確認の上、設計図書にその埋設物の保安に必要な措置を記載して施工者に明示す

るよう努めなければならない。 

２ 発注者又は施工者は、土木工事を施工しようとするときは、施工に先立ち、埋設物の管理者等が

保管する台帳と設計図面を照らし合わせて位置（平面・深さ）を確認した上で、細心の注意のもと

で試掘等を行い、その埋設物の種類、位置（平面・深さ）、規格、構造等を原則として目視により

確認しなければならない。ただし、埋設物管理者の保有する情報により当該項目の情報があらかじ

め特定できる場合や、学会その他で技術的に認められた方法及び基準に基づく探査によって確認し

た場合はこの限りではない。 

３ 発注者または施工者は、試掘等によって埋設物を確認した場合においては、その位置（平面・深

さ）や周辺地質の状況等の情報を道路管理者及び埋設物の管理者に報告しなければならない。 

この場合、深さについては、原則として標高によって表示しておくものとする。 

４ 施工者は、工事施工中において、管理者の不明な埋設物を発見した場合、必要に応じて専門家の

立ち合いを求め埋設物に関する調査を再度行い、当該管理者の立会を求め、安全確認した後に措置

しなければならない。 
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って、常に点検等を行わなければならない。 

なお、露出した埋設物には、物件の名称、保安上の必要事項、管理者の連絡先等を記載した標示

板を取り付ける等により、工事関係者等に対して注意を喚起しなければならない。 

２ 露出した埋設物が既に破損していた場合においては、施工者は、直ちに起業者及びその埋設物の

管理者に連絡し、修理等の措置を求めなければならない。 

３ 施工者は、露出した埋設物が埋め戻した後において破損するおそれのある場合には、起業者及び

埋設物の管理者と協議の上、適切な措置を行うことを求め、工事終了後の事故防止について十分注

意しなければならない。 

４ 施工者は、第１項の規定に基づく点検等の措置を行う場合において、埋設物の位置が掘削床付け

面より高い等通常の作業位置からの点検等が困難な場合には、あらかじめ起業者及びその埋設物管

理者と協議の上、点検等のための通路を設置しなければならない。 

ただし、作業のための通路が点検のための通路として十分利用可能な場合にはこの限りではない。 

 

第６章 土留工 

 

第 41 土留工を必要とする掘削 

起業者又は施工者は、地盤を掘削する場合においては、掘削の深さ、掘削を行っている期間、当

該工事区域の土質条件、地下水の状況、周辺地域の環境条件等を総合的に勘案して、土留め工の型

式を決定し、安全かつ確実に工事が施工できるようにしなければならない。 

この場合、切取り面にその箇所の土質に見合った勾配を保って掘削できる場合を除き、掘削の深

さが 1.5 メートルを超える場合には、原則として、土留工を施すものとする。また、掘削深さが４

メートルを超える場合、周辺地域への影響が大きいことが予想される場合等重要な仮設工事におい

ては、親杭横矢板、鋼矢板等を用いた確実な土留工を施さなければならない。 

 

第７章 覆工 

 

第 56 覆工板 

施工者は、覆工には、原則として、ずれ止めの付いた鋼製又はコンクリート製覆工板等を使用す

るものとする。 

この場合、覆工した部分の換気に留意しなければならない。 

 

第 57 覆工部の表面 

施工者は、段差を生じないように覆工板を取り付けなければならない。やむを得ず段差が生じる

ときは、適切にすりつけを行わなければならない。 

２ 施工者は、各覆工板の間にすき間を生じないように覆工板を取り付けなければならない。 

 

第 58 取付け部 

施工者は、覆工部と道路部とが接する部分については、アスファルト・コンクリート等でそのす

き間を充填するとともに、表面の取付については第 22（車両交通のための路面維持）の規定に準じ

て行わなければならない。 

また、覆工の端部は、路面の維持を十分行わなければならない。 

 

第 43 布堀り及びつぼ堀り 

１ 施工者は、道路上において土木工事のために杭、矢板等を打設し、又は穿孔等を行う必要がある

場合においては、学会その他で技術的に認められた方法及び基準に基づく探査によって確認した場

合など、埋設物のないことがあらかじめ明確である場合を除き、埋設物の予想される位置を深さ２

メートル程度まで試掘を行い、埋設物の存在が確認されたときは、布堀り又はつぼ堀りを行ってこ

れを露出させなければならない。 

 

第 44 埋設物の保安維持等 

１ 発注者又は施工者は、埋設物に近接して土木工事を施工する場合には、あらかじめその埋設物の

管理者及び関係機関と協議し、関係法令等に従い、埋設物の防護方法、立会の有無、緊急時の連絡

先及びその方法、保安上の措置の実施区分等を決定するものとする。また、埋設物の位置（平面・

深さ）、物件の名称、保安上の必要事項、管理者の連絡先等を記載した標示板を取り付ける等によ

り明確に認識できるように工夫するとともに、工事関係者等に確実に伝達しなければならない。 

２ 施工者は、露出した埋設物が既に破損していた場合においては、直ちに発注者及びその埋設物の

管理者に連絡し、修理等の措置を求めなければならない。 

３ 施工者は、露出した埋設物が埋め戻した後において破損するおそれのある場合には、発注者及び

埋設物の管理者と協議の上、適切な措置を行うことを求め、工事終了後の事故防止について十分注

意しなければならない。 

４ 施工者は、第１項の規定に基づく点検等の措置を行う場合において、埋設物の位置が掘削床付け

面より高い等通常の作業位置からの点検等が困難な場合には、あらかじめ発注者及びその埋設物管

理者と協議の上、点検等のための通路を設置しなければならない。 

ただし、作業のための通路が点検のための通路として十分利用可能な場合にはこの限りではない。 

 

第８章 土工事 

 

第47 掘削方法の選定等 

１ 施工者は、地盤の掘削においては、掘削の深さ、掘削を行う期間、地盤性状、敷地及び周辺地域

の環境条件等を総合的に勘案した上で、関係法令等の定めるところにより、土留めの必要性の有無

並びにその形式及び掘削方法を決定し、安全かつ確実に工事が施工できるようにしなければならな

い。なお、土留工の要否については、建築基準法における山留めの基準に準じるものとする。ま

た、土留めを採用する場合には、日本建築学会「山留め設計指針」「山留め設計施工指針」、日本

道路協会「道路土工仮設構造物工指針」、土木学会「トンネル標準示方書」に従い、施工期間中に

おける降雨等による条件の悪化を考慮して設計及び施工を行わなければならない。 

２ 施工者は、地盤が不安定で掘削に際して施工が困難であり、又は掘削が周辺地盤及び構造物に影

響を及ぼすおそれのある場合には、発注者と協議の上、薬液注入工法、地下水位低下工法、地盤改

良工法等の適切な補助工法を用い、地盤の安定を図らなければならない。 

 

第 48 補助工法を用いる場合の事前調査等 

１ 発注者又は施工者は、補助工法を用いる場合は、あらかじめ周辺地域の地盤構成、埋設物、地下

水位、公共用水域、井戸、隣接地下構造物等についての事前調査を行わなければならない。 

２ 施工者は、補助工法の施工中は、周辺地域の地表面及び構造物の変状、地下水位及び水質の変化

等を定期的に測定し、これらの異常の有無を監視しなければならない。周辺に危害を及ぼすおそれ 
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第 60 滑止め 

施工者は、覆工板に鋼製のものを使用する場合においては、滑り止めのついたものでなければな

らない。 

 

第 67 維持管理 

施工者は、覆工部については、保安要員を配置し、常時点検してその機能維持に万全を期すると

ともに、特に次の各号に注意しなければならない。 

一 覆工板の摩耗、支承部における変形等による強度の低下に注意し、所要の強度を保つよう維

持点検すること。 

二 滑り止め加工の剥離、滑り止め突起の摩滅等による機能低下のないよう維持点検すること。 

三 覆工板の跳ね上がりやゆるみによる騒音の発生、冬期の凍結及び振動による移動についても

維持点検すること。 

四 覆工板の損傷等による交換に備え、常に予備覆工板を資材置場等に用意しておくこと。 

 

第８章 補助工法 

 

第 68 補助工法の採用 

起業者又は施工者は、事前調査の結果、掘削に際して地盤が不安定で施工が困難であり、又は掘

削が周辺地盤及び構造物に影響を及ぼすおそれのある場合は、薬液注入工法、地下水位低下工法、

地盤改良工法等の適切な補助工法を用い、地盤の安定を図らなければならない。 

 

第 69 事前調査及び補助工法の選定 

起業者又は施工者は、補助工法を用いる場合は、あらかじめ周辺地域の地盤構成、埋設物、地下

水位、公共用水域、井戸、隣接地下構造物等についての事前調査を行わなければならない。 

２ 起業者又は施工者は、補助工法の選定に当たっては、前項の事前調査の結果に基づき、施工条件、

環境条件、安全性、工程等に留意し、適切な補助工法を選定しなければならない。 

 

第 70 薬液注入工法 

起業者及び施工者は、薬液注入工法を用いる場合においては、使用する薬液、薬液の保管、注入

作業管理、排出水等の処理、掘削土及び残材の処分方法、周辺の地下水、公共用水域等の水質の監

視等について、薬液注入工法による建設工事の施工に関する暫定指針（昭和 49 年建設省官技発第

160 号）及び薬液注入工事に係る施工管理等について（平成２年技調発第 188 号）の定めによると

ころに従わなければならない。 

２ 施工者は、注入圧力及び注入量を常時監視するとともに、周辺地域の地表面及び構造物の変状、

地下水位及び水質の変化等を定期的に測定し、これらの異常の有無を監視しなければならない。 

この場合において、異常が認められ、周辺に危害を及ぼすおそれが生じたときは、施工者は、直

ちに注入を中止し、起業者と協議の上、その原因を調査し、保全上の措置を講じなければならない。 

 

 

 

 

 

が生じたときは、施工者は、作業を中止し、その原因を調査し、保全上の措置を講じなければならな

い。 

 

第 52 薬液注入工法 

１ 発注者及び施工者は、薬液注入工法を用いる場合においては、使用する薬液、薬液の保管、注入

作業管理、排出水等の処理、掘削土及び残材の処分方法、周辺の地下水、公共用水域等の水質の監視

等について、薬液注入工法による建設工事の施工に関する暫定指針（昭和 49 年建設省官技発第 160

号）及び薬液注入工事に係る施工管理等について（平成２年技調発第 188 号）の定めによるところに

従わなければならない。 

 

第９章 覆工 

 

第 58 維持管理 

１ 施工者は、覆工部については、保安要員を配置し、常時点検してその機能維持に万全を期すると

ともに、特に次の各号に注意しなければならない。 

一 覆工板の摩耗、支承部における変形等による強度の低下に注意し、所要の強度を保つよう維

持点検すること。 

二 滑り止め加工の剥離、滑り止め突起の摩滅等による機能低下のないよう維持点検すること。 

三 覆工板の跳ね上がりやゆるみによる騒音の発生、冬期の凍結及び振動による移動についても

維持点検すること。 

四 覆工板の損傷等による交換に備え、常に予備覆工板を資材置場等に用意しておくこと。 
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第 10 章 建設副産物の処理 

 

第 75 建設副産物の処理 

建設副産物の処理に当たっては、建設副産物適正処理推進要綱（平成５年建設省経建発第３号）

を遵守して行わなければならない。 

 

第 17 章 その他 

 

第 112 整理整頓 

施工者は、作業場の内外は常に整理整頓し、塵埃等により周辺に迷惑の及ぶことのないよう注意

しなければならない。特に、民地等に隣接した作業場においては、機械、材料等の仮置きには十分

配慮し、緊急時に支障とならない状態にしておかなければならない。 

 

第 113 環境保全 

起業者及び施工者は、公衆災害を防止するため、作業場の周辺環境に配慮するとともに、作業場

周辺における住民の生活環境の保全に努めなければならない。 

 

第 114 巡視 

施工者は、作業場内及びその周辺の安全巡視を励行し、事故防止施設の整備及びその維持管理に

努めなければならない。 

２ 施工者は、安全巡視に当たっては、十分な経験を有する技術者、関係法規に精通している者等安

全巡視に十分な知識のある者を選任しなければならない。 

なし
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参考 表示テープ・シート及び標識テープの仕様 

 

１．表示テープ 幅５㎝ 

 

 

 

 

 

※ ○は、年度をアラビア数字で記入する。 

 

２．表示シート 縦２０㎝×横３０㎝ 

 

 

 

 

 

※ ○は、年度をアラビア数字で記入する。 

 

３．標識テープ 幅３０㎝ 

 

 

 

 

 

 

４．その他 

ａ．生地の色は青色とする。ただし、工業用水管・農業用水管は白色とする。 

ｂ．文字の色は黒色とする。ただし、標識テープにおいては、工業用水管・農業用水管以外   

 は黒色または白色とする。 

ｃ．布設年度表示は、毎年１月１日から３月３１日までは、旧年と新年の猶予期間とする。 

 

 例： 

 

 

 

 

 

 

 

    5/1             1/1   3/31          1/1    3/31 

                   猶予期間             猶予期間 

危険  注意  危険  注意  危険  注意  危 

この下に水道管あり  この下に水道管あり  この下 

水 道 管 

福 岡 市 

Ｒ○ 

水道管  福岡市Ｒ○水道管  福岡市Ｒ○ 

水道管  福岡市Ｒ○水道管  福岡市Ｒ○ 

水道管  福岡市Ｒ○水道管  福岡市Ｒ○ 

 

表示テープ・シート Ｒ１ 

表示テープ・シート Ｒ２ 

    Ｒ３ 

参考 表示テープ・シート及び標識テープの仕様 

 

１．表示テープ 幅５㎝ 

 

 

 

 

 

※ ○は、年度をアラビア数字で記入する。 

 

２．表示シート 縦２０㎝×横３０㎝ 

 

 

 

 

 

※ ○は、年度をアラビア数字で記入する。 

 

３．標識テープ 幅３０㎝ 

 

 

 

 

 

 

 

４．その他 

ａ．生地の色は青色とする。ただし、工業用水管・農業用水管は白色とする。 

ｂ．文字の色は黒色とする。ただし、標識テープにおいては、工業用水管・農業用水管以外   

 は黒色または白色とする。 

ｃ．布設年度表示は、毎年１月１日から３月３１日までは、旧年と新年の猶予期間とする。 

 

 例： 

 

 

 

 

 

 

 

    5/1             1/1   3/31          1/1    3/31 

                   猶予期間             猶予期間 

危険  注意  危険  注意  危険  注意  危 

この下に水道管あり  この下に水道管あり  この下 

水 道 管 

福 岡 市 

Ｒ○ 

水道管 福岡市Ｒ○水道管 福岡市Ｒ○ 

水道管 福岡市Ｒ○水道管 福岡市Ｒ○ 

水道管 福岡市Ｒ○水道管 福岡市Ｒ○ 

 

表示テープ・シート Ｒ１ 

表示テープ・シート Ｒ２ 

    Ｒ３ 

水道管 福岡市Ｒ○～○水道管 福岡市Ｒ○～○ 

水道管 福岡市Ｒ○～○水道管 福岡市Ｒ○～○ 

水道管 福岡市Ｒ○～○水道管 福岡市Ｒ○～○ 
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